
「PPPは自分には関係ない」「PFIはなんだか難しそう」と
思っていませんか？

全国には様々な政策課題を官民連携（PPP/PFI）の手法を活用
して解決した事例が多くあります。

本事例集には、参考となる様々な分野・地域における取組事例
を、具体的な効果や担当者の生の声も含めて掲載しています。
是非、ページをめくっていただき、地域での取組の参考にして
いただければと思います。

官民連携（PPP/PFI）
のススメ

～国土交通省PPP/PFI事例集～

令和5年７月

～作成担当者からのMessage～

国土交通省総合政策局





「PPPは自分には関係ない」「PFIはなんだか難しそう」と思っていませんか？

全国には様々な政策課題を官民連携（PPP/PFI）の手法を活用して解決した事例が多く
あります。

本事例集には、地域課題の解決に取り組む地方公共団体職員の皆様の参考とするた
め、様々な分野・地域における取組事例を、具体的な効果や担当者の生の声も含めて掲
載しています。

ページをめくっていただければ、皆様のご担当する分野に関係する取組や事業を進め
る上でのヒントを発見することができるはずです。

ぜひご覧いただき、皆様の今後の取組の一助になれば幸いです。

＜事例集の見方＞

• １事例を見開き２ページで紹介しています。

• 各事例の最初のページから「事業概要」「当初抱えていた課題」「事業化による効
果」「推進体制」（庁内の体制等）、「事業化ポイント」「コラム・実施担当者の生
の声」の順に沿って掲載しており、読み進めるごとに事業の全体像を把握できるよう
な構成としています。

• 各事例において特徴的と思われる事項については、赤太字で記載しています。

＜各事例ページにおける情報の配置＞
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・有料道路におけるコンセッション事業のほかにも、維持管理の包括的民間委託や交通拠点整備へ
のPPP手法の活用など、様々な取組が進められています。

（事例）
愛知県有料道路運営等事業（Ｐ9） 三条市社会資本に係る包括的維持管理業務委託（Ｐ11）
盛岡バスセンター整備事業（Ｐ13） 府中市道路等包括管理事業（東地区，南西地区，北西地区）（Ｐ15）

☜ 道路分野

・地域拠点となる道の駅の整備運営に、民間のノウハウを活用した事例は多く存在します。地域の
活性化のみならず、防災機能の充実や循環型社会の実現を目指した取組について紹介します。

（事例）
音更町道の駅整備事業（Ｐ17） 函南「道の駅・川の駅」PFI事業（Ｐ19） むつざわスマートウェルネスタウン拠点形成事業（Ｐ21）

☜ 道の駅分野

・交流人口増加、市民生活向上、地域活性化に寄与する拠点が不足などの課題に対しBTO方式で
施設整備が進められました。

（事例）
佐原広域交流拠点PFI事業（Ｐ23）

☜ 河川分野

・人口減少による収益の現状、若手職員の不足などの課題に対してコンセッション事業や官民共同
出資会社による運営、複数年の包括的民間委託手法などが実施されています。

（事例）
水道施設管理運営業務（水みらい広島）（Ｐ25） 浜松市公共下水道終末処理場（西遠処理区）運営事業（Ｐ27）
宮城県上工下水一体官民連携運営事業（Ｐ29） かほく市上下水道施設維持管理業務(第3期包括的民間委託)（Ｐ31）

☜ 上下水道分野

・ターミナルや漁港施設の老朽化、観光客の減少などの課題に対して官民連携手法による施設整
備・リノベーションが進められています。

（事例）
大磯港賑わい交流施設整備事業（Ｐ33） 天保山客船ターミナル整備等PFI事業（Ｐ35）
酒田港整備事業費東ふ頭交流施設改修・運営業務委託（Ｐ37）

☜ 港湾分野

・民間提案によるレクリーエーション施設や、カフェ、レストラン、トイレなどの利便施設の整備
を行うことで利用者層や利用時間の拡大を促し、賑わいの創出につなげています。

（事例）
(仮称)泉南市営りんくう公園整備等事業（Ｐ39） 木伏緑地公衆用トイレ整備事業（Ｐ41）
中央公園Park-PFI事業（Ｐ43） 長井海の手公園（ソレイユの丘）等交流拠点機能拡充事業（Ｐ45）

☜ 公園分野

・国土交通省所管施設を中心に13分野の事例を掲載しています。
同じ分野の事例でも「職員不足」や「エリア価値向上」などお悩み毎に異なる手法、事業化まで
のプロセスにて進められています。
今この事例集を読んでいただいている皆様のお悩みも解決する糸口が見つかるかもしれません。

是非、ページをめくっていただき、取り組まれた自治体職員の方の声をご確認ください！
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・余剰地や遊休不動産を活用して財政負担削減を図った事業や子育て世代の流入を促した事業の他、
幅広く民間からの提案を募集する公民連携ワンストップ対話窓口の設置により市の課題解決を
図った事業などが進められています。

（事例）
大東市北条まちづくりプロジェクト（morinekiプロジェクト）（Ｐ47） 津野町定住促進住宅整備事業（Ｐ49）
貝塚市営住宅の有効活用による官民連携事業（Ｐ51） 境地区定住促進住宅整備事業（Ｐ53）
桑名駅西土地区画整理事業中断移転住宅整備業務（Ｐ55）

公営住宅分野 ☞

・活用できずに自治体が保有していた町家や、歴史的建造物を活かした賑わいの創出が進められて
います。

（事例）
旧苅田家付属町家群を活用した施設の管理運営事業（Ｐ61） 弘前市吉野町緑地周辺整備等PFI事業（Ｐ63）

観光施設分野 ☞

・利活用が困難だった市有地を活用し、市が整備費を負担することなく、イベント誘致や市民利用
が可能な施設の整備が進められています。

（事例）
FLAT HACHINOHE整備プロジェクト（Ｐ71）

スポーツ施設分野 ☞

・国際線の誘致や、更新投資による利用者満足の向上などを目的に官民連携が進められています。
また、民間事業者の独立採算事業でない混合型のコンセッション事業も行われています。

（事例）
南紀白浜空港民間活力導入事業（Ｐ57） 富士山静岡空港特定運営事業等（Ｐ59）

空港分野 ☞

・宿泊施設や住宅等との複合施設としての整備や、リース方式の活用で住民にとっても職員にとっ
ても利便性の高い施設整備が進められています。

（事例）
八木駅南市有地活用事業（Ｐ65） 南池袋二丁目A地区第一種市街地再開発事業（Ｐ67） 座間味村新庁舎整備事業（Ｐ69）

庁舎分野 ☞

・施設の老朽化や用途廃止などを背景に、指定管理者制度やPFI手法を用いた公共機能の再編整備
や集約・複合化に取り組むことで、施設管理の効率化や魅力向上、周辺エリアのにぎわい創出に
つなげています。

（事例）
東川町複合交流施設 せんとぴゅあ（Ｐ73） 宗像ユリックス指定管理業務（Ｐ75） 和光市広沢複合施設整備・運営事業（Ｐ77）
習志野市大久保地区公共施設再生事業（Ｐ79） 川西市中央北(キセラ川西)地区PFI事業（Ｐ81）

複合公共施設分野 ☞

・市の所有する遊休地を活用して民間事業者が施設整備を行うことでにぎわいが創出されています。
民間からの提案でLABV手法や不動産証券化手法など新しい手法も用いられています。

（事例）
小松駅南ブロック複合施設建設事業（Ｐ83） 山陽小野田市LABVプロジェクト（Ｐ85） 敦賀駅西地区土地活用事業（Ｐ87）

公有地活用分野 ☞

公
営
住
宅

空
港

観
光
施
設

庁
舎

複
合
公
共
施
設

公
有
地
活
用

ス
ポ
ー
ツ
施
設



１ 掲載事例一覧表

新潟県三条市
三条市社会資本に係る
包括的維持管理業務委託

2

兵庫県川西市
川西市中央北(キセラ川西)
地区PFI事業

37

大阪府大東市
大東市北条まちづくり
プロジェクト
（morinekiプロジェクト）

20

奈良県橿原市
八木駅南市有地活用事業
[ミグランス]

29

大阪府大阪市
天保山客船
ターミナル整備等PFI事業

14

大阪府貝塚市
貝塚市営住宅の有効活用
による官民連携事業

22

和歌山県
南紀白浜空港民間活力
導入事業

25

大阪府泉南市
(仮称)泉南市営りんくう公園
整備等事業 泉南りんくう公園
［SENNAN LONG PARK］

16

高知県津野町
津野町定住促進住宅
整備事業

21

沖縄県座間味村
座間味村新庁舎整備事業

31

山口県山陽小野田市
山陽小野田市
LABVプロジェクト

39

福岡県宗像市
宗像ユリックス指定管理業務

34

広島県
水道施設管理運営業務
（水みらい広島）

９

広島県福山市
中央公園Park-PFI事業

18

岡山県津山市
旧苅田家付属町家群を活用
した施設の管理運営事業

27

石川県小松市
小松駅南ブロック複合施設
建設事業[Komatsu A×Z 
Square（こまつアズスクエア）]

38

福井県敦賀市
敦賀駅西地区土地活用事業
[TSURUGA POLT

SQUARE“otta”]

40

石川県かほく市
かほく市上下水道施設維持
管理業務
(第３期包括的民間委託)

12

三重県桑名市
桑名駅西土地区画整理事業
中断移転住宅整備業務

24

愛知県
愛知県有料道路運営等事業
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P61

P43
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P75

P85
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P47
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北海道音更町
音更町道の駅整備事業
[道の駅おとふけ

「なつぞらのふる里」]

５

山形県
酒田港整備事業費東ふ頭
交流施設改修・運営業務委託
［SAKATANTO］

15

宮城県
宮城県上工下水一体
官民連携運営事業

11

茨城県境町
境地区定住促進住宅
整備事業

23

千葉県香取市
佐原広域交流拠点PFI事業
[道の駅・川の駅 水の郷さわら]

８

千葉県習志野市
習志野市大久保地区公共施
設再生事業[習志野市生涯
学習複合施設 プラッツ習志野]

千葉県睦沢町
むつざわスマートウェルネス
タウン拠点形成事業

７

東京都豊島区
南池袋二丁目
A地区第一種市街地
再開発事業
[としまエコミューゼタウン]

30

神奈川県大磯町
大磯港賑わい交流施設整備
事業[OISO CONNECT]

13

静岡県函南町
函南「道の駅・川の駅」PFI事業
[道の駅・川の駅
伊豆ゲートウェイ函南]

６

静岡県
富士山静岡空港
特定運営事業等

26

静岡県浜松市
浜松市公共下水道終末処理場
（西遠処理区）運営事業

10

埼玉県和光市
和光市広沢複合施設整備・
運営事業[広沢複合施設わぴあ]

35

青森県八戸市
FLAT HACHINOHE
整備プロジェクト

32

青森県弘前市
弘前市吉野町緑地周辺整備等
PFI事業[弘前れんが倉庫美術館]

28

北海道東川町
東川町複合交流施設
せんとぴゅあ

33

岩手県盛岡市
木伏緑地公衆用トイレ
整備事業

17

岩手県盛岡市
盛岡バスセンター整備事業

３

神奈川県横須賀市
長井海の手公園(ソレイユの丘)
等交流拠点機能拡充事業

19

東京都府中市
府中市道路等包括管理事業
(東地区，南西地区，北西地区)

４

P41

P17
P78

P13

P29

P53

P23

P79P21P67P45P33

P19

P59

P27

P77

P15

P37 P68 P76

36



●事業スキーム

●概要●目的

愛知県道路公社が管理する有料道路における
国内初のコンセッション事業

No.1
愛知県

（人口754万人）愛知県有料道路運営等事業

事業概要

●事業データ

●事業検討スケジュール

愛知県道路公社が所有・運営する8 路線の有
料道路を対象に、コンセッション方式を導入
し、民間事業者が、対象路線の維持管理・運
営及び改築業務とともに、PA運営等の附帯
事業及び事業区域内任意事業と、地域活性化
に資する事業区域外の任意事業を実施する。

民間事業者の創意工夫による一層の低廉で良
質な利用者サービスの提供、利便性向上、地
域経済の活性化、新たな事業機会の創出、効
率的な管理運営の実現、確実な償還の実施を
図ることを目的とする。

県は、公共による安定経営が行われている状態であるからこそ、有料道路への民間ノウハウ
を導入したサービスの質の向上、コスト引下げを目指していた。そこで、民間事業者による
有料道路運営を可能とするため、道路整備特別措置法の特例措置を求める特区を国に提案し
た。

●背景

利用者増加

低廉で良質なサービス

民間事業者による投資促進

地域活性化

地元雇用

道
路

道
の
駅

河
川

上
下
水
道
施
設

港
湾

公
園

事業手法 コンセッション方式

施設概要

知多半島道路 20.9㎞／南知多道路
19.6㎞／知多横断道路 8.5㎞／中部
国際空港連絡道路 2.1㎞／衣浦トン
ネル 1.7㎞／猿投グリーンロード
13.1㎞／衣浦豊田道路 4.3㎞／名古
屋瀬戸道路 2.3㎞

事業期間 2016年10月～最長2046年3月(約30
年間)※路線ごとに終期は異なる

運営権
対価

最低提案価格 1,219.77億円

運営権者提案価格 1,377億円

愛知県道路公社

SPC
愛知道路コンセッション㈱

前田建設工業、森トラスト、
大和ハウス工業、大和リース、
セントラルハイウェイ

運営権実施契約 運営権対価 運営権設定

利用者

サービス提供 利用料金

構成企業

年月 事項

取組経緯

2012.2
2012.8
2014.4
2015.9

道路整備特措法の規制緩和を求める特区を提案
民間事業者による有料道路の運営に関する検討会を設置
本事業の「基本的考え方（案）」を公表
愛知県 国家戦略特別区域 区域計画が国により認定

公募
スケジュール

2015.10
2015.11
2016.6
2016.7

実施方針を公表
募集要項等を公表
優先交渉権者の選定
基本協定の締結

2016.8
2016.10

実施契約の締結
事業の開始



◆連絡先連絡先
（Address）

事業化ポイント

当初抱えていた課題

• 愛知県道路公社における道路事業は、収入
が十分に確保できていたため、具体的な課
題があったわけではない。しかし、新たな
事業機会の創出とサービス向上のため、民
間活力に期待し、事業を実施することとし
た。

• 担当部署は、建設部道路維持課から2015年
に道路維持課有料道路コンセッション推進
室、2017年に道路建設課有料道路室に引き
継がれた。公社内には調整担当という部署
が設置された。

• 全国初の事業であり、確実に運営できるよ
う運営当初は公社職員が民間へ出向するこ
とで、運営権者を支援した。

• 現在、地域活性化に資する任意事業実現の
ため、関係機関による連絡会議を設置して
取組んでいる。

• 事業化のきっかけは、知事の意向が大きい。
日本一元気な愛知をつくるために民間活力
を導入しようという意向であった。

• 公社に財務的な余力がある状態であったこ
とは、民間からの関心を集められたという
点で大きなポイントと考えられる。

• 構造改革特区の認定が必要であったため、
スキームづくりに関して、国土交通省から
助言・協力を得て進めた。

• 予め設定した利用料金収入の額の±6%超過
分を運営権者が道路公社と精算することと
した（プロフィット・ロスシェア）。コロ
ナ禍の交通量減少において、重要なリスク
分担の仕組みとなった。

• 調整が困難な事案や事業の根幹に関わる事
項を協議する組織として、有識者による第
三者委員会を設置している。またガバナン
ス強化のために、運営権者・公社の協議体
制を補完するファシリテーターを配置した。

• 本事業から得た知見を生かして、体育館等
の他の運営権事業が進められています。有
料道路事業への適用には特区認定が必要で
すが、ぜひ本事業を参考にしていただき、
もしご相談ごとがあれば応じます。

推進体制（庁内の体制等）

事業化による効果

• 最大の効果は、利用者へのサービス向上で
ある。PA施設のリニューアルに伴い、有
名建築家がデザイン監修した建物や有名パ
ティシエによるメニュー開発等、民間なら
ではのサービスや付加価値の提供が実現さ
れている。

• 道路公社にとっては、民間事業者から得ら
れる運営権対価による道路建設費の確実な
償還、民間事業者にとっては、新たな事業
機会の創出や将来の道路事業展開のための
ノウハウ蓄積というメリットがあり、三方
良しの事業であると言える。

• スタンプラリーイベントの実施や乗り放題
チケットの販売、観光協会と連携したPA
での地域物産の販売等が実施され、民間の
創意工夫による効果が見られる。コロナ前
は、中部国際空港が過去最高の利用者数を
達成した等様々な要因もあるが、交通量は
増加傾向であった。

• 新たな雇用を生むことと地域経済活性化に
資することを公募条件としており、徐々に
地元雇用が進んでいる。また、工事発注先
は、専門工事を除き地元企業を優先する。

担当部局 愛知県建設局道路建設課有料道路室
TEL：052-954-6537 Email：dourokensetsu@pref.aichi.lg.jp

コンセッション対象路線

優れた設計のPA施設

運営権者による補修 企画による賑わいの創出
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●コラム・実務担当者の生の声 周辺地域開発



●事業スキーム（※嵐北地区）

●概要●目的

市内３地区において、市道、橋梁、公園、水路
等の異なるインフラの維持管理を包括的に委託

No.2
新潟県
三条市
（人口9.3万人）

三条市社会資本に係る包括的
維持管理業務委託

事業概要

●事業データ

●事業検討スケジュール

所管の異なる分野（道路・公園等）をバンド
リング（包括委託）し、窓口業務や日常業務
のほか、点検等業務や緊急対応について、包
括的民間委託を段階的にエリア拡大して実施。

特定エリアの維持管理を業者へ包括的に委託
することにより、市役所（発注者）・民間企
業（委託業者）・市民の 3 者それぞれに有
益な体制の構築を図る。

市職員が減少している一方で、補修や更新が必要なインフラが多数存在し、政策立案などの
業務に注力できない状況であった。また、市内の民間事業者は、従業員数が減少し、事業継
続、技術継承が危ぶまれており、健全なインフラ利用ができなくなることが懸念されていた。

年月 事項

取組経緯

2014.9
2015.3
2015.5
2016.3

「三条市社会インフラ維持管理のあり方に関する検討会」設立
「三条市総合計画」を策定（包括的民間委託移行を打ち出し）
「三条市公共施設包括的民間委託検討会」設立、検討開始
「三条市公共施設包括的民間委託検討会」より提言書提出

公募
スケジュール

2017.1
2017.3
2018.12

募集要項公表（第Ⅰ期）
業務委託契約締結（第Ⅰ期）
債務負担行為の設定

2019.1
2019.3
2019.4

募集要項公表（第Ⅱ期）
業務委託契約締結(第Ⅱ期)
事業開始（第Ⅱ期）

●背景
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道路維持管理／
水路等維持管理

植栽
管理

照明
管理

巡回業務／公園等維持管理

橋梁定期点検／修繕方法検討

マネジメント
支援

全体
マネジ
メン
ト、
窓口

外山・久保・マルモ・イグリ・山田・向陽園・
パシフィックコンサルタンツ共同企業体

三条市
業務委託契約 委託料

市民生活向上 財政削減 担い手の育成職員不足解消

道
の
駅

河
川

上
下
水
道
施
設

港
湾

公
園

道
路

事業手法 包括管理委託

施設概要

道路施設：市道、橋梁、道路照明灯、
防犯灯、消雪パイプ、街路樹
公園等施設：公園・駅前広場
水路：水路、ポンプ場

事業期間

Ⅰ期：2017.4～2018.3(2年間)
（嵐北地区）
Ⅱ期：2019.4～2024.3(5年間)
（嵐北地区(拡大)＋下田地域）
栄地域：2021.6～2024.3(約3年間)

事業費 Ⅰ期：約102百万円
Ⅱ期：約1,091百万円(栄地域含む)

事業費
調達方法 全額一般財源



◆連絡先連絡先
（Address）

事業化ポイント

当初抱えていた課題

• 整備から50年近くが経過し、補修や更新が
必要なインフラが多数存在していた。

• 人口減少に伴い、職員が減少している中で、
インフラの維持管理に関する要望の対応に
追われ、政策立案などの業務に手が回らな
い状況があった。

• 市内の建設業における従業員数は急激に減
少（２０年で約４割減少）していた。

• 以上の課題から、インフラの健全な維持管
理や災害時の迅速な対応ができなくなる可
能性があった。

• インフラの管理部署である建設課のメン
バーを主として包括委託の導入を進めた。

• 職員の中にPPP経験者がいなかったことか
ら、先行事例のある自治体や業界団体など
へのヒアリングを繰り返しながら進めた。

• 包括的民間委託の実施形態にはいろいろあると思いますので、規
模を小さく始めて、地域の実情にあったものに変えていくといっ
た手法をとることで、導入時の負担が少なく、無理のない形をと
れるかと思います。

• 市民・民間・行政それぞれが違和感ないものを探し当てることが
ポイントかと思います。

推進体制（庁内の体制等）

事業化による効果

担当部局 三条市建設部建設課維持係
TEL：0256-34-5717（直通）Email：kensetu@city.sanjo.niigata.jp

自治会長と受託者（ＪＶ）
による迅速な現地立会い

• 当事業は、当初抱えていた課題を踏まえて、首長が導入を決断した。
• 包括委託の導入の際には、建設業・電気工事業・造園業・管工事業等、各団体の代表から検討会

の委員として参画してもらい、包括業務を受注する立場から意見を頂いた。
• 事業者に対しても説明会を行い、事業内容についての説明と意見聴取を行うことで、事業への理

解を広げていった。
• 性能規定の発注の中で細かな要求事項を減らし、地元の中小企業

でも無理なく受注できるようにしたことが、導入の実現に繋がった。
• 地元企業の参画の工夫として、構成員の資格要件として、三条

市内に本社、本店又は営業所を有する者を求めた。
• 庁内では、積極的に他課への情報発信を行い、どのような事業を

進めているのか、知ってもらうよう努めた。
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●コラム・実務担当者の生の声

①市民サービスの向上
第１期包括委託導入後に実施した自治会長へ

のアンケート結果では、包括委託後の対応に関
する問いに対し、好意的な回答が全体の７割を
占めており、否定的な回答はゼロであった。

自治会長からは、苦情・要望等に対し、初動
が早くなり、市民の安心感に繋がっているとの
評価を得ている。
②地元企業及び担い手の育成

受託者からは、包括委託は、複数年契約であ
る程度事業の見通しが利くため、計画的な設備
投資、新たな雇用、補修材料の大口購入の単価
交渉が可能になった等の意見を頂いている。

また、建設コンサルタントから地元企業の構
成員に対し、毎年、橋梁点検の講習会と、実地
点検に対する添削を実施している。
③包括委託導入後も管理水準を維持

令和２年に市内全域を対象とした市民満足度
調査を実施し、維持管理の満足度を調査した結
果、平成29年度から包括委託を導入している
地区と未導入地区で維持管理水準の満足度に大
きな差は無く、包括委託導入後も従来の管理水
準を維持できることを確認することができた。

事業区域図



●事業スキーム

●概要●目的

PPPエージェント方式により、民間収益施設を
併設したバスターミナルを整備し、中心市街地
の回遊性向上とにぎわい創出を実現

No.3
岩手県
盛岡市
（人口28.9万人）

盛岡バスセンター整備事業

事業概要

●事業データ

●事業検討スケジュール

市が取得した旧盛岡バスセンター跡地等に、
バスターミナル等の公共施設と民間の商業、
飲食、宿泊、温浴施設及び市営の子育て支援
施設がテナント入居する民間施設（にぎわい
機能）を一体的に整備。路線案内表示等のバ
ス運行設備は、バス事業者が別途発注し整備。

バスターミナル機能とにぎわい機能を持つ安
全・安心な施設として盛岡バスセンターを新
たに整備することで、これまで地域をつない
できたバスターミナルの機能を維持するとと
もに、中心市街地活性化及び盛岡バスセン
ター周辺（河南地区）のにぎわい創出を図る。

旧盛岡バスセンターは、民間運営により中心市街地の回遊性向上に寄与する重要拠点として
機能していたが、建物の老朽化等の理由により閉鎖。一方、中心市街地活性化及び周辺地区
のにぎわい創出には、バスターミナル機能存続が必要であった。

市民生活向上跡地利活用

交流人口増加地域活性化

利用者増加 財政削減

年月 事項

取組経緯

2016.3
2016.5
2016.9
2017.3
2017年度
2018.9

旧盛岡バスセンター廃止の方針が示される
市による土地取得及びバスセンター再整備の方針を市議会に説明
盛岡バスセンターの営業終了
土地開発基金により用地を先行取得
公民連携事業導入可能性調査を実施
基本方針の公表
㈱盛岡地域交流センター（MCC）と代理人基本協定の締結

公募
スケジュール

2019.11
2020.1
2020.3
2020.4

RFQ公募
RFP公募
事業者決定
RFP結果公表

2020.6
2021.4
2021.6
2022.10

債務負担行為に関する議決
建設事業者脱退によりRFP再公募
再公募による事業者決定
盛岡バスセンター開業

事業手法 PPPエージェント方式

施設概要
敷地面積：3,131.61 ㎡
建築面積：2,428.86㎡
延床面積：3,886.75㎡
ﾊﾞｽﾀｰﾐﾅﾙ部分：2,387.28㎡

事業期間 2018年9月～2022年10月
にぎわい施設（普通借地）：30年

事業費 1,643,000千円（税込）

事業費
調達方法

(1)公共施設整備費（市負担）
バスターミナル：530,000千円
待合室： 28,699千円
※民間施設と一体的に整備した後、

市が買取
(2)民間施設整備費等
にぎわい施設：1,113,000千円
※待合室整備費を含む

●背景

RFQ：Request for Qualificationの略称 RFP：Request for Proposalの略称
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事業推進のポイント

当初抱えていた課題

担当部局 都市整備部市街地整備課
TEL：019-639-9061 Email：shigaiti@city.ｍorioka.iwate.jp

推進体制（庁内の体制等）

事業化による効果

• 河南地区は、小売り中心の商業の街であった
が衰退傾向にあり、同地区の活性化やにぎわ
い創出を図ることが課題となっていた。

• 旧盛岡バスセンターが閉鎖したことにより、
交通利便性を確保する必要があった。

• 新しいバスセンターには、単なる交通結節点
ではなく、地域の様々な魅力をつなぎ、地域
課題の解決に寄与する「ローカルハブ」とし
ての施設整備が求められていた。

• 旧バスセンターではバス利用者の滞留が多
かったが、にぎわい施設も併設され居心地
の良い空間ができたことで、地域住民等の
日常的な場所となっており、滞留する人の
増加に加え、中高生による利用も多くみら
れる等、利用者層にも変化がみられるよう
になった。

• さらに、新型コロナウイルスや運転士不足
の影響でバスの運行本数自体は減少してい
るが、にぎわい施設が整備されたことによ
り、バスを利用して当地区に来てみようと
いう人も増加している。

• また、バスターミナルができたこと、近隣
で大型商業施設を市街地再開発事業で再整
備する計画も出てきたことで、コロナ禍で
あっても個人事業主による出店の動きが増
えている。加えて、周辺でマンション建設
計画が複数件進んでおり、今後の定住人口
増加が見込まれている。

• 事業所管課である市街地整備課、バス事業等
の交通政策を担当する交通政策課、中心市街
地活性化を担当する経済企画課の３課により、
関係課会議を開催するなどして、３課連携で
推進。

• 学識者や県、交通管理者（警察）も参画する
懇話会を立ち上げ、事業の具体化を進めると
ともに合意形成を図っている。

• 事業者公募はMCCが実施しているが、施設
の規模や機能等の要求水準の内、公共施設部
分は、バス事業者と別途ワーキンググループ
を立ち上げ、対話を通じて市が作成している。

• 官民双方が経営視点を重視し、限られた予算の中で持続できる施設という方針を代理人と当初か
ら共有し事業を推進したことで、小規模ながら効果的に機能が集約した施設となった。

• バス機能継続を希望する地元住民を中心とした任意団体が、事業用地の管理と自己資金によるイ
ベント等を実施しており、こうした地元の応援が、用地取得から着工までの4年間において、旧
バスセンターの営業終了による衰退を食い止めつつ、にぎわい創出の機運を醸成している。

• 本事業では、市民の財産を活用して営業することに対する説明責任を果たしつつ、代理人である
第三セクターや外部アドバイザーのネットワークやノウハウ等を活かして事業を推進することで、
行政財産の最大活用と不動産開発を行いながら効果的なエリア価値向上を図っている。

• 官民連携事業を推進していく上では、民間事業者との信頼関係
を築くのが大切です。何かあった時に、お互い隠し事をせずに
共有できる関係、解決策を共同して探れるような関係性を築く
こと。そうでなければ互いに疑心暗鬼になってしまいます。

• 民間事業者との関わりはすごく楽しいと思いますし、自分たち
が持っていない世界・考え方は、一人の人間として成長できる
チャンスだと思います。また、仕事上の立場はあると思います
が、民間の方々と人対人の関係を築くことは、新たなライフス
タイル構築につながると思います。

事業化前 事業化後

バスターミナル平面図施設利用の様子施設利用の様子
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●事業スキーム

●概要●目的

国内初の道路管理業務の包括委託。市内３地区
の施設の維持管理と窓口業務を民間委託

No.4
東京都
府中市
（人口26.2万人）

府中市道路等包括管理事業
（東地区，南西地区，北西地区）

事業概要

●事業データ

●事業検討スケジュール

市の全域をカバーする３地区において、道路
の巡回清掃、街路樹の剪定、舗装の補修・修
繕、及びコールセンター業務等を、性能発注
で総価契約として実施。なお、１件50万円以
上の補修・更新とケヤキの剪定等は仕様発注
として、単価契約で実施。

舗装や街路樹等の異なる管理業務を、包括的
に複数年度で民間事業者に委託することで、
事務処理方法の見直し及び効率化を行うとと
もに、性能発注の手法を取り入れることで、
事業者のノウハウを活用し、市民サービスの
向上及び管理経費の削減を図る。

市では2012年度に、道路、橋梁、公園、下水道等の都市基盤施設を対象とした府中市インフ
ラマネジメント計画を策定し、今後の維持管理経費の増大を認識するとともに、技術職員や
現場業務を担う職員の減少について、対処する必要が生じていた。

市民生活向上 財政削減 担い手の育成

●背景

（北西地区）
宮光・都一・村
上・八勝・粕川

建設
共同企業体

（東地区）
前田道路・スバル興業・
第一造園・武蔵造園・
前田建設工業・日本
工営共同企業体

委託契約

（南西地区）
株式会社
冨士土木

府中市

委託契約 委託契約

コールセンター
（東地区が全体を統括）
統括ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ、巡回、清掃、植栽管理、害獣・害虫対応、道路反射
鏡・案内標識・街区表示板管理、補修・修繕(50万円未満)、事故対
応、災害対応、要望相談対応、占用物件管理、法定外公共物管理

補修・更新(50～500万円)、樹木剪定 等

総価契約業務

単価契約業務

職員不足解消
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事業手法 包括管理委託

施設概要

市道（1,021路線(東)、802路線(南
西)、626路線(北西)）、橋梁（10橋
(東)、21橋(南西)、5橋(北西)）、立
体横断施設、街路樹 等

事業期間 2021年4月～2024年3月（3年間）

事業費
東地区：199,650千円
南西地区：127,402千円
北西地区：97,350千円
(以上、単年度額。単価契約分除く。)

事業費
調達方法 全額一般財源

年月 事項

取組経緯

2012年度
2014.4
2017.4
2018.4
2020.5

府中市インフラマネジメント白書、府中市インフラマネジメント計画策定
市内の一部地域を対象にパイロットプロジェクトを実施(2014～2016)
府中市道路等包括管理事業推進方針策定
対象を市域の1/4に広げ、試行的事業を実施(2018～2020)
府中市道路等包括管理事業運用方針策定

公募
スケジュール

2020.7
2020.10

募集要項等の配布
受注候補者の決定

2020.11
2021.4

包括委託契約の締結
事業開始



事業化ポイント

当初抱えていた課題

担当部局 府中市都市整備部道路課
TEL ：042-335-4430 Email：douro07@city.fuchu.tokyo.jp

• 府中市インフラマネジメント計画を策定す
る中で、高度成長期のインフラの老朽化と
新しいインフラの整備で経費が増大する一
方、インフラの維持管理に必要な将来の財
源が不十分であることが判明し、担当職員
は、強く危機意識を持っていた。

• 技術職員数の減少や事業者の高齢化による
担い手不足等により、運営体制が維持でき
ない恐れがあった。

• 市がパトロールをして、
必要箇所を補修する場
合、人員の制約と手続
きの煩雑さから、対応
に時間を要していた。

• 府中市インフラマネジメント計画を策定し現状や取組みを可視化したことと、その計画を遂行す
るための人員（インフラマネジメント担当）を確保したことが、大きな成功要因。また、当初の
担当が比較的長期（７年間）異動なく本事業に関われたことは、取組み推進に寄与した。

• 担い手である地元企業の協力が重要であり、ヒアリング、ワークショップ、アンケート等により、
仕事を減らす仕組みでないこと等を十分に説明し、また、地元業界団体に検討委員に加わっても
らうことで、事業に対して理解を得るよう努力した。

• 小さな事業区域から段階的に拡大してきたことで、民間事業者や市民の意見を聞きながら、事業
内容をブラッシュアップすることができた。小さくスタートすれば、問題が生じた際に、包括化
前のやり方に戻ることもできるため、有用な方法と考えられる。

• 財政部局から理解を得るためには、単年度あたりでは費用増加となる場合でも、「今後の費用増
加分が減額になる」ことを、丁寧に説明することが必要と考えられる。

• 財政部局などの庁内他部署、議会、市民、地元
企業等に理解してもらうには、経費面に限らず、
目に見えにくいバリューが生まれることも含め、
丁寧に説明していくことが重要と考えます。

• 実施後も事業者や市民との意見交換を通じて、
より一層の事業効果が得られるよう、業務内容
の見直しを図っています。

推進体制（庁内の体制等）

事業化による効果

• 市を介さず補修・修繕を行うため、対応
が迅速化した。また、定期的なパトロー
ルにより、劣化が進んで高額な工事とな
る前に、予防保全を行うことが可能と
なった。結果として、市民サービスの向
上が図られた。

• これまで、市職員が行っていた修繕等要
望に関する電話応対を、すべて民間事業
者がコールセンターで担うこととなり、
職員が計画・企画・調整といったコア業
務に注力できるようになった。

• 民間事業者にとっては、複数年の発注の
なかで、資金繰りが安定化するため、必
要な資機材の確保や、雇用の安定化が図
れる。

コールセンター

民間事業者が自律的にパトロールや
舗装の補修を実施

スピード感ある補修に課題

• 都市整備部の中堅職員を中心に、担当部局
が自ら発案・企画し、事業化を進めた。

• 既存部署の下に、新たに「インフラマネジ
メント担当」を配置し(2名)、日常の維持管
理を行う部署をバックアップして、府中市
インフラマネジメント計画を遂行できる体
制とした。

事業区域図
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●事業スキーム

●概要●目的

「魅力発信エリア」となる道の駅の移転・建替
と公園を一体的に整備

No.5
北海道
音更町
（人口4.3万人）

音更町道の駅整備事業
[道の駅おとふけ「なつぞらのふる里」]

事業概要

●事業データ

●事業検討スケジュール

道東自動車道音更帯広インターチェンジの南
側に、町の魅力を発信し、町内外の人々の交
流促進のため、「魅力発信エリア」として新
たな道の駅と公園の整備を行う。

町の魅力を発信するとともに、道路利用者や
観光客だけではなく、広く町民にも愛される
ような場として、町内外の人々の交流促進を
図るため、新たな道の駅を整備し、管理運営
を行う。

音更町は国内を代表する農畜産物の産地でありながら地場産品は町外での消費がメインであ
り、観光資源として機能していなかった。また、旧道の駅は施設の狭あい化や老朽化が進み
情報発信が十分にできていない上、メインの観光ルートから外れていた。

市民生活向上 交流人口増加 地域活性化 利用者増加

●背景

実施事業者
(共同事業体：
コンソーシアム)

音更町
基本 協定

協力事業者
（飲食店等）

協力事業者
（清掃警備等）

協力事業者
（売店等）

建設共同
企業体(JV)
(建設・土木

事業者)

設計
事業者

委
託

請
負

指
定
管
理
協
定

指定管理者
オカモト・鈴蘭ビルグループ

運営事業維持管理事業

道
路
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上
下
水
道
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設
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事業手法 DBO方式、指定管理者制度

施設概要
敷地面積:80,378m2（国整備エリア・公
園エリア含む）、延床面積:1,960m2

物販・飲食店、キッズルーム、多目的
ルーム、芝生広場、再現ロケセット 等

事業期間
協定締結日～2032年3月（運営及び
維持管理に関する業務の期間は、
10年間を予定）

事業費 15.7億円(用地取得･造成･建設等)
5.6億円(維持管理運営・10年間計)

事業費
調達方法

国庫補助金:3.9億円、地方債:6.1億
円、その他特定財源 0.7億円（ふ
るさと納税クラウドファンディン
グ、充電インフラ助成金）
維持管理運営費はすべて一般財源

年月 事項

取組経緯
2012
2014.5
2016.6

庁内プロジェクトチームを立ち上げ、事業検討
魅力発信施設基本構想を策定
音更町魅力発信施設基本計画策定準備検討会を庁内に設置

公募
スケジュール

2018.12
2019.5

募集要項等の公表
優先交渉権者の決定
基本協定の締結

2019.6

2020.6

2022.4

実施設計業務委託契約の
締結
建設工事・工事監理委託
業務契約の締結
開業



事業化ポイント

当初抱えていた課題

• 1991年に開業した旧施設の狭あい化・老朽
化の解消を図ることが当初の課題であり、
新たな道の駅への建替が必要であった。

• 主要観光道路が、旧施設の接する国道241
号線から道東自動車道と接続する北バイパ
スへ移ったことに伴う広域アクセスを考慮
し、移転が検討されていた。

• 町内に、十勝川温泉等の観光資源があり、
域外からの観光客も多かったことから、魅
力発信施設の整備も課題であった。

• 産業連携課、企画課、農政課、農業委員会、
都市計画課、土木課、上下水道課、商工観
光課 等で構成されるプロジェクトチームを
発足し、事業を推進した。

• 2018年度以降（事業者選定）は、産業連携
課とコンサルが中心となり推進した。

• 事業化のポイントは、ボトムアップで事業
を進められたことである。担当者は、庁内
関係部署の横の連携を密に取りながら、道
路管理者（国）などとも丁寧に協議を行い、
検討を進めた。

• 施設整備のポイントとして、民間が運営し
やすい商業的施設となるよう設計段階から
民間が関わるとともに、行政が有利な補助
金等を手に入れるためDBO方式を採用した。
また、民間事業者の主導で自由度が高い魅
力的な施設の運営管理が実現できるよう指
定管理者制度を導入した。

• コンサルによるアドバイスのもと、関係者
で課題を共有しながら、事業を進められた。
プロジェクトチームは、庁内関係部署が管
理職の監督の下、係長職中心に組成され、
課題や情報の共有を図りながら、事業を推
進できたことがポイントであると言える。

• 事業成功のポイントは、「ひと」だと思い
ます。自らの意思で動く主体性が重要であ
ると感じています。事業の必要性が明確な
中で、中堅職員が主体となって、わがこと
の事業として構築することができたと思い
ます。

推進体制（庁内の体制等）

事業化による効果

• 規模拡大により、地域振興機能の強化が図
られた。物販エリア拡大による特産品の魅
力発信、飲食店数の増加（1→9店舗へ）と
メニューへの地元農畜産物導入、大型デジ
タルサイネージによる情報発信等を実施し
ている。

• NHK連続テレビ小説「なつぞら」の再現
セットを含むエリアが整備され、利用者か
ら大きな反響が生まれるとともに、想定を
超える多くの来場者数を記録している。

• 指定管理者から町へイベント実施状況等の
月次業務報告が行われ、年間200回のイベ
ント実施を目標としている。

• 防災機能の強化策として、72時間自家発電
設備、井戸水利用設備等を追加した。

• 多目的ルーム利用、音更町内小中学校や地
域住民との連携（写生、メニュー開発、音
楽発表等）により、町民交流を活発にした。

担当部局 音更町経済部産業連携課
TEL：0155-42-2111
Email：sangyourenkeika@town.otofuke.hokkaido.jp

2022年8月 年間来場者数目標70万人達成

2022年9月 来場者数100万人達成

2023年4月 来場者数150万人達成
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●コラム・実務担当者の生の声

連絡先
（Address）

道の駅おとふけ配置図

広場でのイベント 「なつぞら市場」



●事業スキーム

●概要●目的

町の情報発信と防災拠点の確立を目的として、
道の駅を整備

No.6
静岡県
函南町
（人口3.6万人）

函南「道の駅・川の駅」PFI事業
[道の駅・川の駅 伊豆ゲートウェイ函南]

事業概要

●事業データ

●事業検討スケジュール

交通安全、広域情報発信、観光振興・地域活
性化、防災拠点の各機能を兼ね備えた「道の
駅」を整備。また、町は別事業として、防災
拠点機能の強化と狩野川の水辺空間を活かし
た交流拠点の形成を目的に「道の駅」計画地
に隣接して「川の駅」を整備。

町は「道の駅」及び展望歩道橋の整備・運営
をPFIにより実施することにより、民間事業
者のノウハウを十分活用した効率的かつ効果
的な施設の整備・運営を図り、交通安全機能
の向上、地域活性化の加速化とともに大規模
災害への対策を充実させる。

町西側の主要幹線道路沿い等には大きな交流施設等がなく、町の施策や周辺地域と連携した
交流拠点による地域活性化、観光振興を図る必要性があったことに加え、静岡県内は東海地
震の発生も予想されており、大規模災害に備える新たな防災拠点の整備も課題だった。

交流人口増加 地域活性化防災機能向上

●背景

維
持
管
理

金
融
機
関

函南町

SPC
いずもんかんなみ

パートナーズ株式会社

融資
契約

PFI事業 契約

直接協定

加和太建設日総建 ＪＭ 長大

飲食施設実施企業 付帯事業実施企業

川田建設

建
設
工
事
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事
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地元雇用
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道
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設
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事業手法 PFI-BTO方式、指定管理者制度

施設概要

敷地面積：約13,280㎡
延床面積：1483.65m2（道の駅）、

208m2（南側防災倉庫）
観光・交通案内、物産販売所、飲
食・物販店舗、イベント広場、展望
テラス

事業期間 2015年11月～2032年1月(約16年5か月)

事業費 整備費 14. 6億円
維持管理運営費 9.0億円

事業費
調達方法

国庫補助 1.7億円
起債 2.2億円
一般財源 2.500万円

VFM 8.9%（入札後）

年月 事項

取組経緯
2011
2012

函南「道の駅・川の駅」基本構想策定
職員・有識者で構成する函南「道の駅・川の駅」整備推進協議会
を設置。函南「道の駅・川の駅」基本計画策定

公募
スケジュール

2014.8
2014.9
2014.11

実施方針の公表
債務負担行為の設定議決
入札公告・入札説明書等の
公表

2015.3
2015.5
2015.11
2017.5

事業者の選定及び公表
基本協定の締結
事業契約の締結
開業



事業化ポイント

当初抱えていた課題

• 伊豆縦貫道が町内を縦断して整備されるこ
ととなったが、増大する観光交通等を早期
にまちづくりに活かさないと、単なる通過
交通になってしまうという危惧があった。

• 交通安全の観点から、高架の続く縦貫道が
地上面にタッチする町内において、休憩施
設が必要と考えられた。

• 町の西部地域において、大きな交流施設等
がなく、町が持つ魅力を活用できていない。

• 東海地震が危惧されるなか、防災拠点を整
備する必要があった。

• 中心市街地再編における地元ワークショップを経て、町に提言書が提出され、町の魅力を広くＰ
Ｒする情報発信拠点の必要性と、その具体例として「道の駅」整備が提案された。この町民発議
により、庁内において道路の整備効果をまちづくりに生かす機運が高まった。

• 施設の性質や用途から、計画、設計・建設、維持管理・運営に民間が関わった方が良い、という
考えからＰＦＩが選択された。また、単年度の支出を抑える効果も期待された。

• 事業規模が小さいため、PFIでは不調となる懸念があった。そこで、国交省の補助を活用して実施
した企業への意向聴取を踏まえ、十分な準備期間を確保し、事業者の応募意欲を高めるために、
公募前に関連情報を開示する説明会を実施した。なお、説明会の場で各社のマッチングが図られ
たこともあり、競争性のある公募となった。

• 運営段階では、庁内の関係部課長で業績監視委員会を組織。町の要求水準や利用者・売上の状況、
地域貢献のための取組み等について、SPCの履行確認や意見交換を行い、施設の利便性や魅力度
を向上させる努力をしている。

• 道の駅を成功させる要因として、ポテンシャル
の高い立地を選定することが重要です。また、
ここでしか味わえないものや体験できないもの
を作ると利用者は増えます。そのために優れた
提案を受けいれ、官民連携して施設を運営する
ことが大切です。最後に、利用者が道の駅を訪
れた時に、その町の雰囲気をイメージできるよ
うな施設となれば最高だと思います。

• 縦貫道整備に伴い中心市街地の再編整備が
必要となり、道の駅も含め整備事業を庁内
で検討する上で、都市計画課がリーダーと
なって関係部署と連携しながら進めた。

• 事業化に際し、都市計画課に「まちづくり
室」を設置し、関係部署の協力を得ながら
推進した。

• 建設工事の着工段階から道の駅の関係会議
に産業振興課を加え、維持管理運営段階
（モニタリング段階）は、産業振興課に所
管を移し施設を運営することとした。

推進体制（庁内の体制等）

事業化による効果

• これまで通り過ぎるだけだった中京圏や首
都圏からの来訪者に、函南町の魅力を発信
する広域情報発信拠点が整備できたことが
最たる効果であり、地域活性化や雇用の確
保、交流人口の増加にもつながっている。

• 国の推計交通量等を基に、事前に想定した
利用者数は約70万人/年であったが、開駅
３年目には、倍以上の177万人/年の利用を
記録した。

• 近年では、町内の観光施設などと共に、地
域資源や観光資源を活用する中心施設とし
ての役割を担っている（総合観光パンフ
レットの作成、商品開発や販売の連携、町
内観光周遊チケットの開発 等）。

• 事業者の提案で、非常時には道の駅とコン
ビニが協力して飲食物の無償提供をするこ
とになっている。また、周辺施設からは、
共同で防災訓練を行いたいとの要望もあり、
地域の防災意識を高めている。

担当部局 函南町建設経済部産業振興課
TEL：055-979-8173 Email：sangyo@town.kannami.shizuoka.jp
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イベント広場コミュニティ広場



●事業スキーム

●概要●目的

道の駅と地域優良賃貸住宅を一体的に整備し、
運営するまちづくり事業

No.7
千葉県
睦沢町
（人口0.6万人）

むつざわスマートウェルネス
タウン拠点形成事業

事業概要

●事業データ

●事業検討スケジュール

道の駅等及び地域優良賃貸住宅等の多様な施
設構成に対し、サービス購入型及び独立採算
型の事業類型を組み合わせた事業。民間事業
者の持つノウハウを民間提案制度を用いて取
り入れることで、効果的かつ効率的な事業の
実現を図る。

上之郷交差点周辺地区において、「道の駅」
及び「住宅」整備を一体的に進め、町外との
交流を促進しながら、町民誰もが健康で幸せ
に、また安心して暮らし続けることができる
まちづくりを行う。

町では、少子高齢化・人口減少の進展に対して、定住人口増加に向けた環境整備を課題とし
て認識していた。町内で天然ガスが産出される地域特性を踏まえ、このエネルギー活用の仕
組みと、道の駅の移転拡張計画とを合わせて、スマートウェルネスタウン事業を検討した。

●背景

交流人口増加 利用者増加

防災機能向上

定住人口増加 地域活性化

道
路

河
川

上
下
水
道
施
設

港
湾

公
園

道
の
駅

事業手法 PFI-BTO方式、一部BOO方式

施設概要

敷地面積：28,635.36㎡
延床面積：2,290.49㎡
＜住宅部分＞２階建25棟／平屋建３
棟／テラスハウス２棟
＜道の駅部分＞情報発信施設、直売
所、飲食施設、温浴施設、防災広場、
駐車場、健康支援施設（BOO）他

事業期間 2017年6月～2041年3月（約23年）

事業費 約27億7千万円

事業費
調達方法

社会資本整備総合交付金 5.27億円
農山漁村振興交付金 1.49億円
一般財源 16.33億円、地方債
4.61億円

VFM 約9.1％（特定事業の選定時）

睦沢町

SPC
むつざわスマート

ウェルネスタウン(株)

金
融
機
関

道
の
駅
・
住
宅
等

パシフィック
コンサルタンツ㈱

㈱畔蒜工務店

直接協定

BTO

整備
運営・

維持管理

融資
契約

東日総業㈱

委託 委託 委託

健
康
支
援
施
設

BOO

事業契約

整備
運営・

維持管理

年月 事項

取組経緯

2014.12
2015.5
2015.9
2015.10
2015.12

「むつざわスマートウェルネスタウン基本計画」作成
民間提案の公募
提案者への通知・公表
「人口ビジョン」及び「総合戦略」策定
「むつざわスマートウェルネスタウン実施計画」作成

公募
スケジュール

2016.8
2016.9
2016.10

実施方針の公表
特定事業の選定、公表
入札公告、入札説明書等の公表

2017.3
2017.6
2019.9

落札者決定
事業契約締結
運用開始



〇
〇
〇
〇

事業化ポイント

当初抱えていた課題

• 旧道の駅が老朽化していたことに加え、立
地する借地の返却期限が迫っていた。

• 人口減少と、40％程度ある高い高齢化率の
ため、若い世代が転入できるような、住環
境、雇用環境の整備が必要だった。

• 農業従事者の高齢化により担い手が不足し、
耕作放棄地や空き家が増加していた。

• 高齢化に伴う社会保障費の増加により、財
政圧迫の懸念があった。

• 大規模化する災害への備えとして、周辺自
治体からの避難者受入れも可能な公共施設
の整備が必要であった。

• 発案者は当時の町長であり、県との調整な
どでも積極的に行動した。

• 当時の企画部門、産業部局、道路部局から
担当者を充て、合計3～4人の推進体制を敷
いた。

• 予算の確保が難しい自治体も多くいらっしゃる
と思います。自主財源や公費だけでは事業化に
至らない場合もあるかと思いますが、その際に
PPP/PFIによって、活路が見いだせる可能性
もあります。初めての制度に取組むには躊躇も
あるかと思いますが、あくまで数ある事業手法
の一つとして検討することで構わないと思いま
す。検討の幅を広げることで、より良い街づく
りの実現につながるのではないでしょうか。

推進体制（庁内の体制等）

事業化による効果

• 道の駅の利用者は13万人/年だったが、整
備後は58万人/年と増加した。また、施設
のリニューアルと、コジェネを組合せると
いう新規性により、町をPRすることがで
きた。

• 子育て世帯や高齢者向けに33戸の住宅を整
備し、100人程度の人口増加を図ることが
できた（多くは県内他自治体からの転入）。

• 道の駅への農産品の出店、出品希望者が集
まっている。農業従事者や後継者になり得
る人材の増加に寄与している。

• 町全体で「先進予防型まちづくり」を進め
ており、その一環として、町民全体にアン
ケートで道の駅利用者の健康状態の推移を
確認しており、改善効果が把握できている。

• 台風が直撃し、強風による大規模かつ長期
的な睦沢町もほぼ全域で停電が発生したが、
コジェネを使って入浴施設や携帯充電用の
コンセントの無償開放を行い、1,000人ほ
どの利用があった。

担当部局 睦沢町企画財政課
TEL：0475-44-2501 Email：seisaku@town.mutsuzawa.chiba.jp

賑わう産地直売所

地域優良住宅

ｺｼﾞｪﾈﾚｼｮｰﾝｼｽﾃﾑ

災害時の入浴施設の利用
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●コラム・実務担当者の生の声

連絡先
（Address）

• 町長の積極性、フットワークの軽い対応は、本事業の推進に重要であった。
• 実現性の高い事業アイデアを募集するため、PFI法６条に基づく民間提案を公募。採用者には事

業者選定時に加点をするインセンティブを設け、提案を促した。
• PFIで行うことは、財政負担総額の削減のみならず、単年度の支払い額及び起債の抑制の必要性

から自ずと決定された。また、公設公営では、職員に運営できる余裕がないと判断した。
• 理解醸成のため、実施計画の策定前に複数回、議員全員協議会を開催して説明した。また、事業

者選定後の施設構成が見えてきた段階で、町内16地区を回って町民への説明を行った。
• 出品に係る手続きを熟知した、旧道の駅の出荷者協議会の理事会メンバーを概ね引継いでおり、

新たな農業従事者が、道の駅に参画しやすいようにしている。
• 災害時に早期復旧を図るため、官民の体制強化として、令和２年に

SPCと、令和４年にはさらにコジェネを整備するCHIBAむつざわエナ
ジー、送電網を担う東京電力PGと災害時の協力協定を結んでいる。



●事業スキーム

●概要●目的

国、県、市が共同で、従来手法とPFI手法を組み合わせて
河川整備及び活用を行い、水辺の広域交流拠点を創出

No.8
千葉県
香取市
（人口7.2万人）

佐原広域交流拠点PFI事業
[道の駅・川の駅 水の郷さわら]

事業概要

●事業データ

●事業検討スケジュール

従来型の公共事業により整備する防災拠点施
設（堤防）等の上に、国及び同市が、PFI手
法により水辺利用拠点、文化交流拠点、交通
拠点の各施設を整備し、その後の維持管理、
運営も民間が実施。加えて防災拠点施設の一
部についても民間が維持管理、運営する。

都市再生に寄与する新たな水辺の広域交流拠
点形成を目指し、国及び同市が共同で民間の
資金やノウハウ等を活用し、「防災拠点」
「水辺利用拠点」「文化交流拠点」「交通拠
点」を一体的に整備することで、減災の向上
及び利便性の向上を図ることを目的とする。

計画地である香取市佐原本宿耕地地区は、水郷筑波国定公園に代表される自然環境や利根川
改修、舟運による歴史・文化的蓄積を有する地域であり、地域の活性化及び交通・水防に関
する安全・安心の向上を推進すべく、国、県及び同市により広域交流拠点の整備を検討。

市民生活向上 交流人口増加

地域活性化 利用者増加

年月 事項

取組経緯

2004.10

2005.3
2005.12
2006.3

「佐原広域交流拠点基本構想推進協議会」及び
「佐原広域交流拠点基本構想策定検討委員会」設置
「佐原広域交流拠点整備基本構想」策定
「佐原広域交流拠点整備事業基本計画」策定
「佐原広域交流拠点整備事業推進協議会」及び
「佐原広域交流拠点整備事業PFI検討委員会」設置

公募スケジュール
（国による一括発注）

2007.5
2007.9

実施方針
特定事業の選定

2007.10
2008.4
2010.3

入札公告
落札者の決定
開業

事業手法 PFI-BTO方式

施設概要

事業期間 2008年7月10日～2025年3月31日
（約17年）

事業費 約28.4億円（国：約15.3億円、香取市：
約13.1億円。維持管理・運営費含む）

事業費
調達方法

民間事業者による資金調達
※一部、国の交付金（まちづくり交付金）あり

VFM 約17%

●背景

株主

香取市国土交通省
金融機関 事業契約 業務委託

契約

三者
協定

東洋建設
前田建設工業
常総開発工業

東建社

ファイブ

麺屋桃太郎

昭
和
設
計

い
で
あ

ト
ー
タ
ル
メ
デ
ィ
ア

開
発
研
究
所

水
郷
ボ
ー
ト
サ
ー
ビ
ス

三
興
組

飲食運営委託

出資

配当

物販運営委託

建
設
関
連
委
託

維持管理・施設
運営委託

直接
協定

建
築
設
計
・
管
理
委
託

土
木
設
計
委
託

佐
原
河
岸
等
運
営
委
託

展
示
施
設
委
託

維
持
管
理
委
託

SPC
PFI佐原リバー㈱

発
注

施設名 敷地面積 延床面積
川
の
駅(
国
・
市)

車両倉庫

約5,480㎡

約360㎡
河川利用情報
発信施設 約1,490㎡

水辺交流ｾﾝﾀｰ 約830㎡
道の駅(市) 4,242㎡ 約1,110㎡
事業区域面積 約16.9ha ―

※関係企業は2023年2月時点の状況※事業費は事業開始時点の想定

河川活用 交流拠点整備

道
路

道
の
駅

上
下
水
道
施
設

港
湾

公
園

河
川



事業推進のポイント

当初抱えていた課題

担当部局 香取市商工観光課
TEL：0478-50-1212 Email：shoko@city.katori.lg.jp

• 当初同市には、交流人口増加、市民生活向
上、地域活性化に寄与する新たな拠点の構
築が課題であった。

• 当初、同市のほか、県、国も本事業に関連
した課題を抱えており、県は、国道356号
線の拡幅工事、国は、防災機能（堤防整備、
防災ステーション整備、緊急船着き場整備
等）の整備が課題であった。

• 協議会・検討委員会における合意形成、国
による一括発注、市による業務委託という
形で事業の検討及び推進がなされている。

• 道の駅は香取市の施設であるため、要求水
準は香取市市街地整備課（当時）を中心に
検討され、川の駅は国（国土交通省）とと
もに合意形成が図られた。

• 運営開始後、所管は商工観光課に移行。

• 民間事業者が長期かつ継続的に担当者を配
置することで、緊急時対応等、市側の人事
異動のデメリットをベテラン担当者が存在
することで、ノウハウを途切れさせずス
ムーズな対応が可能。

• 長期の官民連携事業では行政側の担当者変
更が想定されるため、行政側のノウハウ継
続の観点から、適切な引継ぎが重要。

• 月次定例報告会等のイベント調整時におい
て、民間事業者との接点を多く持ち、良好
な関係を保っており、複数の関係者が関与
する事業を円滑に調整する上でのポイント。

• 市側では、香取神宮や市街地との回遊促進
や直売所の魅力維持向上、夕暮れの水田等
美しい景色のPR等の取組を進める等、道の
駅に来訪するメリットを考えながら事業を
推進しており、本事業で得られた知見やノ
ウハウを活かして次期事業を検討。

• 当初より市街地の駐車場不足が続いており、
道の駅からのレンタサイクル利用促進等の
パークアンドライドを継続促進。

• 事業が長期化するにつれ、事業開始当初定
めた民間との責任分界点が曖昧になること
もたびたび発生しており、市と事業者間の
責任区分の明確な整理が今後の課題。

• 様々な課題があり、民間の要望には極力応
えたいと思うものの、そう簡単ではありま
せん。民間事業者と連絡を密にとり、接点
を多く持つことが重要と感じています。

• 官民連携事業に携わってみて、よく勉強し
て進めるべきであると感じています。私も
担当になり日が浅いため、一緒に勉強して
いきましょう。

推進体制（庁内の体制等）

事業化による効果

• 観光入込客数は、開業前の想定を大きく上
回り、交流人口は増加している。コロナ禍
においても、近隣からのお出かけ需要もあ
り、来場者数に大きな影響はない。

• 民間事業者が市と連携して防災機能を提供
しており、市民生活向上が実現している。
東日本大震災の際は、民間事業者がシャ
ワー室の開放や食料の提供などを実施した。

• 新しい宿泊施設や町並みと併せた来訪も多
く、街全体での相乗効果も生まれ、地域活
性化が実現されている。

• 生産者としては、直接、道の駅に生産物を
卸すことができ、販路拡大や運搬ルート効
率化が実現されている。

施設 想定 2021年度実績
道の駅 82万人 約111万人
物産館（川の駅） 4万人 約6万人

道の駅水の郷さわら外観

事業化前 事業化後

公
営
住
宅

空
港

観
光
施
設

庁
舎

複
合
公
共
施
設

公
有
地
活
用

ス
ポ
ー
ツ
施
設

●コラム・実務担当者の生の声

連絡先
（Address）



●事業スキーム

●概要●目的

県内の水道事業の維持管理運営等業務受託のた
めに、県と民間事業者が官民出資会社を設立

No.9
広島県
（人口279万人）

水道施設管理運営業務
（水みらい広島）

事業概要

●事業データ

●事業検討スケジュール

県と民間水道事業者の共同出資により設立し
た企業体が、県営の２つの用水供給事業と工
業用水道事業を指定管理により受託。さらに、
県内外の他水道事業体からも水道施設の運転
管理や保守点検等業務を受託するとともに、
市町水道施設の維持管理業務の受託等の新規
事業の開拓も行う。

民間主導による公民共同出資会社を設立する
とともに、指定管理者制度の導入、県職員の
派遣により、管理運営業務の委託を行う。ま
た、給水収益以外の収益を確保する。これに
より、民間による創意工夫の発揮、県職員の
技術力の維持・継承、管理の広域化を目指す。

県営水道事業は、水需要の減少による収益の減収，老朽化施設の更新費用の増加，職員の大
量退職による技術力の維持・低下など様々な課題を抱えていた。また、仕様発注による委託
では競争性が発揮できないことや、県の技術力の低下といったことが懸念されていた。

●背景

財政削減

民間事業者による投資促進

担い手の育成職員不足解消 地元雇用

道
路

道
の
駅

河
川

港
湾

公
園

事業手法 官民共同出資による企業体の設立、
指定管理者制度

施設概要

広島県西部地域水道用水供給水
道：２浄水場(12.3万m3/日)、沼田
川工業用水道：１浄水場(6.4万m3/
日)、沼田川水道用水供給水道：３
浄水場(10.25万m3/日)
（以上、県営指定管理施設）

事業期間
2018年4月～2023年3月(5年間)(広
島県西部用水)、2020年4月～2023
年3月(3年間)(沼田川用水、沼田川
工水)

事業費 年平均 約568百万円
(広島県からの受託に係る指定管理料)

事業費
調達方法 全額一般財源

年月 事項

取組経緯
2010.9
2011

水道事業に係る『公公民』連携勉強会の立ち上げ
公民共同企業体設立準備検討会の設置、公民共同企業体設立計画
の策定

公募
スケジュール

2012.4

2012.6
2012.8

公民共同企業体パートナー事業者
の公募
パートナー事業者候補の選定
設立・運営に係る株主間協定締結

2012.9
2013.3
2013.4

水みらい広島設立
指定管理協定の締結
業務開始(県西部用水)

委
託
契
約

呉市上下水道局
広島県企業局

株式会社
水みらい広島

パートナー企業
(水ing株式会社)

市町

株主間協定
出
資
・職
員
派
遣

出
資
・社
員
出
向

指
定
管
理
協
定

出
資
比
率
３
％

出
資
比
率
３
５
％

出
資
比
率
６
２
％

委
託
契
約

指
定
管
理
協
定

上
下
水
道
施
設

※R5年度より「広島県企業局」は「広島県上下水道部」となり、
県水道事業は、「広島県水道広域連合企業団」で実施している。



事業化ポイント

当初抱えていた課題

• 人口減少や節水機器の普及等により、水需
要は減少傾向にあり、給水収益の減少が経
営に悪影響を与えていた。

• 職員の採用抑制による若年層を中心とした
職員数の減少、また、経験ある技術職員の
大量退職が予定されるなど、技術力の継承
が課題となっていた。

• 管路が一斉更新の時期を迎え、更新費用増
大による一層の財政圧迫も見込まれていた。

• プロジェクトチームは特に設けず、主担当
1,2名を配置して進めていた。

• 2010年にメーカーやシンクタンク等、外部
有識者によるメンバーを揃え、事業検討の
ための 「公公民」連携勉強会を設置した。

• 当時の首長に官民連携の意欲が高かったこ
とは、事業推進のポイントである。

• 県・市町・民の３者による連携勉強会で、
水道事業のあり方を根本的に考えるという
取組みを実施し、自治体内のノウハウ不足
を乗越えた。必要な関係者を集めて、ゼロ
ベースで議論をできたことが成功のポイン
トだったと感じている。

• 官民共同出資の組織であるため、地元事業
者からは理解を得やすかった。県民には、
理解が得られるよう時間をかけて説明した。

• 出資比率は、民間ノウハウの最大化をしつ
つ、公の責任を両立できることを目指して
検討を重ね、県単独で特別決議事項を拒否
できる割合として、現状の比率とした。

• 事業拡大に伴い、県下の呉市からも出資を
受けている（県の出資割合は変更せず）。

• 経営の自由度と創意工夫を最大限に発揮す
るために、民間が過半数の出資となる組織
としていますが、県民・議会への説明責任
を果たすために、指定管理者制度を導入し、
県から現場に派遣職員を送っており、公共
としても一定の関与を行っています。双方
が知恵と技術を出し合って、最適な経営が
できるよう、常に工夫をしながら組織運営
を行っています。

推進体制（庁内の体制等）

事業化による効果

• 事業化によりコスト削減が実現できており、
その主な要因は、水みらい広島による業務
の内製化である。自分たちでできることは
自分たちで行うという姿勢で取組んでいる。

• 削減額は、西部地域用水：約2100万円（年
平均）。沼田川工業用水：2020年度、
2021年度で約5000万円（年平均）である。

• 定期保全から状態保全へ切り替えたことで
も、コスト効果が出ていると思われる。状
態保全では、定期的な手続きの削減や地元
企業活用による地元貢献という効果も生ま
れている。

• 水中ロボット等の活用やAIによる薬品注入
（これまではベテラン職員が行っていた）
等、民間の創意工夫による事業効率化が行
われており、今後は広島県水道広域運転監
視システムを活用した効率的な運転管理体
制の確立を目指す。

• 水みらい広島では新卒プロパーの若い職員
を増やしたり（プロパー比率80%）、研修
等によりベテランから若手へ、公から民へ
技術継承を促進している。 2ヶ月に1回程
度、ベテラン職員による水道技術の勉強会
を実施し、災害対応等のノウハウを若手へ
継承している。

• 副次的効果として、プロパーを地元人材か
ら雇用することにより、地域経済へも貢献
できていると思われる。

• 2018年7月の豪雨により大きな被害があっ
たが、親会社水ingや地元企業との協定に
より、人員の派遣や物資の提供が行われた。

• 水みらい広島が、自主的に小学生への教育
活動を実施しており、PR効果が生まれて
いると感じている。

担当部局 広島県上下水道部上下水道総務課
TEL：082-228-2195 Email：jougesuisou@pref.hiroshima.lg.jp

三ツ石浄水場
（西部地域用水）

坊土浄水場
（沼田川用水）

本郷浄水場
（沼田川用水・工水）

業務の様子
（中央監視）
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●コラム・実務担当者の生の声

連絡先
（Address）



●事業スキーム

●概要●目的

下水道事業初のコンセッション事業。改築業務を
含めた民間ノウハウの最大活用を目指す

No.10
静岡県
浜松市
（人口79万人）

浜松市公共下水道終末処理場
（西遠処理区）運営事業

事業概要

●事業データ

●事業検討スケジュール

浜松市公共下水道西遠処理区の主要施設であ
る西遠浄化センター、浜名中継ポンプ場、阿
蔵中継ポンプ場における運営等について、コ
ンセッション方式により、公共用水域の水質
保全、低炭素型の下水処理等を実施する。

民間の活力や創意工夫を活かした効率的な事
業運営とともに、公共用水域の水質保全、低
炭素型の下水処理、ライフサイクルコストの
縮減、経済効率性の向上、地域経済や環境と
の調和により、持続可能な事業運営を目指す。

浜松市では、静岡県からの流域下水道事業移管に伴い管理体制の構築が必要だったが、行財
政改革の一環として組織のスリム化に取り組んでおり、大幅な増員は難しい状況にあった。
また、この移管を機に運営の一層の効率化を推進する必要があった。

●背景

SPC
浜松ウォーターシンフォニー㈱

浜松市

西遠処理区使用者

運
営
権
設
定

運
営
権
対
価

使用料利
用
料
金

改築費
(市負担分)

運
営
権

実
施
契
約

利
用
料
金

収
受
受
託

年月 事項

取組経緯
2011
2013
2014

公共施設等運営権活用検討業務
西遠流域下水道事業調査業務（導入可能性調査）
基本計画策定、デューディリジェンス実施

公募
スケジュール

2016.2
2016.5
2017.3

実施方針の公表
募集要項の公表
優先交渉権者選定
基本協定の締結

2017.10
2018.4

実施契約の締結
事業開始

財政削減

民間事業者による投資促進

担い手の育成職員不足解消 地元雇用

ヴェオリア・ジャパン、ヴェオリア・ジェ
ネッツ、JFEエンジニアリング、オリック
ス、東急建設、須山建設

道
路

道
の
駅

河
川

港
湾

公
園

事業手法 コンセッション方式

施設概要
西遠浄化センター（200,000㎥/日

（日最大）/4系列）
浜名中継ポンプ場（57㎥/分）
阿蔵中継ポンプ場（3.5㎥/分）

事業期間 2018年4月～2038年3月（20年間）

事業費 513.9億円

事業費
調達方法

維持管理費
利用料金収入 約19億円/年

改築事業費 250.6億円（税抜）
市負担分 9/10（国補助金及び市起債）
運営権者負担分 1/10（利用料金等）

上
下
水
道
施
設



事業化ポイント

当初抱えていた課題

• 2005年の市町村合併により、西遠流域下水
道事業が静岡県から浜松市公共下水道へ事
業移管されたが、市の行財政改革による職
員数削減もあり、人員の適正化が課題で
あった。人員確保やコスト削減という課題
を抱え、2013年頃からコンセッションの検
討が開始された。

• 市下水道が20～30年前に一気に整備された
ため、施設の大量更新需要への対応も課題
であった。

• また、将来的な人口減少に伴う料金収入減
少にも、策を講じていく必要があった。

• 2014年～ 上下水道総務課を中心に導入検
討に着手。

• 日本初の下水道のコンセッション事業であ
り、他の先進事例を研究し、コンセッショ
ン浜松方式のスキームを構築した。

• 2017年～ 上下水道部内の関連部署（上下
水道総務課、お客さまサービス課、下水道
工事課、下水道施設課）でプロジェクト
チームを発足した。

• 経営、改築、維持管理部門を専門分野の３
課で分担し、かつ、連携して的確なモニタ
リングを行なっている。また、専門的知見
を持つ第三者モニタリングも導入している。

• 民間に委ねる部分は委ねるとともに、市も
積極的に事業に関与して進めていくスタン
スです。モニタリングの経験は他処理場の
維持管理に活かすこともできますし、運営
権者の良い取組みは、市の下水道事業全体
にも展開させていきたいと考えています。

• 2016年の浜松市施策方針「民間でできるこ
とは民間で」を基に公共施設整備や維持管
理への民間活力導入推進が本事業のきっか
けであり原動力であった。

• トップの考え方と、プロジェクトチームの
立上げによる関係課の迅速な意思疎通がポ
イントであった。

• 市が管理した方が効率的であることや、事
業期間中に改築の計画が無いこと等により、
業務範囲から管きょを除くこととした。

推進体制（庁内の体制等）

事業化による効果

• 維持管理費、改築費の削減等によって、
PSC（浜松市が従来手法で事業実施した場
合の事業費想定）と比べて事業費が14.4%
（86.6億円）削減される見込み。

• 行政側の人員削減については、移管前、建
設を担う県と維持管理を担う県下水道公社
で、職員は合計20人工だったところ、事業
化後は3人工で管理できるようになった。

• 行政側の制約（単年度予算・年度当たりの
予算制約など）に縛られず、機械電気設備
改築工事の発注単位や時期を柔軟に行うこ
とにより、改築費の削減が見込まれる。改
築費のうち1割が運営権者負担であるため、
改築費用の削減は運営権者のコスト削減に
もつながる。

• 事業費削減のほか、修繕の内製化に伴う災
害時対応の迅速化、長期契約による自主改
善・創意工夫の発揮（最終沈殿池を監視す
るWebカメラ導入、中央監視システム統合
による監視人員の削減等）、地元雇用の創
出、起業家支援、イベント等開催による地
域貢献等の効果が生まれている。

• 提案では、従業員市内在住者率80％超、工
事、外部委託、調達への地元企業調達率
30％以上を目標としている。

浜松市公共下水道西遠処理区の主要施設位置図

担当部局 浜松市役所上下水道部下水道施設課（中部浄化センター）
TEL：053-441-3631
Email：g-sisetu@city.hamamatsu.shizuoka.jp

運営権者による補修 企画による賑わいの創出運営権者による設備の維持管理

公
営
住
宅

空
港

観
光
施
設

庁
舎

複
合
公
共
施
設

公
有
地
活
用

ス
ポ
ー
ツ
施
設

●コラム・実務担当者の生の声

連絡先
（Address）



●事業スキーム

●概要●目的

水道、工業用水道、下水道の3水事業をバンドリング。
水道事業のコンセッション第1号案件

No.11
宮城県
（人口230万人）

宮城県上工下水一体官民連携運営
事業

事業概要

●事業データ

●事業検討スケジュール

水道用水供給事業、工業用水道事業、及びこ
れらの事業と処理区域が重複する流域下水道
事業について、公共施設等運営権を設定し、
民間事業者は、経営に関する業務、維持管理
及び改築に係る業務、流域下水道における附
帯事業、その他任意事業を実施する。

県が引き続き最終的な責任を持ち、公共サー
ビスとしての信頼性を保ちながら、上工下水
道事業を一体とし、民間の力を最大限活用す
ることにより経費削減、更新費用の抑制、技
術継承、技術革新等を可能とすることを目的
とする。

人口減少による料金収入の減少や、節水型機器の普及による水需要の減少が進む一方で、事
業開始から40年を経過し、大規模な更新が不可欠であった。施設の統廃合や管路のダウンサ
イジング等による効率化だけでは、将来の料金上昇は避けられない状況であった。

●背景

財政削減

民間事業者による投資促進

担い手の育成職員不足解消 地元雇用

道
路

道
の
駅

河
川

港
湾

公
園

事業手法 コンセッション方式

施設概要

用水供給事業（２事業）:３浄水場(約38万m3/日) 、
その他取水・導水施設、送水施設等
工業用水道事業（３事業）:２浄水場及び１取水場
（約26万m3/日）、その他取水・導水施設、排水施
設等
流域下水道事業（４事業）:４処理場(約40万m3/日)、
その他排水施設等

事業期間 2022年4月～2042年3月（20年間）

事業費 総事業費 約2,977億円
（うち流域下水道事業の改築費上限 約260億円）

事業費
調達方法

事業に要する費用は料金等収入で賄われる。
（ただし、流域下水道事業の改築費については、
国庫補助金を活用。）

運営権
対価 １０億円

宮城県

SPC
(株)みずむすび

マネジメントみやぎ
メタウォーター㈱（代表
企業）、ヴェオリア・ジェ
ネッツ㈱、オリックス㈱、
㈱日立製作所、㈱日水
コン、㈱橋本店、㈱復建
技術コンサルタント、産
電工業㈱、東急建設㈱、
メタウォーターサービス㈱

運営権
実施契約

(株)みずむすび
サービスみやぎ
㈱みずむすびマネ
ジメントみやぎと
同一の株主

業務委託
契約

水質管理業務
運転管理業務
保守点検業務
修繕業務

運営権
対価

運営権
設定

構成企業

市町村
企業

料金等

利用料金

年月 事項

取組経緯 2016～2017
2017～2019

宮城県上工下水一体官民連携運営検討会
宮城県上工下水一体官民連携運営事業シンポジウム

公募
スケジュール

2019.12
2020.3
2021.3
2021.4

実施方針（案）の公表
募集要項等の公表
優先交渉権者の選定
基本協定の締結

2021.11

2021.12
2022.4

厚生労働省より水道施設
運営等事業実施許可取得
実施契約の締結
事業開始

上
下
水
道
施
設



事業化ポイント

当初抱えていた課題

• 料金収入の減少、支出増加による経営の悪
化状況を改善する必要があった。さらに、
施設の改築も必要であるうえで、将来の料
金上昇は避けられない見通しのなか、それ
を如何に抑制するかということに、課題意
識があった。

• 検討着手のタイミングで、水道経営課内で
チームを立ち上げた。土木職の職員等を中
心に事業を進め、頻繁に他部局との情報共
有や調整を行ってきた。

• 情報共有のため、庁内連絡会議を立上げた。

• 事業化のきっかけは、企業局職員が官民連
携を提案し、それに対し、民間活用に積極
的だった知事の思いがうまくマッチしたこ
とである。職員が提案し、知事が賛成し、
担当部局で事業を進めたという流れである。

• コスト削減効果を最大化できると考え、有
識者会議でも肯定的な意見が聞かれたため、
初期段階からコンセッションを検討した。

• 受水市町村には不安や心配の声もあったが、
頻繁に協議し意見を反映することにより、
理解を得ながら事業を進めた。市町村の職
員や議員に対しては、100回を超える出前
講座を実施している。

• マーケットサウンディングを念入りに実施
し、民間事業者の意見を聞くことで、より
良い制度設計と提案につながり、コスト削
減が達成できていると考える。

• 運営段階では、中立の立場である専門家の
第三者機関を置き、県及び運営権者に対す
るモニタリングを行っている。

• 本件は、上工下水事業のユーザーである市町村や事業所、また、県民や議会等に対する説明、
理解醸成を丁寧に行うことを心掛けて進めてきました。なお、本件検討の際には、慣例的な業
務で明文化されたルールがないものや、台帳情報の整理に不十分な面があったことから、多大
な労力を割くことになりました。上下水道事業は、施設情報が膨大ですが、官民連携のために
は、日頃から適切に整理しておくことが有用と考えます。

推進体制（庁内の体制等）

事業化による効果

• 最も大きな効果は、競争の原理による委託
費の削減にあると考えている。

• 運営権者側の業務範囲で、最もコスト削減
が図れているのは改築業務費（▲348億円
(現行体制継続時の費用モデルとの比較)）
と考える。契約期間が長期に及ぶことと、
予防保全のノウハウを活用して改築ではな
く修繕で対処することが効果の源泉である。

• 公共側にとっては、発注業務の民間への移
行による人件費・工数の削減と、20年間と
いう長期間の契約とすることで、民間側の
人材育成・技術継承がより計画的に行われ、
県の職員不足等を補う効果も期待される。

• SPCは独自提案として、同じ株主構成で、
地域に新たに水事業会社を設立した。地元
での新規採用を行っており、雇用面、人材
育成面で想定以上の効果が得られている。

• 上工下水の施設稼働状況が一括して把握で
きる監視システムを導入し、操作性の向上
や、省エネルギー、省資源化が達成される
見込みである。この他にも、本事業運営の
技術革新が大きく進んでいる。

• 競争的対話を経て、知的財産権の扱いの変
更（クラウドサービス等は有償かつ無期限
で県へ提供する）や、改築計画の扱いの変
更（期中に柔軟に見直せるよう、協議の余
地を残す）を行ったことなどは、事業を効
果的に行うための一つのポイントであった。

担当部局 宮城県企業局水道経営課
TEL：022-211-3430 Email：suikei@pref.miyagi.lg.jp

運営権者による運転管理 啓発イベントの実施

事業区域図
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●事業スキーム

●概要●目的

水道事業・下水道事業・農業集落排水事業の3事業
の維持管理業務を一体で委託

No.12
石川県
かほく市
（人口3.4万人）

かほく市上下水道施設維持管理業務
(第３期包括的民間委託)

事業概要

●事業データ

●事業検討スケジュール

第１期(2010̃)では、下水道と農集排水を個
別に委託、第２期(2013̃)より管路業務を除
く水道事業を加え、３事業一体の包括的民間
委託に。第3期（2018～）からは、料金徴収
や窓口関係業務を追加して実施。2023年度
より第４期が開始される。

上下水道施設の維持管理及び料金徴収・窓口
関係業務に関する各種業務について、市と事
業者との協同作業により、施設運用の技術力
を築き上げ、上下水道サービスレベルの維
持・向上とともに業務の効率化を図ることを
目的とする。

一般部局における財政悪化により、上下水道事業においても業務の一層の効率化が求められ
ていた。また、合併による人員削減、ベテラン職員の人事異動や退職により、ノウハウ喪失
が懸念されるとともに、旧３町分の施設を抱え、職員一人当たりの業務量が増加していた。

年月 事項

取組経緯

2011.7～
2011.10
2012.5
2013.4

委託手法の具体的検討開始
『かほく市上下水道包括的民間委託審査委員会』の設置
第２期の募集広告及び募集説明書等の公表
第２期の事業開始

公募
スケジュール

2017.３
2017.５

債務負担行為の設定議決
募集公告及び募集説明書等
の公表

2017.10

2017.12
2018.4

提案審査、優秀提案者
の選定
契約の締結
事業開始

●背景

かほく市
委託契約

西原・ヴェオリア・ジェネッツ・フジ地中・柿本・
河北郡衛生特定業務委託共同企業体
下水道事業 農業集落

排水事業
水道事業

【施設】
運転・保守
調達・修繕

【施設】
運転・保守
調達・修繕

【施設】
運転・保守
調達・修繕

【管路】
調査

【管路】
調査

【管路】
調査

【料金・受付】
窓口・検針・料金計算・滞納整理・開閉栓・量水器管理

財政削減

民間事業者による投資促進

担い手の育成職員不足解消 地元雇用

道
路

道
の
駅

河
川

港
湾

公
園

事業手法 包括的民間委託

施設概要

[水道]浄水場2箇所、送水施設5箇所、
配水施設7箇所、深井戸12箇所、管路
320km
[下水道]処理場2箇所、ポンプ場3箇
所、マンホールポンプ32箇所、管路
262km
[農業集落排水]処理場12箇所、マン
ホールポンプ46箇所、管路49km

事業期間 （第３期）
2018年4月～2023年3月（5年間）

事業費 1,496百万円（5年間総額）
整備費
調達方法 全額一般財源

上
下
水
道
施
設



事業化ポイント

当初抱えていた課題

• 2004年に3自治体が合併した際、かほく市
職員定員適正化計画により、人員削減方針
が出され、19人から11人へ定員が減った。

• また、人事異動や退職等でノウハウが失わ
れるという課題もあった。

• 一般部局の財政が厳しくなる中で、公営企
業会計への繰入金の削減を求められた。

• 水道は直営、下水は大手企業、農集排水は
地元企業で実施しており、全体の維持管理
レベルの底上げも必要だった。

• プロジェクトチームは組成しなかったが、
立ち上げ時に下水道組合出身のキーマンと
なる担当者がいた。第２期で水道が直営か
ら委託になるまでの事業化を推進した。

• 事業化は、包括的民間委託の手法等につい
て、他市町村への視察や国土交通省との意
見交換等に精力的であった、キーマンの働
きによるところが大きい。

• 民間から見てブラックボックスが多いと、
積算が高くなり、不調となってしまう懸念
があったため、期ごとに、業務範囲を徐々
に広げる方法を採用した。また、公募時に
は、これまでの運転管理の情報を詳細に公
表することが重要である。

• トラブル発生時に素早い対応が必要なため、
地元企業の協力が重要である。現在の受託
企業には、かほく市在住者も多い。

• 深井戸による良好な水質と、県水を受水し
ている背景もあり、浄水の複雑な設備が無
い。このため、民間に水道技術管理者を求
めて委託費が上がるよりも、水道法上の第
三者委託は適用せず、行政側で資格者を配
置することとした。

• 日頃から受託者と話をする中で、それらの
内容を総括して、次期の契約に生かすこと
が重要であると思われる。

• 本市では、民間事業者により、様々な創意
工夫による上下水道サービスの向上やコス
ト縮減の取組みが行われていますが、一方
で、行政による適正な履行確認と、受託者
とのコミュニケーションが重要と考えてい
ます。

推進体制（庁内の体制等）

事業化による効果

• 従前と第1期を比較した費用削減効果は、
人件費を除外して年間約1500万円（同じ水
量で比較した場合の金額差）。第1期から
第2期での削減効果は年間約1,500万円。１
期から2期の削減要因は、契約期間の長期
化による薬品調達コストの削減が大きい。
第２期以降の削減要因は、事業規模拡大で
ある。特に第３期では料金徴収、窓口を包
括化している点が挙げられる。

• 包括委託により職員削減に対しても、維持
管理水準が維持できた。また直営時は事後
対応が多かったが予防保全型に切り替わる
など維持管理レベルが向上している業務も
ある。 例えば事業者の努力で残留塩素濃度
の検査回数が増加して機械不調の予防がで
きるようになった。下水道と農業集落排水
の管路調査業務においては、従前、再委託
であった業務の一部について、地元企業が
自前でカメラを導入して、すぐに対応でき
るようになった。

• 公募時に事業者から提案を受け、下水熱利
用の実証実験、サーモグラフィによる異常
予兆を察知する機器、簡易的な警報装置に
よる処理場の管理等が導入されたことで、
維持管理水準の向上、コストの削減につな
がった。

担当部局 かほく市産業建設部上下水道課
TEL：076-283-7106 Email：jougesuidou@city.kahoku.lg.jp

上下農集の拠点位置図 官民合同の訓練

市フェスティバルへの
参加

スマホを利用した
下水監視システム

サーモグラフィによる劣化診断
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●事業スキーム

●概要●目的

港への賑わい交流施設整備により、交流人口の増
加や農水産物等の販路拡大を実現するとともに、
エリア全体の集客力を向上

No.13
神奈川県
大磯町
（人口3.1万人）

大磯港賑わい交流施設整備事業
[OISO CONNECT]

事業概要

●事業データ

●事業検討スケジュール

町の周遊型観光の拠点となる施設の整備及び
老朽化した漁業施設の建て替えを目的とし、
商業施設と漁業施設が複合した「賑わい交流
施設」の整備を行った事業。商業施設は町に
よる指定管理、漁業施設（水揚げ場、直売所
等）は漁協による管理運営で実施。

大磯港周辺及びみなと下町一帯を国土交通省
「みなとオアシス」として登録し、広くPR
するとともに、町の周遊型観光の拠点として、
大磯港に賑わい交流施設を整備し、人や情報
の交流、賑わい創出、マチナカへの賑わいの
拡大を図る。

神奈川県は地域活性化の拠点となる港を目指し、「大磯港活性化整備計画」を策定した。ま
た、町の最上位計画である「大磯町第4次総合計画」においても、「大磯港の活性化」を取組
みの一つとしていた。当計画に基づき、大磯港賑わい交流施設の整備が開始された。

市民生活向上

農水産物等の販路拡大交流人口増加 歳入増加

年月 事項

取組経緯

2007
2014
2015
2017

大磯港活性化整備計画（神奈川県策定）
大磯町新たな観光の核づくり基本計画
浜の活力再生プラン
大磯港みなとオアシス整備計画基本構想

公募
スケジュール

2018.1
2018.4
2018.5

指定管理者募集
事業者選定委員会の開催
指定管理者の指定

2018.6～2019.10
2019.11～2020.11
2021.4

設計
整備工事
開業

事業手法 設計提案型指定管理者制度

施設概要

延床面積：1131.77㎡
主構造/階数：RC造/地上2階
施設：地域交流施設、地域農水産物等物
品販売施設、飲食提供施設、管理事務所、
トイレ、共用部、倉庫

事業期間 2020.4～2025.3(指定管理期間は5年間)
事業費 総工費 約3億5000万円

事業費
調達方法

社会資本整備総合交付金 約74百万円
水産業強化支援事業補助金 約48百万円
自治基盤強化総合補助金(県) 約11百万円
漁協負担金 約48百万円
起債 約100百万円
一般財源 約68百万円

●背景

漁協 整備費用

大磯町

整
備

設
計
提
案

管理
運営

土地専用許可
・補助金

管理運営

指
定
管
理
協
定

賑わい交流施設.

漁業
施設

賑わい
創出施設

県有地
(町が専用権取得)

売上

神奈川県

指定管理者
株式会社
田園プラザ

川場

指定管理
協定

エリアの集客向上

所有
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事業化ポイント

当初抱えていた課題

• 大磯町はかつて、「政財界の奥座敷」と呼
ばれ、別荘地として繁栄を見せていたが、
近年は別荘の取り壊しや来訪者の減少、少
子高齢化の影響等による市場の魅力低下や
町の商業機能低下を招いていた。

• 港においては漁業施設等が老朽化していた。

• 既存の港を管理していた「産業観光課みな
と推進係」において事業を推進。主に、係
長、主任、主事の3人が担当。

• 「本事業は総合計画に掲げられる重要な事業
で、係全体で担当すべき事業である」という
認識と熱意を持った担当者が事業を推進。

• 大磯港の所有者である県には、施設整備に
あたり必要な法的手続き等を円滑に進める
ため、基本構想策定段階からオブザーバと
して会議等に参加いただき、適宜アドバイ
ス等を求めていた。

• 事業化のきっかけは、神奈川県の「新たな
観光の核づくり認定事業」(横浜、鎌倉、
箱根に次ぐ神奈川第4の観光都市創造プロ
ジェクト)に大磯町が採択されたこと。採
択後に「新たな観光の核づくり基本計画」
という観光計画が策定され、本事業の事業
化が推進された。

• 町で初めての「設計提案型指定管理者制
度」を導入し、設計段階から、漁協、町、
指定管理者の3者で協議し、限られた予算
で3者にとってベストな施設を計画しよう
と尽力した。3者の調整は労力もかかった
が、これにより満足度の高い施設となった。

• 設計段階から民間のノウハウを導入するこ
とで、運営を前提とした使いやすい施設と
なり、利用者サービスが向上した。

• 大磯港活性化整備計画に基づく大磯港全体
のハード整備が完了したため、今後はソフ
ト面に注力した事業が計画されている。

• 本事業を担当したことで、事例調査による
新たな知見や、視察受入による新たなネッ
トワークを得ることができました。

• 事業を進めている時は大変だと思いますが、
新たなネットワークの創出や知見の獲得等
が期待できるため、官民連携事業のご担当
の方には、ぜひ頑張っていただきたいと思
います。

推進体制（庁内の体制等）

事業化による効果

• 市場の魅力向上や商用機能向上により、大
磯港全体の利用者が増加傾向。また、以前
は年配層の釣り客が多かったが、最近は若
年層の利用者が増加し、利用者層の変化が
顕著である。

• 効果測定として、施設に隣接している大磯
港駐車場の利用台数や、県による観光入込
客数把握調査が実施されている。

• コロナ禍での供用開始となったが、供用開
始１年目である2021年度には、延べ約10
万人の来場者数を記録し、隣接する大磯港
駐車場は過去最高の利用台数を記録。

• 賑わい交流施設の売上は全て指定管理者の
収入となり、同収入から施設の維持管理を
実施（町からの指定管理料の支払いは無
し）。

• 町は、大磯港の維持管理においては、県か
ら指定管理料を受領しない代わりに駐車場
収入を受領する仕組みであるため、利用台
数が増えると大磯町の収入も増える。

• 賑わい交流施設では大磯港で水揚げされた
鮮魚を直接販売可能である他、大磯産の農
水産物や加工品を中心に販売しており、町
内生産者の新たな販路としても活用されて
いる。

来場者で賑わうOISO CONNECT

大磯港駐車場 女性に人気のメニュー

担当部局 大磯町役場産業環境部産業観光課みなと推進係
TEL：0463-61-5719 Email：minato@town.oiso.kanagawa.jp

OISO CONNECTの
位置図
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ブランド構築

●事業スキーム

●概要●目的

課題を持つ客船ターミナルを、クルーズ客船の
母港化に対応した受け入れ施設として整備

No.14
大阪府
大阪市
（人口275万人）

天保山客船ターミナル整備等
PFI事業

事業概要

●事業データ

●事業検討スケジュール

民間事業者の創意工夫や資金を活用し、母港
化に対応した客船ターミナルの設計・建設及
び、維持管理を行う。また、提案により、施
設を利用して、あるいは独立採算施設を整備
して、民間収益事業を行うことを可能とする。

大阪都市魅力創造戦略(H24)において、ク
ルーズ客船の母港化をめざすことが位置付け
られており、このために必要な、乗下船時の
動線がスムーズとなる空間配置の実現、乗船
客がストレスなく待合できるスペースの確保
及び、近隣地域の賑わい創出等を図る。

旧客船ターミナルは老朽化し、バリアフリーにも対応できていない状況だった。東アジアの
クルーズ市場は急拡大し、客船の大型化も進むなか、クルーズ客船の「母港化」に向け、客
船ターミナルでのスムーズな入出国手続きが可能な受け入れスペースの確保が急務だった。

交流人口増加地域活性化 利用者増加

●背景

施設の魅力向上
道
路

道
の
駅

河
川

上
下
水
道
施
設

公
園

港
湾

構成企業

大阪市

SPC
天保山ターミナルサービス株式会社

Ｐ
Ｆ
Ｉ

事
業
契
約

サ
ー
ビ
ス

対
価
支
払

五洋建設㈱ ㈱松田平田設計 日本管財㈱

建設 設計 維持
管理

委託

事業手法 PFI-BTO方式

施設概要

建築面積：約2,700 ㎡
延床面積：約5,780 ㎡
客船ターミナル（入出国審査ス
ペース、多目的ホール、エントラ
ンスホール、インフォメーション
スペース等）

事業期間 2020年3月～2053年3月(約33年間)

事業費 整備費 ：2,461,652千円
維持管理費 ：1,245,918千円

整備費
調達方法

地方債、一般財源の他、大阪府・
大阪市協働事業として実施してい
るため、大阪府からの補助金あり

VFM 9.2%（入札後）

年月 事項

取組経緯

2013
2016
2017.8
2018.12

クルーズ船母港化計画調査
天保山客船ターミナル整備・運営に係る民間需要調査
PFI事業入札公告
十分な提案に至らず、PFI事業の選定の取り消し

公募
スケジュール

2019.3
2019.5
2019.12
2020.1

債務負担行為の設定
PFI事業入札公告
落札者決定
基本協定の締結

2020.3
2022.3
2024.4

事業契約の締結
暫定ﾀｰﾐﾅﾙ施設の維持管理開始
新ﾀｰﾐﾅﾙ施設の供用開始(予定)



事業化ポイント

当初抱えていた課題

• 当時、京都や奈良へのアクセスが良く、外
国人も多く集まるポテンシャルを持ちなが
らも、ターミナルは老朽化が進んでいた。

• 地元としては、海遊館や観覧車等の観光エ
リアに世界の玄関口としてふさわしいター
ミナルを整備したいという思いがあった。

• クルーズ客船の大型化により、現在の施設
は狭あいなものとなっており、クルーズ客
船の母港となるべく、整備を進める必要が
あった。

• 高松とのフェリー定期便が無くなったため、
利用方法の拡大策としても検討した。

• 市内のPFI事業は、基本的に事業を所管す
る担当部局が主体となり個別に進める。ま
た、市政改革室が、市のPFI事業を総括し、
国との窓口を務める。

• 当時は、港湾局振興課の担当ラインが中心
となり事業手続きが進められた。事前調査
は、コンサルに委託して進めた。

• 先行事例(ターミナル整備)調査として、姉
妹港等の交流のある都市等への定期的な視
察を行っていた。

• 港湾局からクルーズ船の母港化について提案後、当時の市長による民間活力導入に対する意向が
事業実施の推進力となった。大阪都市魅力創造戦略もあり、民間活力導入が円滑に進められた。

• 地元事業者の参画について、入札参加資格として地元業者であることまでは求めていなかったが、
審査項目に「にぎわい創出・地域の活性化への貢献」を設定し（15点／100点） 、地域との連携
や協力体制等について審査対象とした。

• 民間が提案しやすいよう、民間収益事業についてはその実施を必須とせず、提案事項とした。
• 事業推進を進める中で、局内関係課同士の連携を図りながら実施した。
• 一度、入札不調となり再公募を行った。関係機関との再調整、議会説明および予算処理に即座に

対応する必要があった。また、民間事業者との対話や有識者への意見確認などに時間を要した。
公共と民間の役割の仕分け直しや、創意工夫の余地を残しつつ、一定の詳細な条件を示すことが
できる要求水準の作成などに腐心した。

• 事業としては、事業者を決めるまでが着目
されることが多いですが、事業化が決定し
たあとも事業者と公共との連携が必要不可
欠と考えます。なお、国庫補助について、
PFI事業においては財産処分等制度の関係
で実際に利用しづらい状況であるため、活
用のためには、国との調整が必要であると
思います。

推進体制（庁内の体制等）

事業化による効果

• 空間設計については、定評のある設計事務
所に任せることで、優れたデザインが実現
されている。公共が後回しにしがちなデザ
イン面について、本事業においては、民間
主導によって公共の意見を聞きつつ様々な
デザインを検討することができた。

• 限られたスペースを有効に活用するため、
隣地に張り出しが設けられ、多くの人々に
対応するスペースを確保する計画。

• 旧施設はエレベーターが1基のみで、バリ
アフリー対応が不十分だったが、利便性向
上のため、エレベーターの増設(2基)やエ
スカレーターを設置する計画。

• 供用後は、地域の活性化に資するため地元
「天保山まつり」等の地域のイベントと連
動した、新ターミナル施設の活用を事業者
と区役所等と連携し、取組んでいく。

事業化前 事業化後

天保山客船ターミナルの位置図
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●コラム・実務担当者の生の声

担当部局 大阪港湾局計画整備部事業戦略課
TEL：06-6615-7766 Email：na0029@city.osaka.lg.jp

連絡先
（Address）



●事業スキーム

●概要●目的

ふ頭の上屋を交流施設へ改修し、新たな集客と
交流を生み出すことで、港全体の交流を活性化

No.15
山形県
（人口103万人）

酒田港整備事業費東ふ頭交流施設
改修・運営業務委託［SAKATANTO］

事業概要

●事業データ

●事業検討スケジュール

PFI-RO方式により、東ふ頭交流施設の建築
（改修）を行い、施設をリニューアルすると
ともに、施設の維持管理・運営を行い（指定
管理者制度併用）、新たな集客と交流を創出
し、酒田港全体の交流を活性化する事業。

集客施設がオープンし、クルーズ船の乗客も
年々増加傾向にあったため、本港地区の更な
る賑わいの創出を目的として、民間活力やノ
ウハウを活用し、東ふ頭交流施設の改修・維
持管理・運営を効果的・効率的に実施する。

酒田港本港地区に位置する東ふ頭交流施設は、当初、上屋※として建設されたが、船舶の大
型化等による周辺利用状況の変化により、上屋としての利用は少なくなっていた。また同地
区は、平成17年に「みなとオアシス酒田」として認定され、上屋周辺に集客施設がオープン
し、観光客や県民の利用により賑わいをみせていた。 ※荷さばきを行うための一時保管施設

市民生活向上

現施設の利活用

交流人口増加

エリア全体の活性化

利用者増加

財政負担軽減

年月 事項

取組経緯

2016.1
2017.7
2018
2019

元気で使いやすい酒田港検討会議（国､県､市の港湾行政担当会議）
みなとオアシス酒田の魅力向上検討部会
基本設計実施（本事業外、県が先行的に実施）
実施設計実施（本事業外、県が先行的に実施）

公募
スケジュール

2021.7
2021.8

実施方針の公表
公募要領等の公表

2021.9.9
2021.9.17
2022.9.2

事業者選定
事業契約締結
開業（コロナにより遅延）

事業手法 PFI-RO方式、指定管理者制度

施設概要

延床面積：742.6㎡
施設：上屋（施設）2室
飲食店6店、釣り道具等レンタル店、展
示・イベントスペース

事業期間 2021年9月17日～2042年3月31日（約20
年間）

事業費

設計費：１千万円（本事業外、県負担）
改修費：県負担は約7千万円
運営費：県負担は0円
民間事業者から県への納付金：170～260
万円／年の範囲内で決定（テナント数に
よる）

事業費
調達方法

整備費：地方創生推進交付金 4千万円
（設計＋建設県負担の１／２）

●背景

GOOD LIFE ISLAND
合同会社

（運営業務・維持管理
業務担当）
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発注 発注

協力企業（全て酒田市内企業）
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連絡先
（Address）

事業化ポイント

当初抱えていた課題

• 酒田港では、さかた海鮮市場、酒田みなと
市場ともに来訪者数が減少し、港全体の賑
わいも減少傾向であった。

• 空港港湾課と山形県港湾事務所により推進。
• 担当者はPFIや官民連携事業の知見が不足

していたため、事業推進開始当初は苦戦し
ていたものの、関係所管課への問合せや他
県の事例調査、講習への参加などにより知
識を深め、事業を推進した。

• 地元関係者へのアンケートの結果、上屋の
有効活用に多くの要望があることが判明し
たため、検討部会で議論し、事業実施を進
めたことが事業化のきっかけである。

• 事業開始当初、外航クルーズ船を含めたク
ルーズ船の増加や、2017年の日本遺産登録
等、酒田の魅力向上を創出するための好条
件がそろっており、外部環境の変化が事業
推進を大いに後押しする結果となった。

• PFI手法を活用して事業を進めたことで、
事業手法や他事例等について学び、知見を
増やすことができました。

• 事業検討開始当初は何もわからないところ
からスタートしましたが、なんとか軌道に
乗せることができたと思っています。ス
タート地点はみんな同じ状態だと思うので、
担当者の方々には、恐れることなくトライ
してほしいと思います。

推進体制（庁内の体制等）

事業化による効果

• 民間事業者により、エントランスは現代的
にリニューアルされた一方で、内装につい
ては、コストを削減しつつ、古さを活かし
た洗練された商業空間がデザインされた。

• 設計は、県のニーズ反映のため県自身が実
施したが、事業者が県と協議の上変更でき
る仕組みとし、事業者要望の設計変更も行
われた。

• 賑わいは大いに生まれており、来館者数は
半年で10万人を上回ると想定される。

• 合同会社の協力企業は全て酒田市内企業で
あり、テナントは全て県内企業である。資
金が県内で循環している。

• 今後2～3年かけて定量効果を把握する予定
だが、モニタリング項目には、来館者数、
イベント実施状況、テナント入居状況が含
まれる。

担当部局 山形県県土整備部空港港湾課
TEL：023-630-2625 Email：yminato@pref.yamagata.jp

2005年度 2015年度
さかた海鮮市場 72.6万人 43.3万人

2010年度 2015年度
酒田みなと市場 21.8万人 10～20万人

事業化前 事業化後

利用者で賑わうSAKATANTO

SAKATANTO
施設内配置図

天井の古さを活か
しつつ、全体的な
美観を高めた内装
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●コラム・実務担当者の生の声



ブランド構築

●事業スキーム

●概要●目的

新たなランドマークの創出により、市内外からの
賑わいと市民の憩いの場を実現

No.16
大阪府
泉南市
（人口6.0万人）

(仮称)泉南市営りんくう公園整備等事業
泉南りんくう公園［SENNAN LONG PARK］

事業概要

●事業データ

●事業検討スケジュール

開園されていない公園市域部分において、に
ぎわいとレクリエーションゾーンを形成し、
増加傾向にあったインバウンド観光への対応
強化を図る独立採算事業。資金調達・整備・
管理運営等において民間事業者の総合的なノ
ウハウ活用を図るためPFI事業を活用。

「泉南市の魅力があふれるにぎわい・交流拠
点の創出」を基本方針に、民間事業者の創意
工夫を活かし、良好な都市環境の創出と、憩
い・スポーツ・野外活動などを通じた健康の
増進や広域的なにぎわいと交流の創出を図り、
地域の魅力向上に資することを目的とする。

大阪府は、りんくうタウンまちびらき後、泉佐野市、泉南市及び田尻町の２市１町に跨る
「府営りんくう公園」の一部を整備し開園したが、整備した泉佐野市域の一部を除き、20年
以上未整備状態が続いたため、泉南市が大阪府から土地を無償で借り上げ、市営公園として
整備を行う事を決定。

市民生活向上 公園利活用

交流人口増加

利用者増加

職員能力向上 税収の増収

年月 事項

取組経緯 2017.2
2017.3

マーケットサウンディング個別対話実施
マーケットサウンディング結果公表

公募
スケジュール

2017.11
2017.12
2017.12

実施方針等の公表
特定事業の選定
募集要項等の公表

2018.5
2019.3
2020.7

優先交渉権者の決定
事業契約の締結
開業

事業手法 PFI-BOT方式及びBOO方式

施設概要

敷地面積：
都市公園法設置許可エリア 約10.78ha
都市公園法管理許可エリア 約7.61ha

計約18.39ha（PFI事業区域）
施設：アクティビティエリア(合宿所・温泉
施設、サッカーグラウンド、アスレチック
施設)、コミュニティエリア(バーベキュー
施設、飲食施設、オートキャンプ場)、マル
シェエリア、グランピングエリア

事業期間 2019年3月～2049年6月（約30年）

事業費 市の負担なし

事業費
調達方法

PFI事業者による調達
（事業者へのインセンティブとして設置管
理許可使用料は無償、固定資産税・都市計
画税は10年免除）

●背景

大阪府

大和リース株式会社（代表企業）
建物所有者・建物建設・維持管理・運営

泉南市

一般来場者
協力企業

（地元企業含む）

行政財産使用許可

設置管理許可 事業契約

サービス
提供 利用料

定期建物
賃貸借契約 業務発注

テナント 利用料
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事業化ポイント

当初抱えていた課題

担当部局 泉南市都市整備部都市政策課
TEL：072-483-9973 Email：tosei@city.sennan.lg.jp

• 府営りんくう公園の泉佐野市域の一部を除
いた大部分は20年以上未整備状態であり、
来訪客もほとんどない状態で、賑わい創出
のため、公園内施設の新たな整備や運営が
求められていた。

• 一方、府営りんくう公園の道路を挟んで向
かいにはイオンモールりんくう泉南が立地
しており、公園の活性化のみならず、商業
施設との相乗効果による地域の活性化も求
められていた。

• 市長のトップダウンで迅速に進められた。
• 事業化のポイントは、民間に対する規制緩

和を最大限行ったことや、事業者に関心を
持ってもらうため200社以上にDMし、サ
ウンディングを実施したこと、庁内や事業
者等と密なコミュニケーションを図ったこ
と等である。

• 具体的な規制緩和策は、事業者へのインセ
ンティブとして設置管理許可使用料を無償
とし、固定資産税・都市計画税を10年間減
免としたことなどである。

• 官民連携事業に必要な知見の範囲は広いの
ですが、実際に業務を経験することで、知
識の幅、視野が広がったと感じています。

• 次世代への継承においても、机上のみなら
ず、担当者自ら新しい事業を担当すること
で、知見を身につけることができると思い
ます。

• 他自治体のご担当の方々も、壁にぶつかる
こともあると思いますが、諦めずに事業を
推進してほしいと思います。

推進体制（庁内の体制等）

事業化による効果

• 担当部署は、発起は企画部門の部署である
政策推進課であり、後に住宅公園課へ移っ
た。

• 本事業の担当者2名は、住宅公園課から都
市政策課に異動したものの、本事業の公募
手続きについては引き続き担当することと
なり、円滑な公募につながった。

• 開園にあたっては、産業観光課や税務課、
道路課等の関連部署と連携を図った。

• 事業担当者の官民連携に関する予備知識は
なく、一から勉強した。事業推進において
は、アドバイザーの知見及びアドバイスが
効果的だった。

泉南まるごとフェスティバル

スケートパーク

グランピングキャンプファイヤー

公園内の配置図

• 市民のための憩いの場ができたことにより、
公園に新たな賑わいが創出された。

• 周辺からの来訪者が増加したことにより、
商業施設との相乗効果が生まれ、地域全体
が活性化した。

• 泉南市のランドマークができたことにより、
美しいビーチと魅力的なレジャーという泉
南市独自のブランドが構築できた。

• 上記効果は、整備前には想定していなかっ
たほどの非常に大きな効果であった。

• 定量的効果としては、税収増加として償却
資産税が、増加しているほか、新たに入湯
税が確保できた。

• 一方、開園後の課題として、夜間の施設破
損や騒音による防犯上の問題の発生がある。
防犯対策として、市、事業者その他関係者
と協議を重ね、夜間利用の制限等により対
応した。

噴水
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連絡先
（Address）

整備後
（アクティビティエリア）

整備前の様子



地元企業参入

●事業スキーム

●概要●目的

公園での店舗及びトイレ整備により、地元企業参入
や地元雇用拡大によるエリア活性化、地域経済の循
環を実現

No.17
岩手県
盛岡市
（人口28.9万人）

木伏緑地公衆用トイレ整備事業

事業概要

●事業データ

●事業検討スケジュール

特定公園施設（公衆用トイレ）の整備、公募
対象公園施設（飲食店等）の設置、木伏緑地
全般に係る管理運営業務を行う事業。公衆用
トイレ整備とともに、公園全体の魅力の創
出・発信を図るため、 Park-PFIを活用。

公園利用者等の利便性向上に繫がる民間収益
施設及び公衆用トイレを整備し、様々な世代
に選ばれる魅力を創出・発信する場を生み出
す。また、地元資本のテナントを入居させる
機会を創出することで、地域内での経済循環
を目指す。

ラグビーワールドカップ（2019）の開催に伴い、盛岡市への観光客の増加が見込まれ、木伏
緑地へ公衆用トイレを整備する必要性が発生。都市公園法改正により公募設置管理制度が創
設されたことにより、Park-PFIによる整備が可能となった。

市民生活向上

治安の向上地元雇用拡大

利用者増加 財政削減

職員能力向上

経済波及効果

年月 事項

取組経緯
2016～2017年
2017年6月 庁内での公衆トイレ整備検討

盛岡市独自の公園活性化プランに対する事業提案を採択

公募
スケジュール

2018.6
2018.8
2018.8

公募設置等指針の交付
公募設置等計画の受付期限
プレゼンテーション及びヒ
アリング

2018.8

2018.9
2019.9

公募設置等予定者等の
決定
基本協定締結
開業

事業手法 Park-PFI

施設概要

公園全体面積：4,042㎡
Park-PFIによる施設面積（公衆用ト
イレ含む）：276㎡
公募対象公園施設：管理棟、飲食店、
芝生広場、アウトドアキッチン
特定公園施設：公衆用トイレ

事業期間 2019年3月～2039年3月（20年間）

事業費

事業者負担：約2億円（公募対象公
園施設整備費用）
行政負担 ：2,800万円（特定公園施
設買取分）

事業費
調達方法

交付金 ：14,000千円
一般財源： 1,400千円
地方債 ：12,600千円

●背景

盛岡市

金融機関
融資 返済

施工者・維持管理者
建設事業者

清掃等事業
シルバー人材センター

都
市
公
園

使
用
料

公
衆
用
ト
イ
レ

整
備
費

サービス
提供

サービス
対価

店舗運営・
テナント

公園利用者

店舗
貸出 テナント

料工
事
費
・
修
繕
費

地域創生ソリュー
ション株式会社

(ALL-JAPAN
観光立国ファンド)

固
定
資
産
税

トイレ清掃費

配当金

出資 ゼロイチキュウ合同会社

道
路

道
の
駅

河
川

上
下
水
道
施
設

港
湾

公
園



事業化ポイント

当初抱えていた課題

担当部局 盛岡市都市整備部公園みどり課計画係
TEL：019-601-2813 Email：kouen@city.morioka.iwate.jp

• 木伏緑地は元々、樹木が鬱蒼とした治安の
悪い公園であり、2016年の岩手国体の際に
整備したものの、賑わいが不足していた。

• 幅広い年齢層への魅力発信によるエリア活
性化、公衆トイレ整備による利便性向上が
求められていた。

• Park-PFI関連事業は、本事業を含め公園み
どり課計画係で推進するとともに、公民連
携課に情報提供を実施

• プロジェクトチームや、事業推進に関する
他部署との連携は特になく、少数でのフレ
キシブルな推進体制が成功の要因

• 公衆トイレ整備の必要性、市の公園活性化
プランの募集に対する民間事業者からの事
業提案、地元住民からの公園改善の要望が
あり、事業化が推進された。

• 地元事業者の参画については行政の制約は
なく事業者に一任し、地元飲食店が店舗に
進出。

• 木伏緑地にあるべき機能や施設等、最終的
なビジョンから逆算し、最適な手法として
Park-PFIを選定。

• 盛岡市では、本事業を含め3つのPark-PFI
事業を推進しているが、担当者の経験を活
かし、全て同じ担当者により立ち上げられ
たことで、円滑な事業化に結びついている。

• 民間のスピード感に行政が足並みを揃えて
いくのが大変ですが、民間がしたいことを
行政がどこまで実現させられるかが重要で
す。

• 本事業をきっかけとしてスクールなどに通
い、官民連携に関する知見を獲得できたこ
とや、関係者とのネットワークができたこ
とが、自身の成果となりました。これまで
付き合うことがなかった人とつながること
ができ、同志ができました。

• 「カッコいい」を感性的に訴えるまちづく
りをしていくためには、民間事業者のノウ
ハウをお借りすることが必要だと思ってい
ます。将来に向けて「良いまち」を残すこ
とを念頭に、業務に取り組んでいきます。

推進体制（庁内の体制等）

事業化による効果

• 昼は子育て、夕方は仕事帰り等、様々な利
用者が来訪

• Park-PFI実施前（2018年）と比べ、公園
利用者数は約3倍に増加

• オープンから1.5ヶ月後は1,600人、10ヶ月
後は1,700人であり、コロナ禍でありなが
ら公園利用者数は増加。テラス席等、屋外
で飲食できるスペースがあることが要因の
ひとつと想定

• 公衆トイレ及び公園の管理費を民間負担と
したことで、財政削減を達成

• 施設整備中は、地元から整備への反対意見
が多かったが、開業後は近隣駐車場利用等
の経済波及効果もあり、地元の賛同を獲得

• オープン初年度のアンケート調査では、満
足80%、不満5%と高い満足度を獲得

かつての木伏緑地 本事業実施後の木伏緑地

賑わう店舗の様子

公園内の配置図

芝生エリア
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エリア価値向上

●事業スキーム

●概要●目的

暮らしをアップデートする新しい公園として
リニューアルし、エリア価値を向上

No.18
広島県
福山市
（人口46万人）

中央公園Park-PFI事業

事業概要

●事業データ

●事業検討スケジュール

特定公園施設（あずまや２基、園路、植栽）
の整備と、公募対象公園施設（レストラン）
の設置を行う事業。中四国地方初となる
Park-PFI制度を導入し、地元企業で構成され
る事業者により、事業を実施。

周辺住民が日常使いできる公園としてリ
ニューアルし、中央公園の新たな魅力を創出
する。これにより、中央公園と、隣接する中
央図書館の各機能による相乗効果を引き出し、
駅前のエリア価値を向上させる。

福山駅前の再生を目的とした「福山駅前再生ビジョン」において、福山城公園および中央公
園をまちづくりの核のひとつとして位置づけており、周辺住民の暮らしの質を向上する公園
の日常使いの機会を創出することで、エリア価値を向上させることが求められていた。

市民生活向上 交流人口増加

財政削減

年月 事項

取組経緯 2019.6～
2019.7 実証実験を実施し、中央公園の活用方法について検討

公募
スケジュール

2019.11
2020.1
2020.2

公募設置等指針の公表
公募設置等計画の受付期限
プレゼンテーション及びヒ
アリング

2020.3

2020.4
2021.5

公募設置等予定者等の
決定
基本協定締結
レストランEnlee開業

事業手法 Park-PFI

施設概要

公園全体面積：約1.5㏊
建築可能面積：500㎡
公募対象公園施設面積：290.9㎡
特定公園施設：あずまや２基、園
路、植栽
公募対象公園施設：レストラン

事業期間 20年間

事業費
事業者負担：約6,000万円
行政負担：720万円（特定公園施設
買取分）

事業費
調達方法

事業者負担：事業者により調達
行政負担：
社会資本整備総合交付金 360万円
一般財源 360万円

VFM －

●背景

融資

返済

福山市

中央公園
P-PFI

コンソーシアム
（構成6社は全
て市内企業）

利用者

金
融
機
関

設
計
・
建
設
企
業

基
本
協
定

サービス
提供

飲食サービスへの
支払い

発注

特
定
公
園
施

設
整
備
費
支

払

公
園
使
用
料

支
払

遊休不動産の活用

道
路

道
の
駅

河
川

上
下
水
道
施
設

港
湾

公
園



事業化ポイント

当初抱えていた課題

• 中央公園は閑散としており、市民に日常利
用されていない。

• 隣接する図書館利用客の公園利用も乏しく、
にぎわいや人流を生み出すことができてい
ない。

• 商業施設の閉鎖も伴い、福山駅前は衰退。
• 若い世代や女性の減少をはじめとする人口

流出も発生。

• 構成6社は全て市内企業であり、志を持っ
て本事業を推進。

• 経験豊富なアドバイザーの活用。
• ハード面のみならず、ソフト面もリノベー

ションし、レストラン事業、マルシェ事業、
パークウェディング事業のほか、食育、図
書館との連携による読み聞かせ、地域密着
型の起業塾といった学びの事業を実施。

• 公共施設に新たな価値をもたらすためには、
行政だけでは難しく、官民連携が必要だと
感じました。

• アドバイザーの活用は、事業推進にあたり
効果的だったと思います。

• 官民連携事業に挑戦する際は、まずは小さ
な取り組みから挑戦し始め、徐々に大きく
育てていくとよいと思います。

推進体制（庁内の体制等）

事業化による効果

• レストランEnlee利用者数は、開業時の
2021年5月～2022年3月の11ヶ月で約3万
人を達成。洗練されたレストランの開業や
イベントの効果により、公園全体の日常利
用者が増え、公園に新たな賑わいが創出さ
れた。特に若い女性（学生や社会人、子育
て世代等）の来園が増えた。

• 本事業をきっかけに、駅前の事業が続々と
動いており、遊休不動産を活用して賑わい
を創出するリノベーションや、まちなか
ウォーカブル推進事業のエリア指定による
道路空間の有効活用、閉鎖した商業施設の
建替事業も連動して動き始めている。

• 今後、周辺住民へのアンケート調査や地価
調査等による事業化の効果を把握予定。

• 今後は、公園利用をより促進させるための
公園全体の芝生化や、多様な主体と連携し
たエリアマネジメントを推進する予定。

事業化前 事業化後

イベントで賑わう公園 レストランEnleeの店内

担当部局 福山市建設局都市部公園緑地課（利活用推進担当）
TEL：084-928-1096 
Email：kouen-ryokuchi@city.fukuyama.hiroshima.jp

中央公園の配置図
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（Address）

• 市長は、福山駅前の再生を1丁目1番地の事
業と明言してスピード感ある取り組みを推
進。

• 駅前再生推進室が庁内の調整役となり、関
係部署の意向を取りまとめて、円滑な意思
決定に寄与。

• 本事業の主な推進者は、公園緑地課に配属
された専任スタッフ1名。

• アドバイザーのネットワークを活用して全
国の先進的事例を参考とし勉強会やワーク
ショップ、実証実験を実施。アドバイザー
には、事業者への助言や、庁内調整のため
の意見出しも依頼した。



ブランド向上

●事業スキーム

●概要●目的

公園全体のリニューアルと園内国有地拡張工事
の同時推進により、公園の魅力向上を実現

No.19
神奈川県
横須賀市
（人口38.8万人）

長井海の手公園（ソレイユの丘）等
交流拠点機能拡充事業

事業概要

●事業データ

●事業検討スケジュール

長井海の手公園の国有地部分を拡張・活用し、
「Park-PFI＋指定管理者制度＋DB方式」を
用いて、公園施設の整備及び改修や、新たな
宿泊・飲食物販・アスレチック等の収益施設
の整備・運営、２つの公園全体の管理・運営
を行う事業。

地域の魅力を活かしたポテンシャルの最大
化やブランド力向上に資する機能、広域的
な観光交流拠点機能の充実を図り、横須賀
西海岸や三浦半島全域に波及するにぎわい
を創出する。

都市公園の整備・運営に全国で初めてPFI方式を導入し、2005年４月に開園（民活1期目）。
事業終了後の2015年4月からは、近隣の荒崎公園と合わせ指定管理者制度を導入し、約70万人
/年の集客力を持つ観光拠点に成長（民活2期目）。一方で、開園20年の節目を前に、交流の
場として更なる魅力向上を図るため、集客機能の向上及び収益性確保が求められていた。

市民生活向上

エリア全体の魅力向上交流人口増加

利用者数の増加

財政削減

年月 事項

取組経緯

2005.4～2015.3
2015.4～2023.3
2018
2018、2019、2020
2020.6

長井海の手公園整備等事業(PFI)による運営（民活1期目）
長井海の手公園及び荒崎公園指定管理事業（民活2期目）
事業条件の検討
マーケットサウンディング
基本計画の策定

公募
スケジュール

2020.8
2020.11
2020.12

公募設置等計画の配布開始
参加申請
公募設置等計画等の提出

2021.2
2021.6
2023.4

設置等予定者の選定
実施協定の締結
開業

事業手法 Park-PFI方式＋指定管理者制度＋DB方式

施設概要

①長井海の手公園
面積：281,323.10㎡（うち拡張する国有地
6.7㏊）
公募対象公園施設：カフェ・レストラン、
グランピングエリア、アスレチック＆ア
ドベンチャー、ボードウォーク等
特定公園施設：レストラン等の改修、花
畑等の新設
②荒崎公園
面積：約53,158㎡ 施設：広場、展望台等

事業期間 公募設置認定期間：2022年4月から20年間
指定管理期間：2023年4月から19年間

事業費 整備費：約22億円
指定管理料：約2.2億円/年

事業費
調達方法

整備費：社会資本整備総合交付金 7.1億円、
市債 約7.2億円、民間負担 約7.5億円
指定管理料：一般財源

●背景
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【共同事業体】 代表：日比谷花壇（プロマネ、整備、管理、
運営、指定管理業務）／設計：ランドスケープデザイン、
エー・ディーアンドシー、三浦建築測量（地元）／建設：丸
孝産業（地元）、スワン商会（地元）、日比谷アメニス／
指定管理業務：京急サービス（地元）／利便増進施設整
備・運営：京浜急行電鉄（地元）

サービス提供 利用料等

指
定
管
理

協
定

公園利用者

エリアマネジメント横須賀共同事業体
各施設の設計・建設・プロマネ・管理・運営企業

利用者層の拡大

収益増加

（民活3期目事業者）
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事業化ポイント

当初抱えていた課題

• PFI実施後の施設老朽化やPR不足等により、
利用者数の低迷、限定的な利用者層、それ
らを原因とする低収益性、広域的な観光交
流拠点としての機能強化の必要性、駐車場
不足による渋滞、国有地の活用による新た
な価値創出の必要性等、当公園及び市全体
にわたる課題を抱えていた。

• 低収益性に関しては、駐車料金1,000円＋
飲食代程度にとどまっている客単価の引き
上げや、滞在時間を延ばすことによる消費
の拡大を図る必要があった。

• 市としては、観光立市として財政を向上さ
せたいという思いもあった。

• 民活1～2期目は公園管理課、民活3期目の
事業化検討に関しては公園建設課が担当し、
開業後は再び公園管理課が担当。

• 内閣府・国交省との地域プラットフォーム
協定制度によるアドバイザーの支援により、
事業立ち上げに関するアドバイスを受けた。

• 民活3期目の事業化のきっかけは、6.7haの
未共用部の活用について検討が開始された
ことである。

• 事業化前より、商工会議所との連携や地産
地消の食材を楽しむ会、地域プラット
フォーム協定制度による内閣府からの派遣
講師の講座等を実施し、地元企業の参画を
図った。共同事業体内においては、地元企
業が建設、設計、管理業務を担当。

• イベント事業者が集まる市外の展示会で広
報を実施し、事業者に感心をもってもらえ
るよう働きかけた。

• 担当者が事業への熱意を持ち、やる気や思
いを事業者に伝え、事業者と併走すること
で、事業者に安心感が生まれ、課題を官民
で連携して解決することが可能となる。

• 特に、官側との手続き等への協力や、リス
ク分担の明確化については、事業者に好ま
れた。

• 事業化成功のポイントは、市の熱意です。
本事業を担当したことにより、様々な知
見を獲得できたことから、他の自治体に
呼ばれて講演する機会を得ています。

• また、視察に訪れた自治体とのつながり
なども生まれ、様々な事例について勉強
することができています。

• こうした複数の自治体との連携が生まれ
たことが、大きな成果と感じています。

推進体制（庁内の体制等）

事業化による効果

• カフェ・レストラン、グランピングエリア、
アスレチック＆アドベンチャーといった新
施設導入により、利用数の増加や多様な層
の来場、滞在時間の拡大、客単価の向上等
を図っている。

• 公園面積が6.7㏊増えているにもかかわら
ず指定管理料が減っていることに加え、民
間投資も約7.5億円あり、財政負担の削減
が実現している。

• 当公園をルートに含めたシャトルバス運行
や、無料のグリーンスローモビリティ運行
を予定しており、広域的な観光拠点化を推
進。

• 本事業のモニタリングにおいては、利用者
減少や満足度低下が起こった場合に市と協
議して改善策を講じることを事業者に義務
づけ、事業継続性を確保。

担当部局 横須賀市建設部公園管理課（公園活用推進担当）
TEL：046-822-9572 Email：pac-ep2@city.yokosuka.kanagawa.jp

ゾーニングイメージ

カフェ＆レストラン

グランピング

アスレチック＆アドベンチャー

園内風景
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PPPエージェント方式によって新たな市営住宅と
商業施設等の整備・運営を実施し、交流人口増加
と地域の担い手創出を実現

ブランド構築

●事業スキーム

●概要●目的

No.20
大阪府
大東市

（人口11.6万人）

大東市北条まちづくりプロジェクト
（morinekiプロジェクト）

事業概要

●事業データ

●事業検討スケジュール

市及び民間事業者が出資して、エリアマネジ
メントを担うまちづくり会社（現在の㈱コー
ミン）を設立。まちづくり会社は市とのエー
ジェント契約に基づき、市と共同で物件の所
有会社を設立の上、市営住宅の建て替えを進
めるとともに、周辺の市有地を開発する等、
民間主導によるまちづくりを実施。

次世代につながる住宅地域の再生を図るため、
老朽化が著しく耐震性がない市営住宅の建て
替えを実施するとともに、エリアに点在する
公的資産（都市公園等）を活用して一体的、
段階的にエリア開発を進め、エリア一帯の価
値を高めていくことを主な目的としている。

市では、大東市公民連携基本計画において、「自分でつくったまちに住む」を開発理念とし、
大東に住み、働き、楽しむ、ココロとカラダが健康になれるまちを目指している。同計画の
趣旨に基づいたまちづくりに関するリードプロジェクトの一つとして、JR四条畷駅徒歩5分の
位置にある市営住宅と都市公園が隣接する市有地を対象に、本プロジェクトを推進。

市民生活向上

跡地利活用

交流人口増加地域活性化

利用者増加

財政削減

担い手創出

年月 事項

取組経緯

2016.10
2017.2
2017.3
2017.5
2018.7
2019.10
2020.12
2021.3

大東公民連携まちづくり事業株式会社 設立
大東市公民連携基本計画 策定
北条まちづくりプロジェクト基本計画 策定
大東市営飯盛園第二住宅建替等事業実施方針 策定
大東市北条まちづくりプロジェクト基本協定 締結
新規建築工事（㈱コーミン実施）及び道路・公園等インフラ工事 着工
建替え後住宅への入居開始、商業棟テナント工事及び入居
開業（まちびらき）

事業手法 PPPエージェント方式
定期借地権方式

施設概要

敷地面積：約8,000㎡
（都市計画公園の面積3,100㎡除く）
住宅棟：1LDK（約36㎡）×44戸

2LDK（約50㎡）×30戸
商業棟：約1,600㎡

事業期間
住宅棟（一般定期借地） ：50年

（建物賃貸借） ：20年
商業棟（事業用定期借地）：約50年

事業費

○整備費
設計・施設整備（民間）：16.3億円
解体・ｲﾝﾌﾗ整備等（市）：14.7億円
○市の出資
東心㈱への出資：約6億円

●背景
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事業推進のポイント

当初抱えていた課題

担当部局 大東市政策推進部公民連携推進室
TEL：072-870-9623 Email：sousei@city.daito.lg.jp

• 対象地エリアでは、市営住宅の老朽化や空
き家の点在に加え、他のエリアに比べて高
齢化と人口減少が進んでおり、特に子育て
世代等の若年層の流出によって、地域コ
ミュニティの担い手不足や地域経済の低迷
への対応が課題になっていた。

• 市営住宅の建て替えは 10年間検討されてい
たが、財政上の観点から建て替え中止にま
で追い込まれていた。

• リードプロジェクトを推進すべく地方創生
局（現・公民連携推進室）を組成。

• 同局には、都市整備部局から技術職員2名
も参加し、局長1名＋職員4名で事業を推進。

• 技術職員のうち1名は、他市の先進事業で
研修しノウハウを習得。市役所退職後、ま
ちづくり会社社長の立場から本事業を推進。

• 地方創生局は、事業の計画策定からインフ
ラ工事の推進を担っており、現在（公民連
携推進室）は、庁内関係部署間の調整及び
公園の維持管理を行う役割に移行している。

• 事業推進に当たっては、市の元職員が社長を務めるまちづくり会社をはじめ、パブリックマイン
ドを持った民間企業といかに協力体制を構築できるかという点を重視。

• また、「民間がしたいことを実現できる環境をいかにつくるか（規制緩和や用途変更等）」を行
政の役割と捉え、市とまちづくり会社が連携し、個別に民間企業と意見交換を行ったり、市の考
えや事業の方向性に関して民間企業と対話する場を頻繁に設けている。

• このような民間企業との丁寧なコミュニケーションにより、民間企業と行政が同じ方向で事業を
進めていける「チーム」と呼べるような協力体制の構築に繋がり、民間企業によるエリア価値向
上のための取組が実現している。

• まちづくり会社の社長は、市職員時代に市営住宅の更新等に携わる中で、地域に開かれた住宅の
必要性という課題感を持ち、先進事例での研修やまちづくり会社社長への転向等、思いを持って
本事業に関与。こうした思いが、事業への本気度として民間企業に伝わることで、市と民間企業
との協力体制構築に寄与しており、官民連携事業推進のポイントとなっている。

• 行政だけで事業を進めてきた中では、
色々な縛りがあって実現できないことが
多いという思い込みがありましたが、民
間とまちづくりを進めることで、「これ
までの既成概念にとらわれずに概ねのこ
とは実現できる」というような自信に変
わっていきました。

• 民間のやりたいことをどうすれば実現で
きるようになるか、庁内調整も含め行政
のすべきことをしっかりやっていくこと
が、民間主導の公民連携に繋がっていく
と思います。

推進体制（庁内の体制等）

事業化による効果

• エリア価値向上等、本事業の趣旨を理解す
る市外企業等が商業施設に入居し、イベン
ト開催等を実施することで交流人口が増加。

• ㈱コーミンを中心に地元住民、NPO等が参
加する「もりねき未来会議」が発足し、
エリア価値向上の継続的な取組が実現。

• 商業施設ができ、交流人口の増加並びに
にぎわいの創出により路線価が上昇。

• 公園利用者も増加。
30人/日程度（平成29年）

→160人/日程度、6,000人/年程度（令和4年）

視察等（有料）の受付先 株式会社コーミン
TEL：072-800-5360 Email：info@matituku.com
＜視察申込フォーム＞https://matituku.com/request
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市営住宅・公園の様子
（整備前） 住宅棟（整備後）

まちびらき

左上：まちの全体像（㈱コーミン提供）
左下、右側：イベント実施時の様子
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定住促進

●事業スキーム

●概要●目的

人口約5千人の小規模自治体において、地域企業と
ともに地域優良賃貸住宅をPFI手法により整備する
ことで、移住・定住を促進

No.21
高知県
津野町
（人口0.5万人）

津野町定住促進住宅整備事業

事業概要

●事業データ

●事業検討スケジュール

PFI法に基づき、町が所有する用地に、子育
て世代を主軸とした定住促進住宅（計8戸）
を設計、建設及び施工した後、町に施設の所
有権を移転するとともに、所有権移転後の事
業期間に係る維持管理、並びに、入居者募集
の宣伝や家賃等の徴収等を含む運営を実施。

民間のノウハウによる質の高いサービスの導
入や町財政の平準化等を図りつつ、子育て世
代を主軸とした中堅所得者向け定住促進住宅
を供給する。これにより、快適な住まい環境
を創出し、津野町の定住人口の増加や地域の
活性化を図ることを目的とする。

「津野町人口ビジョン」実現のため、「津野町まち・ひと・しごと創生総合戦略」において
子育て世帯等の定住・移住の促進を基本的な戦略に位置付けていたが、移住相談で一番多い
「住宅の確保」ができず、また町主導の住宅確保・運営は財政的・人的に限界があった。

移住者増加 交流人口増加

地域活性化

遊休地活用

財政削減 職員能力向上

年月 事項

取組経緯 2015.12 津野町人口ビジョン 策定
津野町まち・ひと・しごと創生総合戦略 策定

公募
スケジュール

2019.7
2019.9
2019.10

2020.1

実施方針 公表
債務負担行為 議会議決
特定事業の選定
募集要項等の公表
提案書の受付

2020.2

2020.2
2020.3
2021.6

優先交渉権者の選定
基本協定の締結
事業仮契約
事業契約締結（議決）
入居開始

事業手法 PFI-BTO方式

施設概要
敷地面積：黒川 約1,248㎡

北川 約463.18㎡
延床面積：約618.33㎡（計８戸）

事業期間 2020年3月12日～2046年5月31日
（約26年）

事業費
整備費：約127百万円
運営費：約64百万円
家賃収入：310千円/月

事業費
調達方法

・「地域優良賃貸住宅」補助
約56百万円（整備費の 44％）

・「過疎対策事業債」
約53百万円（整備費の 42％）

・一般財源（割賦支払）
約18百万円（整備費の 14％）

VFM 2%

●背景

津野町

金
融
機
関

入居者

融資
契約

家賃

SPC
津野きて家㈱

代表企業：㈱合人社
構成企業：㈱中成、㈲市川工建

㈲稲田建設
協力企業：町内24企業が参画

※下線は地域企業

事業契約
町有地
無償貸付

施設整備費
（86％完成時
14％割賦払）

維持管理
運営費

家賃

担い手創出
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事業推進のポイント

当初抱えていた課題

担当部局 まちづくり推進課
TEL：0889-55-2311 Email：machi@town.kochi-tsuno.lg.jp

推進体制（庁内の体制等）

事業化による効果

• 少子高齢化、人口減少により、同町の主要
産業である農業や林業、建設業等の各産業
の担い手不足、後継者の育成が大きな課題
であった。

• 移住相談で一番多いのは住宅の確保だった
が、町には若者世代、移住者向けの住宅が
不足。しかし、町主導で住宅を確保し運営
するには、財政的・人的に限界があり、同
様の観点から、遊休町有地の有効活用も進
んでいなかった。

• 若い世代の入居により、子どもの声が聞こ
えるようになる等、地域に活気が生まれた。

• 町外からも1世帯（3名）の転入があった。
• 町内からの転居者は、子の出産等により住

み替えを検討していた方が多く、本事業に
より町有地を有効活用して住宅不足を解消
したことで、町外転出の防止につながった。

• 地域活動に参加する若い世代が増えており、
地域の伝統文化や行事等の担い手、後継者
の確保が期待できる状況となっている。

• 日頃の住宅管理を事業者に任せているため、
従来手法に比べて町の業務量が削減された。

• まちづくり推進課が主体となって、水道工
事、進入路等については建設課と協議し、
住宅完成後の維持管理関係については、総
務課と協議しながら事業を推進。

• 検討当時、PFIに詳しい職員がいなかった
ため、地域優良賃貸住宅のPFIに関し多数
の地域で活躍していたアドバイザーを招聘
し、様々な事例や手法を学び企画、事業を
推進。

• 検討当時はPPP/PFIの知識を持つ職員がいなかったため、担当職員は制度を学ぶことからはじ
め、アドバイザーには、PFIの仕組み、事業手法、他の自治体のやり方など分からないことは理
解するまで聞いている。また、住宅建築、維持管理等は様々な部署が関わるため、検討当初から
本事業での取組みについて庁内で説明を重ね、官民連携に対する理解を促進しており、検討に
しっかりと時間を費やすことで、本町初のPFI事業実現に繋がっている。

• 地元企業向けにPFIの仕組みを理解するための勉強会や疑問点を何でも相談できる個別相談会を、
繰り返し実施し、勉強会や相談会で担当者が分からないことがあれば、アドバイザーや県に相談
し１つ１つ解決している。

• このような取組みによって、本事業について事業者へヒアリングした際には、事業参画への意欲
が高い企業が多数参加するとともに、最終的に27社の町内企業が事業参画する等、地域企業の
事業参画が実現している。

• 本事業を通じてPPPの実務の知識を得られ、庁
内外で PPP仲間ができていますし、町内企業
がノウハウを身につけ、他市町のPFIに参加する
等、町内企業の発展にも貢献できたと感じてい
ます。

• 最初PPPの話を聞いたときには絶対に不可能と
思いましたが、一つ一つ疑問点を解決していく
ことで事業実施に至ることができました。PFIに
より住宅を建築したことで地域の活性化に繋
がったと実感しています。事業を推進していく
中で、様々な人との出会いもあり、多くの知識
を得ることもできました。無理と諦めずに踏み
出すことで様々な良い経験ができると思います。

事業対象地

整備住宅の室内

整備住宅の配置図
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●事業スキーム

●概要●目的

民間住宅を活用した転居支援、木造市営住宅の
解体撤去及び跡地活用、RC造市営住宅の改修・
維持管理をPPP/PFIにより包括的に実施

No.22
大阪府
貝塚市
（人口8.2万人）

貝塚市営住宅の有効活用による
官民連携事業

事業概要

●事業データ

●事業検討スケジュール

民間事業者は、市営住宅として借上げ可能な
市内の民間住宅資産の斡旋及び木造市営住宅
入居者の転居支援を行い、木造市営住宅7団
地（約500戸）を解体・撤去の上、その跡地
を定期借地権又は売却により活用。RC造市営
住宅1団地（6棟）は改修し、維持管理を行う。

RC造住宅の改修と、民間住宅資産を用いて
行う木造市営住宅の廃止と跡地活用を実施し、
周辺地域を含むまちの再生を図るとともに、
PPP/PFI手法の採用で、従来の手法よりも
高質な公共サービスの基盤整備及び提供、さ
らには財政負担軽減を図ることを目的とする。

市は、老朽化等により募集を停止していたRC造市営住宅6棟と木造市営住宅約500戸の維持・
管理を行っていたが、地震による旧耐震基準の木造住宅の倒壊率の高さや南海トラフ地震の
発生可能性を念頭に、市営住宅の維持・管理面で早急な対策が必要であると考えていた。

市民生活向上跡地利活用 民間住宅活用 財政削減

年月 事項

取組経緯 2012.3
2015年度

貝塚市営住宅長寿命化計画 策定
導入可能性調査（公営住宅に係るPPP/PFI導入推進事業）実施

公募
スケジュール

2016.11
2017.7

2017.12
2018.1

実施方針の公表
募集要項等の公表
特定事業の選定
企画提案書提出
優先交渉権者等の決定

2018.2

2018.3
2022.4

基本協定の締結
事業仮契約の締結
事業契約の締結
グループホーム 開業

事業手法 PFI-RO方式+定期借地権/売却方式

施設概要

解体・撤去対象
・木造市営住宅：7団地（478戸）
改修・維持管理対象
・RC造市営住宅：1団地（164戸）
跡地活用実績
・グループホーム

事業期間 2018年3月～2028年3月（10年間）
※定期借地期間は別途協議

事業費
施設整備費＋プロジェクトマネジ
メント費：970百万円（税抜き）
木造住宅解体撤去費+民間資産活用
：250百万円（税抜き）

事業費
調達方法

社会資本整備総合交付金 430百万円
起債 480百万円
一般財源 400百万円

VFM 17%

●背景

貝
塚
市

SPC
㈱貝塚まちづくりパートナーズ
代表企業
・㈱ネクスト・アクシス
構成企業
・神前建設㈱（市内企業）
・㈱WAOWAO-create
・平田建築設計㈱

事業契約

サービス対価

定期借地権設定
/土地売買契約

地代/売却代金

賃貸
住宅

民間住宅資産 市営住宅

空き家 木造市営
住宅

RC造
市営
住宅

転居

改修・
維持管理

解
体
・
撤
去

跡
地

活
用

転
居
支
援借上げ

賃料

民間住宅資産
の斡旋

開発業者
誘致

老朽市営住宅対応
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事業推進のポイント

当初抱えていた課題

担当部局 都市整備部建築住宅課
TEL：072-433-7210 Email：kenju@city.kaizuka.lg.jp

推進体制（庁内の体制等）

事業化による効果

• 木造市営住宅は官民連携での建替えも検討してい
たが、財源上の課題があった。

• 木造市営住宅の解体に当たり、既存の全入居者が
転居可能な数の空き家が市内に存在することを把
握できたが、転居を実現するためには、安価で質
の高い部屋の供給と、明け渡しに向けた入居者と
の交渉が課題であった。

• SPC内に宅建業者が参加することで、入居者の
ニーズにあった民間の賃貸住宅の情報を迅速に
入手でき、入居者とのスムーズな交渉と、老朽
化した木造市営住宅への対応が実現した。

• RC造市営住宅の改修、RC造市営住宅への木造
市営住宅入居者の転居、木造市営住宅の解体が
連携して実施され、包括化の効果があった。

• 木造市営住宅の撤去によるコミュニティの分断
が懸念されたが、7団地の跡地活用も事業に含
めることで、グループホームの誘致等、持続的
なコミュニティ形成に資する跡地活用が実現。

• 小規模自治体のため、庁内にも官民連携に対す
るハードルがあったが、本事業によって官民連
携事業に対する実績ができたことで、新たな
PFI事業の検討、実施に繋がっている。

• 住宅・公園政策課（現：建築住宅課）が、
所管課として、関係課及び外部アドバイ
ザーと連携しながら事業を主導。

• 事業検討にあたっては、副市長をはじめ
として、関係部課の部長、課長が参加す
る庁内検討会を開催している。

• 公営住宅法の中で、どれだけ創意工夫で
きるかを検討するため、検討会には、国
並びに大阪府の住宅部局がオブザーバー
として参加する体制を構築。

• 民間賃貸住宅を公営住宅として借り上げる場合1棟借りが多く、空き部屋や空家賃の発生が懸念
事項となったが、本事業では、SPCと協力して入居者のニーズに対応できる建物を探し、部屋を
借りるため、空家賃が発生しないスキームを構築できている。

• PFIを知らない市内事業者の方が多い中、SPCへの参加は市内事業者にとってハードルになると
考え、地元事業者に向けて勉強会を３回程度開催し、地元事業者の主体的な参加に繋げている。

• 検討初期から、宅地建物取引業協会に何度も話を聞きに行く等、市や市民だけでなく、事業関係
者の考える課題を洗い出し、共有した上で事業を推進している。

• 本事業は、跡地活用について、SPCが跡地で独立採
算事業を行う事業者を探し、SPCに買受権を与え、
跡地が更地になった時点でSPCから跡地活用事業者
に買受権が移行するという契約が特徴です。

• 官民連携事業では、従来の行政の考えを押し付け、
民間の創意工夫を阻害するのではなく、民間事業者
が知恵を振り絞って出す案や考えを尊重し、お互い
を信頼しあえる関係の構築が必要です。

• PFI事業は事業期間が長い事業であり、庁内の人事
も変わっていくため、業務を引き継いでいくことの
できる体制を作り臨むべきだと思います。

木造市営住宅
RC造
市営住宅 木造市営住宅

福祉事業者による跡地活用
（グループホーム）

対象住宅
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子育て支援

●事業スキーム

●概要●目的

「地域優良賃貸住宅制度」を活用した魅力的な
住宅を、PFI手法で5期に渡り継続して整備し、
子育て世帯の移住・定住者の増加に繋げた事業

No.23
茨城県
境町
（人口2.4万人）

境地区定住促進住宅整備事業

事業概要

●事業データ

●事業検討スケジュール

PFI法に基づき、町の所有する用地に、民間
が移住定住政策のための住宅を設計、建設及
び工事監理して整備した後、町に所有権を移
転するとともに、所有権移転後の事業期間中
に係る住宅の維持管理、並びに、入居者募集
の宣伝や家賃等の徴収等を含む運営を実施。

PFI手法を活用することで、民間のノウハウ
による質の高いサービスの導入を図りつつ、
子育て世代を主軸とした定住促進住宅を供給
することにより、快適な住まい環境を創出し、
境町の定住人口の増加や地域の活性化を図る
ことを目的とする。

平成6年をピークに町の人口は減少に転じ、町の衰退が懸念される中、町外から新婚世帯・子
育て世帯を呼び込む必要があった。しかし、町には若者が住みたいと思うような住宅がな
かったことから、「地域優良賃貸住宅制度」を活用した魅力的な住宅を整備することとした。

市民生活向上定住人口増加 地域活性化

地元企業参画財政負担の軽減

年月 事項
取組経緯 2013.3 「第5次境町総合計画」

公募
スケジュール

2016.12
2017.1
2017.5
2018.1
2018.3
2018.4
2018.6
2019.3
2019.4

実施方針公表(1期)
債務負担行為承認(1期)
事業契約締結(1期)
実施方針公表(2期)
債務負担行為承認(2期)
入居開始(第1期)
事業契約締結(2期)
債務負担行為承認(3期)
実施方針公表(3期)

2019.8
2019.9
2020.2
2020.3
2020.4
2020.7
2021.4
2022.4
2022.6

入居開始(2期)
事業契約締結(3期)
実施方針公表(4期)
債務負担行為承認(4期)
入居開始(3期)
事業契約締結(4期)
入居開始(4期)
実施方針公表(5期)
事業契約締結(5期)

第1期 第2期 第3期 第4期 第5期
事業手法 BTO方式

施
設
概
要

敷地面積(㎡) 5,191 3,120 4,269 2,439 7,326
延床面積(㎡) 2,785 1,496 2,186 1,532 1,560
間取り 3LDK 3LDK 3LDK 2DK 3LDK
戸数1 35戸 20戸 27戸 26戸 17戸2

事業期間 30年 25年
事業費(百万円)
①建設費
②維持管理費

①648
②120

①411
②69

①575
②100

①570
②66

①450
②86

事業費
調達方法

建設費の45%/50%3:社会資本整備総合交付金
上記以外：一般財源（家賃収入あり）

VFM(%) 1.14 1.07 1.20 1.09 1.06

●背景

境町

金
融
機
関

入居者

融
資
契
約

家賃

SPC
㈱SAKAIスペシャルタウンワークス
代表企業：㈱新井建設工業

（町内企業）
他、町内16企業、町外6企業が参画

事業契約
施設整備費
（45％は国から
の交付金を充当）

維持管理
運営費

家賃

直接協定

※第1期の情報を記載1: 特記がある場合を除き集合住宅の戸数
2: 12戸は戸建住宅、5戸はガレージハウス

3: 1・2・4期は45%
3・5期は50%
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• 町の人口はH6から減少し続けていたが、特
に、0～14歳の年少人口は、昭和50年に
6,635人であったところ、本事業の検討時
（H27）には、2,861人と半減していた。

• 町外から新婚世帯・子育て
世帯を呼び込み、町の衰退
を食い止めるべく、若者が
住みたいと思う魅力的な住
宅を整備する必要があった。

事業推進のポイント

当初抱えていた課題

担当部局 境町役場地方創生課
TEL：0280-81-1309

推進体制（庁内の体制等）

事業化による効果

• 本事業実施以前には、若者世代が望む機能を
備えた住宅は町内になかったが、本事業によ
りオートロックや宅配ボックス、コミュニ
ティルーム等を備えた集合住宅を整備でき
た。

• 本事業を含み、同様の事業を4度実施してお
り、整備した集合住宅4棟は全て入居率
100%、累計転入者数は200人を超える。

• 境町の手厚い子育て支援施策等により、本事
業で整備した集合住宅の退去者のうち、約9
割が境町内に戸建住宅を新築しており、移住
が定住に繋がっている。加えて、退去による
空室には、次の入居希望者が移住してくるこ
とから、本事業による好循環が生まれてい
る。

• 町内企業からは受注、売り上げ増加に加え、
PFIに参加したことで仕事へのモチベーショ
ンアップにつながったという声がある。

• 本事業とともに、子育て支援政策等、様々な
人口増加政策を実施したことで、H16以降
続いていた人口の社会減（転出超過）が、
H28～R3年度の6年間
で計217人の社会増、
（転入超過）また、
H29年度は13人の人口
増となっており、
人口減少に下げ止まり
が見られる。

• 先進自治体の視察に町内事業者も参加し、PFI事業に参画した建設事業者から生の声を聞いたり、
事業者向けのPFI勉強会を開催したことが、事業参画への機運醸成、ひいては、本事業における
17社の町内企業参画に大きく貢献している。

• 本事業が第１期から第５期まで継続的な取組みに繋がっている理由は、一事業ということではな
く、まちづくり事業として、町長自らが外部への見せ方などにも気を配りながらマーケティング
及び情報発信を行い、需要を満たす住宅を整備することで、町が安定的に家賃収入を得て、実質
的に町の財政負担を軽減できているためである。

• 地方創生課の移住定住係が担当。
• 町長が、他自治体の首長より本事業のス

キームについて話を聞き視察に行くなど、
町長が手腕を発揮し、町長が直接指示しな
がら、事業推進をリードしている。

• また、国交省・内閣府主催の地方ブロック
プラットフォームで開催される首長会議に
は町長が毎年参加するとともに、PFI事業に
知見のある外部アドバイザーと契約し、官
民連携に関する情報や知見を蓄積している。

• 入居募集に関しては、移住定住に関する新
聞折込チラシの作成等、町独自の取組も実
施しており、多数の反響がある。

• 橋本町長のリーダーシップのもと、本事業に携
わらせていただき、大変貴重な経験をさせてい
ただいております。
本事業は、町の持ち出しをすることなく人口増
加に大きく寄与することのできる大変魅力的な
事業だと感じております。移住者からも住んで
よかったとうれしい声をいただいておりますの
で、第5弾まで実施することができ、担当とし
ても大変やりがいを感じております。
今後もしっかりと事業を進めていけるよう注力
したいと思います。

入居者の様子

第3期住宅の外観 空
港

観
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施
設
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合
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設
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●コラム・実務担当者の生の声

連絡先
（Address）

入居者の様子



土地区画整理事業の移転対象者が一時的に居住する
住宅の供給を、同市独自の民間提案募集制度を用い
て実現した事業

●事業スキーム

●概要●目的

No.24
三重県
桑名市
（人口13.8万人）

桑名駅西土地区画整理事業
中断移転住宅整備業務

事業概要

●事業データ

●事業検討スケジュール

桑名駅の西側に位置する利便性の高い市有地
を建設予定地として定期借地方式により提供
し、当該市有地に民間事業者が中断移転住宅
を整備し維持管理する。市は整備した中断移
転住宅を借り上げて桑名駅西土地区画整理事
業の権利者（移転対象者）に対し提供する。

桑名駅西土地区画整理事業の移転対象者が、
各々の仮換地が整備されるまでの間、一時的
に仮住まいを行う住居（中断移転住宅）を市
が賃貸借し移転対象者に提供することで、区
画整理事業の整備推進を図るため、最小限の
負担額で中断移転住宅の整備及び維持管理を
実施することを目的とする。

桑名市では、民間事業者と市の各部課間を調整し、PPPによる課題解決を推進すべく、幅広
く民間からの提案を募集する公民連携ワンストップ対話窓口（コラボ・ラボ桑名）を設置。
一方、同市の土地区画整理事業では移転対象者が一時的に居住する住宅供給が必要であった
ことから、コラボ・ラボ桑名を通じて、当該住宅の整備・維持管理が可能な事業者を募集。

市民生活向上中断移転住宅 民間提案制度 財政削減

年月 事項

取組経緯 2015.4
2016.10

公民連携専門部署 設立
コラボ・ラボ桑名 設置

公募
スケジュール

2016.12
2017.2
2017.3
2017.7

募集要項等の発表及び配布
一次審査・プレゼンテーション
一次審査の結果通知
二次審査・プレゼンテーション

2017.8
2017.10
2017.10
2018.4

二次審査の結果通知
基本協定締結
契約締結
運用開始

事業手法 DBO方式

施設概要

敷地面積：708㎡
延床面積：約610㎡
構造・規模：鉄骨造 地上２階
機能：3LDK/2LDK 全10戸

駐車場 9台

事業期間 2018年4月1日～2033年3月31日
（借り上げ期間）

事業費 287,640千円

事業費
調達方法 一般財源

削減額 33,568千円

●背景

大和リース㈱
大和ハウス工業㈱

大和リビング㈱

市
有
財
産
無
償

貸
付
契
約
（
土
地
）

建
物
賃
貸
借
契
約

建
物
賃
料

都市整備部 政策創造課

コラボ・ラボ
桑名

設立・運営

提案

桑名市（土地所有者）

テーマ
提示

連携

事業化

土地区画整理事業

道
路

道
の
駅

河
川

上
下
水
道
施
設

港
湾

公
園



事業推進のポイント

当初抱えていた課題

担当部署 桑名市役所都市整備部桑名駅周辺整備事務所
TEL：0594-24-1368 Email：kukakuseirim@city.kuwana.lg.jp

推進体制（庁内の体制等）

事業化による効果

• 既存住宅密集市街地における土地区画整理
事業を進めていたが、仮換地には、既存の
建築物等が存在することから、この移転先
の補償交渉・移転が先に進まなければ移転
ができず、区画整理を実施できない、いわ
ゆる“玉突き”が円滑に出来ない状況の場所
が多数存在していた。

• 住む期間が短く、高齢者が多いため 民間
との賃貸契約が難しい状況があった。

• 通常、仮住まいを探す場合、短期の契約が
困難であったり、保証人が必要などで補償
交渉が進まないケースもあるが、一時的に
入居できる移転先として中断移転住宅を整
備することで、移転対象者が同時期に転居
することが可能となり、移転が進んだ。

• 利用者のニーズに合わせてメゾネットに変
化できる、社会の変化に対応できるリース
物件等の行政では思いつかない提案を事業
者から頂き、契約締結することができた。

• 約1年間の工期短縮が実現した。
• 市直営の場合と比較すると、33,568千円の

コスト縮減が実現した。

• 政策創造課は当時、庁内に公民連携が浸透し
ておらず、庁内のシンクタンクとして機能し
ていた。

• メイン担当は駅西事務所、アドバイスを政策
創造課（公募方法や要求水準）が担っていた。

• 連携したその他の部署としては、財政部局財
政課（予算の担保）。

• 公民連携ワンストップ対話窓口（コラボ・ラ
ボ桑名）を設置。

• 近年、良い提案があっても最後は金額だっ
たため、民間事業者が参画してこないケー
スがあった。そこで民間事業者の参加意欲
を高めるため、一次審査を民間提案制度、
二次審査を総合評価落札方式の二段階での
提案審査とし、一次審査の最優秀提案を二
次審査の仕様書の素案としたことで事業者
の参画が得られるようになった。

• 募集要項作成にあたって、単純に中断移転
住宅の建築の要綱ではなく、建築に伴い民
間のノウハウを如何に反映していただける
か、行政としての計画提案に求める条件の
設定など行政側の固定概念、前例に囚われ
ずどうすればできるかを熟考した。

• 公民連携で重要なことは、民間ノウハウを
生かすことだと考え、仕様は最低限にした。

• 市議会からは、前例となる事業がないため
どのように進む事業となるのか懸念されて
いたが、担当者として丁寧に説明しながら
議会の理解を得て事業化に至っている。

• コラボ・ラボ桑名におけるテーマ型提案の第
1号であり、募集要項作成のノウハウも無く、
一からのスタートであったため、試行錯誤の
連続で、特に、法的整理（リスク管理に関し
て）や市議会への説明等に時間を要しました
が、現在は満室の状況も多々あり、市議会か
らもお褒めの言葉を頂いております。

• やはり事業を成功させるためには、事業実施
へ向けた検討等を十分行うことが重要だと思
います。

• また、従来手法の考えとは異なる民間企業の
斬新な提案により、ＬＣＣ（ライフサイクル
コスト）に重きを置き、かつスピード感のあ
る施設整備が実現できました。

• 民間はスピード感を重視しており、検討が長
引くと民間の意欲が下がります。いかにして
市がスピード感を持って着手合意までいける
かが基本となると思います。
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●コラム・実務担当者の生の声

連絡先
（Address）

整備住宅の位置図（赤色箇所）
整備住宅の外観 室内の様子

基本協定締結式の様子



●事業スキーム

●概要●目的

包括的な混合型コンセッション契約により空港を核と
した地方創生を実現

No.25
和歌山県
（人口89.5万人） 南紀白浜空港民間活力導入事業

事業概要

●事業データ

●事業検討スケジュール

民間事業者による空港基本施設等とターミナ
ルビルの一体運営の実現などにより、チャー
ター便など新たな航空ネットワークの拡充に
よるさらなる交流人口の拡大及び空港運営の
効率化を図る。

上記背景を踏まえ、民間事業者の自由な発想
に基づく機動的で柔軟な空港運営による、空
港を中心とした交流人口の拡大及び紀南地方
の活性化の実現を目的とする。

空港の周辺地域には、温泉地やパンダが人気のテーマパークがあり、高野山や熊野古道と
いった世界遺産や、自然資源、文化財等の豊富な観光資源にも恵まれている。これらを目的
としたインバウンド需要が高まっており、また、南紀白浜エリアではIT企業誘致やワーケー
ションの取り組みが進められていた。

●背景

和歌山県

SPC
株式会社

南紀白浜エアポート

実
施
契
約

運
営
権
設
定

サ
ー
ビ
ス
購
入
料

経営共創基盤、みちのり
HD、白浜館

利用者増加

民間事業者による投資促進

地域活性化交流人口増加
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事業手法 コンセッション方式
（混合型）

施設概要

敷地面積：約730,000m2

延床面積：約7,700m2

（ビル施設）
空港基本施設等、空港保安
施設、ビル施設、浄化槽施
設、空港用地等、駐車場施
設等、展望広場 等

事業期間 2019年4月～2029年3月
（10年間）

サービス購入料 2,554,010,000円
サービス購入料
調達方法 全額一般財源

年月 事項

取組経緯 2015年度
2016年度

国際線ターミナル整備の検討着手
国際線ターミナル設計開始
南紀白浜空港民間活用調査実施（民間参入の余地ありとの結果）

公募
スケジュール

2017.11
2018.5

募集要項等の公表
優先交渉権者の選定
実施方針の公表
基本協定の締結

2018.6
2018.7
2019.4

債務負担行為の設定
実施契約書の締結
事業開始



事業化ポイント

当初抱えていた課題

• インバウンドの需要の取り込みを目指して、
国際チャーター便の積極的な受け入れを含
む、航空ネットワークの拡充を図るために、
県にて国際ターミナルビルを整備すること
となった。一方、その誘致と空港運営に関
して、県営・第３セクターの体制では不十
分であると考えられていた。

• また、空港運営経費の削減も課題であった。

• 本事業自体は、新たな部署を設置すること
なく、港湾空港振興課の職員が中心となり、
国支援事業やアドバイザリー委託を活用し
ながら、進めていった。地方管理空港のコ
ンセッションが少ない中、国管理空港を参
考としながら進めた。

• コンセッション導入ありきではなく、メリッ
ト・デメリットを検討し、本当に地域において
必要か検討することが重要です。空港管理事務
所の行政職員の人員削減となる反面、民間の発
想を生かした新たな事業を展開していくために、
人員をしっかりと確保することも必要です。ま
た、ハード整備についての役割分担（維持補
修・更新）の明確化や、コミュニケーションを
密に行い、運営会社としっかりと連携した新た
な空港運営にチャレンジしてほしいと思います。

推進体制（庁内の体制等）

事業化による効果

• 事業化後、機材の大型化（95席→165席）が
実現。

• 羽田間で4往復8便（従来は3往復6便）の1か
月間の臨時運航を実施。2022年度は、旅客数
12か月連続の過去最多で年23万人を突破（運
営開始前161,570人/年）。

• 運営会社は旅行会社「紀伊トラベル」※と
して地域への受入手配も担うほか、「地域
連携DMO」として登録し、紀南広域での
地域マネジメントに取り組んでいる。

※第２種旅行業登録
• 県の予定価格(31億円)に対して、駐車場収

入、空港施設利用料、テナント収入を原資
とした、低廉な提案(約25億円)がなされた。

• 民間ならではの先進的な取組みとして、顔
認証を活用したおもてなし（キャッシュレ
ス支払）を実施。空港外の観光地での活用
も進む。

担当部局 和歌山県県土整備部港湾空港局港湾空港振興課
TEL：073-441-3154 Email：e0824001@pref.wakayama.lg.jp

• 空港単体では赤字であったため、サービス購入料
を提案させる混合型コンセッションの方式を採用。

• 民間の自由な発想を生かした先進的な取組を推
進するため、行政として特に縛りをかけず、事
業者からの提案は、県庁の関係部署が受けて実
行に移していった。行政側としても事業者との
コミュニケーション機会を多くつくり、何をし
たいか把握し、サポートできるようにしている。

• 応募者に事業手法自体を提案させ（運営権、指
定管理者、業務委託、その他応募者が提案する
手法）、事業手法決定後に実施方針を公表した。

• コロナの影響もあり、国際線誘致やターミナル
のテナント入居は、今後活発化していくことと
なる。なお、コロナの不可抗力も運営権者のリ
スクとして、県からリスク分離されている。
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●コラム・実務担当者の生の声

連絡先
（Address）

混合型コンセッションにおけるサービス購入料の考え方

着陸料

停留料

土地貸付料

浄化槽負担金

人件費

維持管理費

補助対象施設更
新投資以外の更

新・改良

人件費、維持管理費から
各種収入を控除したもの
に対して、支払われる
サービス購入料（固定）

維持管理（補修・保守等）
に係る更新・改良費用
に対して、支払われる
サービス購入料（変動）

県は、運営権者が収入で賄えられない費用に対して、
サービス購入料を支払う

国際線ターミナル
コンシェルジュスペース



●事業スキーム

●概要●目的

観光資源が豊富な静岡県で、首都圏需要の取り込
も可能な立地を生かしたコンセッション事業

No.26
静岡県

（人口363万人） 富士山静岡空港特定運営事業等

事業概要

●事業データ

●事業検討スケジュール

運営権者は、着陸料その他の利用料金を自ら
設定・収受することにより、滑走路等の空港
基本施設及び旅客ターミナルビルの管理運営
を一体的に行うとともに、各施設の更新投資
についても実施する。

交流人口を着実に取り込み、県の経済発展に
繋げるとともに、利便性と利用者満足度の向
上、一層の業務効率化や収益力向上等による
県民負担の軽減を図る。また、民間による一
体的かつ機動的な空港経営の実現を目指す。

交流人口の拡大や空港の活性化、利便性と利用者満足度の向上、施設の長寿命化や将来にわ
たる県民負担を軽減していくことなどが求められていたが、従来の指定管理者制度では、空
港運営の自由度が少なく、業務・収支の一元化にも限界があった。

●背景

利用者増加財政削減

民間事業者による投資促進

交流人口増加

道
路

道
の
駅

河
川

上
下
水
道
施
設

港
湾

公
園

事業手法 コンセッション方式

施設概要

敷地面積：約1,942,205㎡
延床面積：約18,462㎡（旅客ター
ミナルビル）
空港基本施設及び付帯施設、旅客
ビル施設及び貨物ビル施設 等

事業期間

2019年4月～2040年3月（20年
間）
（オプション延長20年以内＋不可
抗力等による延長を含め最長45年
間）

事業費

更新投資
・滑走路等の更新投資費用は、運
営権者が全額負担
・滑走路等を除く空港基本施設等
の更新投資費用(更新・修繕)は、
県が90％負担
・旅客ターミナルビル等の更新投
資費用は、運営権者が全額負担

運営権対価 10億円

静岡県

SPC
富士山静岡空港

株式会社

運営権実施契約運営権設定 運営権対価

三菱地所㈱
東急㈱

80%
株式
取得

20%
株式
取得

地元企業
10社&

牧之原市

年月 事項

取組経緯

2012
2013.4

2014

「先導的空港経営検討会議」設置
検討会議の答申を受け、「富士山静岡空港の新たな運営体制構築
に向けた県の取組方針」公表
県が富士山静岡空港㈱から旅客ターミナルビル等を取得、同社を
指定管理者として指定。運営権制度導入を具体的に検討開始。

公募
スケジュール

2017.4
2017.5
2018.3

実施方針の公表
募集要項等の公表
優先交渉権者の選定

2018.4
2018.11
2019.4

基本協定の締結
実施契約の締結
事業開始

地域活性化



事業化ポイント

当初抱えていた課題

• 2014年度の組織改正において、空港政策課
経営企画班を設置し、同班が新たな運営体
制構築に向けた取組の推進を行うことと
なった。

• 導入時、スキームの作成に当たり、所管する国
土交通省には頻繁に相談を行いました。

• また、制度導入時には想定していなかったコロ
ナ禍により、経営等に大きな影響が生じること
となりました。このため、今後の導入にあたっ
ては、リスク分担の整理などがポイントになる
と認識しています。

推進体制（庁内の体制等）

事業化による効果

• 空港運営については、コンセッションの
導入によって上下一体の運営体制となり、
経営が一元化された。2018年度まで県が
指定管理者制度により負担していた運営
経費が、制度導入により運営権者の収入
でまかなわれることとなり、年間６億円
程度の県の負担がなくなった。旅客ビル
の機能拡充について、県がビルの増改築
をして体制を整える一方で、運営権者が
５番搭乗橋の整備やセミインライン化な
どの更新投資を実施。

• 利用者満足度の向上については、上記更
新投資により利便性の向上が図られた。
また、将来的な航空路線の拡充や、ホテ
ル誘致等が計画されている。

• 指定管理者の時代ではできなかった機能
拡充について、コロナ禍で経営が苦しい
中でも、運営権者の裁量による投資に
よって、拡充が図られている。

• 2013年に「先導的空港経営検討会議」から
知事に提出された答申において、次の点が
課題として指摘された。
①空港運営の一元化の推進（空港基本施設

と旅客ターミナルビル等との一元的な経営）
②旅客ターミナルビルの機能の充実（旅客

カウンターや荷物検査場付近の混雑解消、
滞留時を快適に過ごすためのサービスの
提供）

③利用者満足度の向上（ラウンジの設置、
両替や旅行保険の提供等）

• 地方空港の特性に鑑み、滑走路等の更新投資
費用を運営権者が全額負担する場合のみ運営
権対価が提案可能なスキームとして、結果と
して運営権対価10億円の提案があった。

• 静岡空港は開港前に静岡空港戦略プロジェク
ト会議を立ち上げ、地元財界や民間事業者が
委員として参画。その場でも、民間活力を
使った空港運営を実施することというコンセ
プトが元々共通認識としてあった。

• 空港運営のための空港運営会社（従前の指定
管理者）には、地元企業等（県は一時的出
資）が出資していた。本事業のSPCは当会社
に選定事業者が出資する形態となっているが、
引き続き２割分は従前の地元企業が株主と
なっており、運営に携わっていくことができ
る体制となっている。
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●コラム・実務担当者の生の声

担当部局 静岡県スポーツ・文化観光部空港振興局空港管理課
TEL：054-221-3273 Email：airport-kanri@pref.shizuoka.lg.jp

連絡先
（Address）

チェックインカウンター

ロビー

ボーディングブリッジ

空港全景

応募者が提案する運営権対価の考え方
出典：募集資料に基づき(株)日本経済研究所が独自作成

県が定める更新投資費用上限額

応募者が提案する更新投資費用総額
↓

提案する額をすべて運営権者が負担する
場合に、運営権対価の提案が可能
本事業は運営権者が負担することとして、
運営権対価が提案された

基本施設に係る更新投資費用
滑走路等：運営権者が自ら更新投資を
行う範囲及び費用を提案
その他：運営権者の提案額の90%を県
が負担する

旅客ビル等に係る
更新投資費用
運営権者が

全額負担する

運営権対価



事業手法 コンセッション方式

施設概要
敷地面積：885.54 ㎡
延床面積：518.91 ㎡
宿泊施設

事業期間 運営権設定日～2040年3月(約20年間)

事業費
1.9億円
（以上、改修工事費について。運
営は独立採算。）

事業費
調達方法

地方創生交付金（146百万円）
重要伝統的建造物群保存地区保存
等事業費国庫補助（27百万円）
街なみ環境整備事業（20百万円）

運営権
対価

74,050,000円
（2023年3月末まで無償）

●事業スキーム

●概要●目的

町家4棟を改修・整備し、公共施設等運営権を
設定して付加価値の高い宿泊施設として運営

No.27
岡山県
津山市
（人口9.9万人）

旧苅田家付属町家群を活用した
施設の管理運営事業

事業概要

●事業データ

●事業検討スケジュール

市が所有する古民家を1棟貸しのホテルにリ
ノベーションし、コンセッション方式により
民間事業者が運営、活用を行う。改修工事は
市が実施するが、工事内について、民間事業
者の意見を十分に反映することとした。

城東地区の歴史的、文化的価値を高めること
へ寄与するとともに、観光客の誘客、地域の
にぎわいの創出と地域活性化、域内需要の拡
大を図るために、「旧苅田家付属町家群」を
まちづくり及び観光の拠点施設として整備す
る。

伝統的建造物に指定されている4棟の町家の改修について、実施設計が完了し、指定管理者制
度の導入を前提としていたが、市に指定管理料の負担があることや、指定管理期間が短く、
長期の事業計画の立てにくい等の理由から、運営方法を全面的に見直すこととなった。

年月 事項

取組経緯 2018.5
2018.6～7

指定管理者制度による運営方針を見直し
現地見学会とサウンディング型市場調査

公募
スケジュール

2018.12
2019.1
2019.3

実施方針の公表
募集要項の公表
事業者の選定

2020.2
2020.7

実施契約の締結
開業

●背景

津山市

㈱ＨＮＡ津山 宿泊施設

利用者
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権
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運営

所有

意見反映

利用
料金

サービス
提供
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修
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事
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交流人口増加 地域活性化利用者増加
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事業化ポイント

当初抱えていた課題

• 個人から町家の寄付を受けたが活用策がな
く数年間放置されていた。老朽化が著しく、
空き家として残置していることについて、
地元から意見されていた。

• 小規模自治体においては、自己財源のみで
事業を行うことは難しく、初期は補助金を
利用して、便益施設、集会所等公益的な施
設を整備する方向性もあった。

• 指定管理者制度では、初動期に市費負担で
赤字を埋めていくことが想定された。また、
自治体として長期間の指定はハードルが高
く、民間にはデメリットだと考えていた。

• 歴史まちづくり推進室（2人）、財産活用
課（２名）、行革推進室（1名）の関係担
当者で方法を検討し、コンセッション方式
を市長へ提案。

• サウンディングや公募資料作成、公募手続
きも外部委託をせず、職員のみで事業化。

• 指定管理を見直して再検討を進められたのは、市長の判断である。スキームの見直しは非常に短
期間であったが、そのため担当者がスピード感をもって行動できた部分はあり、とにかくやって
みる、というマインドが成功要因と言える。

• 事業者へのサウンディングにより、高付加価値な宿泊施設が可能であると判断できた。そうした
運営が最も実現できる方式として、コンセッションを選択した。

• 地方自治法の「公の施設」は設置条例を定めなければならないが、この施設は「公の施設」とし
ていないため、条例を定めておらず、運営の自由度が高いものになっている。

• 本事業の検討や公募資料の作成は、担当者（及び市顧問弁護士）のみで進めた。仮にコンサルタ
ントに外注する場合には、行政がビジョンを持ったうえで、定量的な分析や契約書の難しいとこ
ろを捕捉的にアドバイスしてもらうのが、コンサル活用の本来の方法であろう。

• 行政は施設整備をゴールにしがちだが、しっかりと運営事業者と事業が終わるまで伴走しながら
推進することが大切である。たとえば自分がお客として利用者になることも、事業者にとって安
心感につながるのではないかと考えている。

• これまでの公共施設や公共サービスは成長社会の
中で構築されたシステムであり、今後は一層の多
様性が求められることから、従来の考え方を大胆
にアップデートする必要があると考えています。

• PPP/PFIはあくまで課題解決に向けた手法のひと
つであり、何よりも新しいことにチャレンジし、
クリエイティブにまちの未来をデザインする自治
体職員が増えていくことを期待しています。

推進体制（庁内の体制等）

事業化による効果

• 市から指定管理料を払う指定管理者制度と
異なり、コンセッション方式では市に運営
権対価が入ってくることとなり、財政負担
が軽減された。

• コンセッション方式を採用することで、ま
た、公の施設としないことで、条例の制約
を設けず、マーケットをみながら、民間事
業者にとって一番良いプライシングが可能
となった。

• 事業者の目線、裁量で付加価値の高い利活
用ができている。富裕層やインバウンド等
の新たなターゲットへの訴求も期待できる。

• 周辺の飲食店から朝食を提供してもらう仕
組みを作り、予約時に選択できるようにし
た。こうした民民の提携により、エリア全
体への波及効果も期待できると考えている。

リビング（整備後）

外観（改修後）外観（改修前）

担当部局 観光文化部歴史まちづくり推進室
TEL：0868-32-7000（直通）
Email：machizukuri@city.tsuyama.lg.jp
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●コラム・実務担当者（財産活用課）の生の声

連絡先
（Address）

浴室（整備後）



利用者増加

●事業スキーム

●概要●目的

明治・大正期のれんが倉庫を芸術文化施設とし
てリニューアルし、賑わいの創出を目指す

No.28
青森県
弘前市
（人口16.4万人）

弘前市吉野町緑地周辺整備等PFI事業
[弘前れんが倉庫美術館]

事業概要

●事業データ

●事業検討スケジュール

市が民間施設である吉野町煉瓦倉庫を取得し、
RO方式により美術館として再整備を行うと
ともに、隣接する土淵川吉野町緑地と一体的
に芸術文化施設として運営を行う。また、定
期借地により附帯事業(独立採算)も実施する。

JR弘前駅と弘前公園の中間地点にある吉野町
煉瓦倉庫と、隣接する土淵川吉野町緑地を市
民活動・交流機能を有した美術館として再生
することで、中心市街地の交流人口増加や、
回遊性の向上による賑わいの創出を図る。

少子高齢化や郊外型商業施設の立地等により、中心市街地の歩行者量の減少や空洞化が深刻
だった。一方、弘前市出身の著名作家が展覧会を開催する等、市内外で知名度の高い吉野町
煉瓦倉庫について、美術館として活用を望む声が、市内各団体から挙がっていた。

交流人口増加 地域活性化 市民活動活性化

●背景
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事業手法 PFI-RO方式、指定管理者制度

施設概要
敷地面積：弘前れんが倉庫美術館 3,607㎡

土淵川吉野町緑地 6,778㎡
延床面積：弘前れんが倉庫美術館 3,090㎡
美術館、カフェ、緑地 等

事業期間
PFI事業：2017年6月～2035年3月（17
年9か月）、附帯事業：2019年6月～
2040年3月（20年10か月（定期借地期
間））

事業費 整備費：約2,529百万円
維持管理運営費：約1,806百万円

事業費
調達方法

[整備費]都市再構築戦略事業:約1,170百
万円、地方債:約1,080百万円、一般財
源:約279百万円
[維持管理運営費]全額一般財源
（ふるさと納税をアート作品の収集等
に活用）

VFM 7.8%（特定事業の選定時）

弘前市

SPC
弘前芸術創造株式会社

事業契約サービス
購入料

事
業
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PFI事業
委託

SPC
弘前賑わい創造株式会社

定期借地権設定契約定期
借地料

附帯事業

年月 事項

取組経緯

2014
2015

2016

「ひろさき魅力プロデュース室」を設置
れんが倉庫の取得交渉がまとまり、検討委員会を設置。「ひろさき
魅力プロデュース室」を改組し「吉野町緑地整備推進室」を設置。
基本計画を策定

公募
スケジュール

2016.7
2016.9
2016.9
2017.3

実施方針等の公表
債務負担行為の設定
募集要項等の公表
優先交渉権者の決定

2017.3
2017.6
2020.7

基本協定の締結
事業契約の締結
開業(ｸﾞﾗﾝﾄﾞｵｰﾌﾟﾝ)



事業化ポイント

当初抱えていた課題

• 市には中心市街地の空洞化という課題があ
り、弘前公園周辺と弘前駅の中間地点に位
置し、地元商店街の裏にあたる吉野町周辺
の活性化を目指して整備化を進めた。

• れんが造りの歴史的建造物としての性質を
考慮する必要があったが、耐震調査の結果
からは、建築物としては構造上弱いことが
判明しており、活用策を模索していた。

推進体制（庁内の体制等）

事業化による効果

• 展覧会の開催と弘前4大祭りを開催するに
あたり、中心市街地との連携を図る観点で、
入館料の割引や来場特典の取組を実施する
等、周辺施設を巻き込みながら活動してい
る。美術館は中心市街地の裏手にあるため、
観光客を歩かせる狙いもある。

• 附帯事業のカフェは、来館者数に合わせて
利用者も増えてきている。

• 美術コミュニティに対して創作やコミュニ
ケーションの機会を提供する機能として、
学校へ働きかけて校外学習の利用や、地元
商店街の方を呼ぶ等、市民向けのソフト事
業を充実させている。

• イベントも毎週のように開催されており、
例えば展覧会では作家と作品を作る参加型
のワークショップなどが開催されている。

• 吉野町煉瓦倉庫を活用することを検討する
中で、H26年に魅力プロデュース室（事務
職3名、技術職1名）を設置。

• 魅力プロデュース室は、民間施設であった
れんが倉庫の取得が合意できたことで、吉
野町緑地整備推進室に再編した（H27年、
事務職3名、土木1人、建築１名、市の学芸
員１名）。

• 同室は、周辺の道路整備とともに面的整備
として捉える必要があるため、R2年には都
市計画課に配置された。

• 1990年代にも取得交渉を行っており、当時
から美術館として整備してほしいという意
見はあった。市として文化都市を目指して
おり、当時の市長が、その拠点となる施設
にすることをマニフェストに掲げていた。

• 事業を進めるにあたり、市民との対話、コ
ミュニケーションを重視し、設計や工事に
入る前段で、説明会を都度行ってきた。

• 公募開始後に、競争的対話について要望が
あり、アドバイザーと相談しながら実施し
た。耐震改修工事の必要性や美術館という
運営の難易度の高い本事業において、実現
性の高い提案を受けることにつながった。

• 美術品の収蔵や企画はSPCの裁量に任せて
おり、市として定めた収集方針に則り、作
品提案をすることとなっている。できるだ
け指定管理者に権限を与えて、自由に進め
てもらっている。

• 材質、構造上の特性から、改修工事におけ
る品質、耐久性の確保のため、建設モニタ
リングで、外部専門家の助言を受けた。

前例のない施設であったことから、開館ま
での期間は苦労も多かったですが、指定管理
者と対話を重ねるなかで、信頼関係を構築し
ながら運営を進めてきました。新型コロナの
影響があり、想定していた賑わいの創出に向
けては、これからの取組みが重要になってき
ます。中心市街地の面的な事業として、指定
管理者が持つ知見やノウハウを活かして、広
がりのある事業としていきたい考えです。

整備前 整備前

美術館 シードルカフェ

担当部局 弘前市観光部文化振興課
TEL：0172-40-7015 Email：bunkashinkou@city.hirosaki.lg.jp
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（Address）



●事業スキーム

●概要●目的

駅前に分庁舎とホテル等の複合施設を整備し、市民
利便性の向上とにぎわい創出を実現

No.29
奈良県
橿原市
（人口12万人）

八木駅南市有地活用事業
[ミグランス]

事業概要

●事業データ

●事業検討スケジュール

分庁舎と観光施設（宿泊・コンベンション・
飲食物販等）の複合施設の整備・維持管理・
運営をPFI-BTO方式で実施。宿泊・飲食物販
等施設は市が整備し民間事業者に賃貸し、民
間事業者が独立採算で運営する。コンベン
ション施設は指定管理者制度を導入。

市民の総合窓口機能を提供する分庁舎を整備
し市民の利便性の向上を図るとともに、観光
の拠点として宿泊施設等の観光施設を整備し、
中南和地域の広域観光拠点としてふさわしい
都市機能の形成を図る。

近鉄大和八木駅前の未利用市有地は、市の中心部を形成する交流都市拠点として、有効活用
が長年の課題であった。また、本庁舎が老朽化しており、市民が訪れる場所を集約するとと
もに、内外の観光客を誘致し、観光振興を図るため、宿泊を含む観光施設と、分庁舎の複合
施設を整備することとなった。

市民生活向上 市有地利活用交流人口増加

年月 事項

取組経緯
2012.7～2013.5
2012.12～2013.2・5
2013.8～10

八木駅南市有地活用事業化検討業務
対話型市場調査
宿泊需要調査

公募
スケジュール

2014.3
2014.4
2014.7

債務負担行為の設定
実施方針の公表
募集要項の公表

2014.12
2015.1
2015.3
2018.2

優先交渉権者の決定
協定書の締結
事業契約の締結
開業

事業手法 PFI-BTO方式、指定管理者制度

施設概要

敷地面積：3,794.76 ㎡
延床面積：15,720.85㎡（うち庁舎
7,663.74 ㎡） 地上10階地下１階
施設：庁舎、観光施設（宿泊・コンベン
ション・展望・飲食物販・観光振興支援
施設）等

事業期間 2015年4月～2038年3月（23年間）

事業費
設計・建設：約67億円（税込・金利含
む）
維持管理・運営費：約30億円（税込）
事業者からの賃料：4.6千万円/年

事業費
調達方法

施設整備費：一般財源（うち起債適用分
約21億円）
維持管理・運営費：一般財源（20年間
均等払）

VFM 14％（特定事業選定時）
29.8%（事業者選定時）
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事業化ポイント

当初抱えていた課題

担当部局 橿原市役所財務部資産経営課分庁舎管理室
TEL：0744-47-2668 Email：bunchosha@city.kasihara.nara.jp

＜庁舎機能に関する課題＞
• 既存庁舎の耐震性の欠如。
• 市民の交流スペースが不足。
• 複数の建物に市民の窓口となる部署が分散

しており、手続き等に関する利便性が欠如。
＜まちづくり等に関する課題＞
• 橿原市は、文化的、歴史的な観光資源が多

く観光客も多いが、日帰り客が多かった。
• 観光客誘致の拠点となるホテル等観光施設

の整備により宿泊客を増やし、観光振興・
地域経済効果を高める必要があった。

＜その他＞
・駅前の有効活用とにぎわいの創出。

• 官民間で多段階のコミュニケーションを実施：事業化検討業務でホテ
ル運営事業者へのアンケート、公募型意見聴取、市長によるホテル運
営事業者に対するトップセールス、実施方針公表・公募要項公表後に
おける個別対話の実施等、多段階のコミュニケーションを実施した。

• 市が宿泊施設を所有することで民間事業者の事業リスクを分担：上記
官民コミュニケーションの結果、民間事業者が施設整備も含めて独立
採算型でホテルを事業化することは困難と判断されたため、公共施設
等である観光施設に宿泊施設、飲食物販等施設等を含め、公共負担で
施設整備を行い、市と事業者で定期建物賃貸借契約を締結し、事業者
に観光施設を賃貸することとした。これにより、宿泊施設事業の事業
化の可能性が高まった。

• 宿泊施設運営事業者等への事業性の配慮：宿泊施設部分等については、
市場環境の変化、経済情勢の変動により3年ごとの賃料見直し協議が可
能となっており、20年間の長期運営への配慮を実施。

• その他：職員・議員の理解向上のため、内閣府の専門家派遣制度を利
用し、官民連携についてのレクチャーを受けた。

事業化による効果

• 複数の建物に分散していた市民の窓口を、新
たな建物に集約。分庁舎整備後のアンケート
においては、市民から「きれいになった」
「広くなった」「集約して利用しやすくなっ
た」等の声が寄せられている。

• ホテル稼働率は、コロナ禍を経て近年上昇傾
向。吉野の桜の花見シーズンは特に好調。

• １階のレストラン・カフェは多くの客でにぎ
わうようになった。

• 2012年7月検討開始時は財産契約課が担当。
• 2013年、本事業を含めた駅前整備を推進す

るための課として八木駅周辺整備課が発足
し、建設完了まで所管課として推進。

• 現在の分庁舎の担当は、維持管理・運営が
中心であるため、資産経営課分庁舎管理室
が担当となっている。

推進体制（庁内の体制等）

• 本事業では、観光等を通じた地域振興のために
はホテルが必要であるという市の方針があると
ともに、官民間のコミュニケーションにより、
市がホテル所有者となる仕組みを採用したこと
で、民間事業者の事業リスクを的確に分担でき、
民間事業者の応募につながったと思います。

配置図

2017 2018 2019 2020 2021 2022
ホテル
稼働率 50.0 61.2 66.3 49.3 68.4 83.9

(2月末)
展望
来場者 17,88753,54742,09618,48921,49823,283

(1月末)

ホテル稼働率や展望来場者の推移

整備前

整備後

イベントによるにぎわい
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●事業スキーム

●概要●目的

市街地再開発事業を活用した区庁舎と民間分譲住宅等
の複合的な整備により、にぎわいを創出

No.30
東京都
豊島区
（人口30.1万人）

南池袋二丁目Ａ地区第一種市街地
再開発事業
[としまエコミューゼタウン]

事業概要

●事業データ

●事業検討スケジュール

池袋副都心に隣接する土地特性と都市計画道
路整備に伴う土地ポテンシャルの向上を活か
し、業務・商業・住宅が一体となった計画的
複合市街地を形成。区庁舎については、小学
校跡地等と区役所跡地等の活用により、権利
床と保留床を確保し、区民の負担なしに整備。

池袋副都心に隣接した土地特性を活かし、地
域の拠点となるよう、土地の高度利用を図り、
安全で快適な街の実現を目指す。また、回遊
性を高める歩行者空間を整備し、東池袋駅を
中心とした歩行者ネットワークを形成し、幹
線道路沿道にふさわしい景観形成を目指す。

南池袋二丁目の旧日出小学校跡地の周辺（A地区）では都市計画道路の事業化を機に市街地再
開発事業への機運が高まっていた。一方、区役所は区民サービス提供への課題解消のため建
替えが必要だったが、財政上困難な状況にあった。そこで、A地区の市街地再開発事業に地権
者として参加することを前提に新庁舎整備の候補地として地域の拠点整備を推進した。

市民生活向上 跡地利活用 交流人口増加

地域活性化 利用者増加

財政削減

職員能力向上

年月 事項

取組経緯

2006.3
2006.5
2008.9
2009.7
2009.11
2010.1
2010.8
2010.11
2011.4
2015.3

｢南池袋二丁目地区市街地再開発準備組合｣設立
新庁舎整備方針（素案）公表、豊島区が準備組合に加入
新庁舎整備方針策定
「南池袋二丁目Ａ地区」地区計画・市街地再開発事業等の決定・告示
新庁舎整備基本計画策定
「南池袋二丁目地区市街地再開発組合」設立認可
事業計画 認可
新庁舎整備推進計画策定
「権利変換計画」認可（全員同意型）
施設建築物竣工

事業手法 市街地再開発事業

施設概要

敷地面積：約8,330㎡
建築面積：約5,320㎡
延床面積：約94,680㎡
施設構成：庁舎・店舗 （1F）

店舗・事務所（2F)
庁舎 (3F̃10F)
集合住宅 (11F̃49F)

事業期間 2010年度～2016年度

事業費
約429億円
（うち区を含む地権者の負担分）

保留床: 131億円 増床: 11億円

床購入資
金の調達

◆庁舎の床に関する資金調達
庁舎跡地等活用：約124億円

●背景
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南池袋二丁目A地区市街地再開発組合

設計会社
㈱日本設計

隈研吾建築都市設計事務所

建設会社
大成建設㈱

発注

設立

庁舎跡地等活用
（別事業）
本庁舎敷地

公会堂・
分庁舎敷地

権利
変換

地代を充当
約124億円保留床

購入

地
代

借
地

地権者
区新庁舎

（権利床＋保留床）

参加組合員（保留床取得）
・東京建物㈱ ・㈶首都圏不燃建築公社

旧日出小学校
旧南池袋児童館

権利床

施設建築物

保留床
購入

発注



事業推進のポイント

当初抱えていた課題

担当部局 都市整備部都市計画課再開発グループ
TEL：03-4566-2637 Email：A0022603@city.toshima.lg.jp

推進体制（庁内の体制等）

事業化による効果

• 旧区庁舎は施設の老朽化と分散した窓口に
よる区民サービスの提供に課題があり、建
て替えが検討されていたが、財政状況から、
新庁舎の建設は困難な状況であった。

• A地区は都計道の整備に伴い廃校となった小
学校跡地を含む木密地域の防災性と安全性
の向上が求められていた。

• 区部長職等を委員とする検討委員会等を設置
新庁舎等建設調査研究委員会（H15～H22）
新庁舎整備推進委員会（H23～H26）
新庁舎整備推進本部（H26～）

• 施設管理部門に庁舎建設室を新設（H27）
（部長1名・課長2名・係長4名・主任以下5名）

• 都市計画決定事務を都市計画課が、補助金
業務等再開発事業に係る事務は都市開発課
が担当

• 再開発事業による共同化によって木造密集
市街地が解消され、街の不燃化が促進され
ると共に、庁舎との合築により耐震性と省
エネ性能が著しく向上した。

• 基盤整備に伴い狭隘な道路が拡幅整備され、
歩道状空地等による安全な歩行者空間が確
保された。併せて、電線共同溝による無電
柱化により防災性と景観が向上した。

• 旧庁舎では分散していた窓口が統合された
ことで区民サービスの著しい向上が図られ
た。

• 本地区と東京メトロ有楽町線の東池袋駅と
を地下通路で繋ぐことにより、年間3,000万
人を超える来場者で賑わう複合商業施設
（サンシャインシティ）とも地下通路で繋
がることとなり、回遊性の高い、安全で安
心な歩行者ネットワークが形成された。

• 少子化と耐震化による小中学校の統廃合が進
む中で、旧庁舎跡地の活用を前提とした再開
発事業による新庁舎整備手法の候補として検
討を重ねた。その結果、本地区に隣接する都
市計画道路の事業化により沿道地域での再開
発への機運の高まりと誘いを受けて、まちの
賑わいの創出や資金計画に優れた本案に決定
された。

• 集合住宅との合築による設備の更新時期の違
いを解消するため、それぞれの部分で完結す
る計画とし、住宅、非住宅単独で管理できる
設計とした。

• 議会の移転が伴うことから、当初から事業推
進の条件として土地や建物に権利を有する者
等の全員の同意が求められており、権利変換
については当初より110条型※であることが
必須要件でした。そのため転出する借家権者
を含め全員の同意を得て事業を推進していま
す。

• 区は大規模地権者ではありますが事業を推進
する決定的な役割は各地権者でした。区では
負えない大きな役割を各地権者が遂行したこ
とにより達成できたプロジェクトだったと考
えています。

（写真の出所）豊島区HP 庁舎フォトライブラリーより
庁舎内部の様子

※都市計画法110条に基づく全員同意型の権利変換方式のこと。権利変換内容に対し、関係する権利者等の全員の同意が得られた
場合、一定の規制や手続きの緩和により、柔軟に権利変換計画の内容を定め、権利変換を進めることができる権利変換の手法。
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一括発注による事務負担の軽減

●事業スキーム

●概要●目的

村の庁舎をリース方式により民間事業者が整備及
び管理運営。初期投資を抑え費用の平準化を実現。

No.31
沖縄県
座間味村
（人口924人）

座間味村新庁舎整備事業

事業概要

●事業データ

●事業検討スケジュール

事業者が座間味村所有の土地に、村が使用す
る庁舎をリース方式により整備し、維持管理
を行う。施設の所有は、リース期間中は事業
者とし、リース期間終了後は、村に無償にて
譲渡される。

老朽化した現庁舎を建て替え、庁舎機能や防
災拠点機能を満たす庁舎を迅速に整備する。
事業化にあたっては、財政負担の平準化、設
計・建設・維持管理の一括発注による事業者
の確実な応募と事務負担の軽減を達成する事
業手法を導入する。

庁舎が老朽化し、庁舎機能や防災拠点機能を果たせなくなっていた一方で、庁舎整備のため
の財源は不足していた。また、離島での建築設計業務はコスト高となるため、建築設計業務
単体の入札は不調続きであり、職員の事務負担も重くなっていた。

応募事業者の確保

財政負担の平準化

●背景
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事業手法 リース方式

施設概要

敷地/延床面積： 約997.36㎡/約1,289㎡
（土地は事業者に無償貸与）
施設：鉄骨造３階建。1～2階 庁舎、3階 多
目的ホール（平常時は集会所、災害時は防
災拠点として利用）

事業期間
整備：2015年6月～2016年2月

（約1年間）
リース期間：2016年3月～2031年2月

（15年間）

事業費
庁舎整備費：総額592,000,000円（税込）
維持管理費：総額 41,820,000円（税込）
諸経費 ：総額336,041,600円（税込）
リース料 ：総額969,861,600円（税込）

事業費
調達方法 リース料：一般財源（15年均等払い）

大和リース株式会社
建物所有・設計・建設・施工管理・維持管理

座間味村

リース契約

発注
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発注

JV

年月 事項

取組経緯

2013

2014.4

2014

課長を中心とした庁内プロジェクトチームの立ち
上げ
プロジェクトチームによる検討内容報告（新庁舎
必要性、建設時期、場所等）
村民を交えた検討委員会の開催

公募
スケジュール

2014.9
2014.10
2014.10

提案募集要項
参加意思表明書の提出
提案書の提出

2014.10
2014.10
2016.3

審査結果の公表
リース契約締結
庁舎利用開始

ライトアップの様子



事業化ポイント

当初抱えていた課題

推進体制（庁内の体制等）

事業化による効果

• リース方式を採用し、設計・建設・維持管
理を一括発注できたことで、財務負担の平
準化、応募事業者の確保、事務業務の負担
削減が達成された。

• 防災拠点施設としてシャワールームや台所
が整備され、避難所としても活用できるよ
うになった。

• 外からの来訪者も使える庁舎として、トイ
レを利用しやすくした（庁舎入り口とは異
なる入り口からのトイレ利用ができる動線
整備、授乳施設整備、お子様専用トイレ、
オストメイト整備等）。

• 沖縄らしい設計を取り入れ、夜にはライト
アップされるため、観光客が撮影するス
ポットにもなった。

• 島外の事業者が受注したため、船舶利用、
宿泊に係る需要が発生した。

• 村長からのリース方式に関する情報提供が
検討のきっかけ。島外視察も含め情報収集
を行った。

• 検討委員会は公募前に立ち上げており、老
人クラブ会長、商工会会長、観光事業者の
長を集めて開催。村民の意見を取り入れ、
村民に親しまれる庁舎の整備を目指した。

• １階のトイレは、デザイナーによるデザイ
ンを取り入れ、美しく使いやすいトイレと
した。

• 庁舎には多様なシステムが導入されており、
関係するそれぞれの業者をまとめる必要が
あった。システムが複雑化していることか
ら苦労したが、事業者に調整役を担っても
らった（Jアラートやリモートシステム等
等）。

• リース方式により、様々な課題が解決され
たため、村内の職員宿舎もリース方式で整
備。洗練された住宅を建てることができた。

• パートナーとなった事業者の努力と綿密な
計画があったおかげで、庁舎建設から庁舎
の開庁式まで、統括者として大きな事業を
遂行できました。

• 官民連携のポイントは、建築中に気づいた
事や細かな要望を担当者を通じてをきちん
と伝えることだと思います。電話やメール
で密に連絡を取りながら進めました。

• （担当の総務課長が）女性だったため、女
性ならではの視点として、女性専用の厚生
室（職員が休憩などに使うスペース）や授
乳室を整備することができました。

担当部局 座間味村役場総務課
TEL：098-987-2311 Email：zaisei@vill.zamami.lg.jp
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●コラム・実務担当者の生の声

連絡先
（Address）

• 庁舎の老朽化が進んでいた一方、従来手法
で整備するだけの財政的余裕がなかった。

• 庁舎として使いにくい動線。
• 老朽化により、防災拠点機能が果たせてい

なかった。
• 小規模な離島のため、人口・職員数も少な

い。その中で総務課長が庁舎建設に係る実
務責任者を担っており、設計・建設・維持
管理を個別発注する場合、業務過多が見込
まれた。

• 離島での設計・建設業務はコスト高となる
ため、個別発注の場合、入札不調が続いて
いた。

• 総務課長が中心となり、庁内プロジェクト
チームを立ち上げチーム一丸となって検討
を行った。

• 村民も含めた検討委員会の運営も総務課が
担当した。

エントランスホール 沖縄らしい花ブロック

整備後（外観）

整備後（内観） 幼児用トイレ

整備前（外観）



ブランド構築

民間企業が整備・管理・運営する施設を、市が必要
部分のみ利活用する新たな形の官民連携モデル事業

No.32
青森県
八戸市
（人口22.0万人）

FLAT HACHINOHE整備プロジェクト

事業概要

市民生活向上 市有地活用交流人口増加
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●事業スキーム

●概要●目的

●事業データ

●事業検討スケジュール

民間企業が市有地を無償貸借し、自らの資金
調達で興行用アリーナを整備・管理運営する。
八戸市は年間2,500時間分の利用枠を年間1億
1千万円（税込）で30年間固定的に借り受け
る。

売却の見通しが立っていなかった保留地を市
が購入し活用。市が整備費を負担することな
く、イベント誘致や市民利用が可能な施設を
整備。財政への負担を縮小及び平準化させ、
市民生活の向上や交流人口の増加を達成させ
る。

東北新幹線八戸駅西口で広域の玄関口に相応しいまちづくりを行うため、八戸市は1997年か
ら土地区画整理事業を進めてきた。この区域内にある約1万5,000㎡の保留地は集客施設を配
置することとなっていたが、長年に渡って具体化することはなく、事業推進上の課題となっ
ていた。また八戸市では、1990年に整備された民間のアイスアリーナの老朽化に伴い、代替
となるアイスアリーナの整備を課題としており、民間のアイスアリーナの整備促進を検討し
ていた。

年月 事項
取組経緯 2018.10 クロススポーツマーケティング(株)と土地使用貸借契約締結
事業
スケジュール

2018.1
2018.12

設計開始
建設開始

2020.3
2020.4

施設利用に関する協定締結
開業

事業手法 民設民営

施設概要

敷地面積: 約15,000m²
建築面積: 約5,150m²
延床面積: 約7,200m²（アイスホッ
ケー時 約3,500人、バスケット
ボール時 約5,000人収容）
鉄骨造・RC造、地上2階

事業期間 整備：2018年12月～2020年3月
事業：2020年4月～

事業費

整備費及び維持管理費：民間負担
（金額非公開）
利用料として、市が1.1億円/年（税
込）を支払う。

事業費
調達方法

施設整備費：日本政策投資銀行、
地域金融機関、ゼビオHDの投融資
市の利用料：一般財源

●背景

FLAT
HACHINOHE

施設運営
クロススポーツ
マーケティング

（ゼビオグループ
のグループ企業）

金
融
機
関

施設所有
XSM FLAT八戸

土地の
無償貸与

利用料
支払い

出資
及び
融資

ゼ
ビ
オ
Ｈ
Ｄ

施設利用者

施設貸出 施設利用料

利用枠
借り受け

施設貸出

施設
利用料

八
戸
市



事業化ポイント

当初抱えていた課題

担当部局 八戸市観光文化スポーツ部スポーツ振興課
TEL：0178-43-9159
Email：sportsshinkou@city.hachinohe.aomori.jp

• 市は、市内外から人が集まる交流拠点とし
て、土地区画整理事業の保留地に集客施設
を配置したいと考えていた。

• また、民間のアイスアリーナの老朽化が進
んでいたため、代替施設が必要であった。

推進体制（庁内の体制等）

事業化による効果

• コロナ禍での開業により、想定通りのイベ
ント開催や集客状況ではないが、著名ス
ケーター等によるアイスショーやeスポーツ
の全国大会、地域イベント（バザー、ラジ
オ体操等）等、様々なイベントが開催され
ており、交流拠点として機能し、交流人口
増加の効果が得られつつある。

• アリーナ転換（スイッチング）をすること
で氷上だけでなく通常のアリーナとしても
利用できるため、B２リーグの試合や３×３
のホーム戦（年２回程度）も開催している。

• 八戸市は氷上の競技（アイスホッケー、
フィギュアスケート、スピードスケート）
が盛んであり、FLAT HACHINOHEがある
ことで、市民の練習や大会、体育でのス
ケート授業等の需要を満たすことが可能と
なった。

• 全国クラスのイベントができているため、
シティセールスに繋がった。「氷都八戸」
を全国にプロモーションできた。

• 施設が市民の練習や大会へのニーズに貢献
できていることから、利用者の「施設が
あってよかった」という意見は多い。

• クロススポーツマーケティング㈱と子会社
のアイスホッケーチームがホームリンクの
整備を検討しており、それを踏まえて市が
誘致した。企業誘致のような形である。

• 市が、年間2,500時間分の利用枠を年間1億
1千万円（税込）で30年間固定的に借り上
げることで、市はアリーナの利用時間を確
保でき、事業者は安定的な収入を得ること
が可能となっている。新たな形の官民連携
モデルだと認識している。

• 市の利用枠の日時は、日常の競技者たちの
練習や学校体育のスケート授業利用、地元
の学生や社会人の大会、国体等の全国大会
等の利用を想定して設定している。

• 市の利用枠における利用率や満足度を高め
るため、事業者との話し合いや、利用者の
意見を聞く機会を多く持っている。

• 民間事業者が整備と運営を一体的に行い、
高いイベント誘致能力を発揮しているため、
全国クラスのイベント誘致が可能となって
いる。

• 「観る」ことに対する投資が大きく、公共
のアイスリンクとは差別化されている
（例：センタービジョン、屋内外に設置の
リボンビジョン）。 • 市民のニーズを把握する機会を増やし、そ

れぞれの自治体ならではの取り組みをして
いただければよいと思います。

• 自治体ごとに背景・市民ニーズが違うため、
同じことはできないと思いますし、議会対
応も変わると思います。八戸市の取り組み
で、少しでもヒントになることがあれば、
ご相談ください。

施設位置図 写真提供：FLAT HACHINOHE
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• 本事業用地に関係する周辺地区の賑わいづ
くりは、都市政策課が担当し、スポーツに
係る部分は、スポーツ振興課という役割分
担としている。

• 必要に応じ両課で協議を行っているが、事
業者とのやりとりは、役割分担に沿って実
施している。

アイスアリーナ利用時

コンコースアリーナ利用時

施設全景



住民交流向上

●事業スキーム

●概要●目的

旧小学校校舎を改修し、町内外の人々が集い、
憩いの場とする新たな交流拠点を創出

No.33
北海道
東川町
（人口0.8万人）

東川町複合交流施設 せんとぴゅあ

事業概要

●事業データ

●事業検討スケジュール

旧小学校校舎の改修及び別建物の新設により、
図書機能、国際交流機能等、多様な機能を持
つ施設を整備する。管理運営は、指定管理者
制度及び一部直営にて実施する。

東川町独自の文化活動を中心に、図書機能、
国際交流や日本語学校、住民の自主的な活動
など、多様な人々と文化が交流する写真文化
首都の拠点となる施設を整備する。

東川町は、写真文化を手掛かりに地域の自然、文化資源を生かした住民と来訪者との交流を
通じたまちづくり活動を展開してきた。一方、これまでの活動や資源をさらに活かした効果
的な情報発信、住民生活文化の向上、中心市街地の回遊型ネットワークの構築など新たなま
ちづくりの課題が顕在化していた。平行して、移転した小学校の跡地活用も検討されていた。

市民生活向上 跡施設利活用 交流人口増加

事業手法 直営及び指定管理（宿泊施設及びコミュニ
ティカフェ）

施設概要

延床面積：約6,678㎡
敷地面積：約26,850㎡
せんとぴゅあⅠ：日本語学校、宿泊施設、
ギャラリー、コミュニティカフェ、コミュ
ニティホール
せんとぴゅあⅡ：図書スペース、作品展示
スペース、大雪山アーカイブス、セミナー
室、学習室等、アンテナショップ

事業期間 2016年1月～現在

事業費 整備費：約22億円(せんとぴゅあⅠ及びⅡ)
管理運営費：4,000万円/年

整備費
調達方法

地方創生拠点整備交付金：3億円（せんと
ぴゅあⅡ）
地方債等：約19億円（交付税措置あり）
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東川町

年月 事項

取組経緯

2013
2015

2016
2018

2016.10
2018.7

小学校跡地活用検討委員会
写真文化首都創生総合戦略、旧跡地利用計画、
せんとぴゅあⅠ基本設計・実施設計
せんとぴゅあⅠ竣工
せんとぴゅあ運営企画検討プロジェクト会議、
せんとぴゅあⅡ竣工
せんとぴゅあⅠ開業
せんとぴゅあⅡ開業

指定管理者
㈱東川振興公社

利用者

せんとぴゅあⅠ

せんとぴゅあⅡ
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事業化ポイント

当初抱えていた課題

担当部局 東川町文化交流課
TEL：0166-82-2111
Email：kikaku.soumu@town.higashikawa.lg.jp

• 企画系の部署が中心となり推進。
• ただし、町役場の職員が事務職計80人程度

で、通常より課の概念で動いておらず各課
横断で仕事をしているため、本事業におい
ても横断的に事業を推進。

• きっかけは住民の要望であり、行政として
課題解決を考えた結果、本事業のコンセプ
トやスキームとなった。

• 補助金や交付税措置を活用するとともに、
まちへの将来的な投資に繋がる施設内容を
考え、住民に負担ではなく財産となる事業
とした。

• 具体的には、まちの価値が高まることで、
定住・交流人口も増えると考え、「ここに
居たい」と思える場所を作ることがまちに
とっての財産だと考えた。

• 住民のための施設になっているかどうかで
ある。施設の存在意義や結果が住民の幸せ
につながっているかを考えて事業を行うこ
とが重要。

• 8,000人程度の人口しかいないため、ある程
度利用者のイメージはできており、その中
で核になるような方々とコミュニケーショ
ンをとりながら、顔と顔が見える関係性の
中で、官民の分け隔てなく、ともに事業を
検討した。

推進体制（庁内の体制等）

事業化による効果

• せんとぴゅあは多様な人々の居場所にな
り、地域外からの人も来るようになった。

• 施設が整備できたことで、日本語学校を
公立化。留学生との交流も盛んになった。

• Wi-Fi整備済の施設のため、コロナにより
テレワークが必要になった方が利用する
ようになった。本州や東京からの来訪者
もあり、ワーケーションの場にもなった。

• 施設は夜21時まで開放されているため、
施設そのものが街の灯りとなった。夜間、
こどもたちがバスを待つ間の居場所等に
もなっており、見守り機能も担っている 。

• 夜、留学生が快適に勉強できる場になっ
ており、よく学ぶ姿が町民の「学びの啓
発」につながっている。

• 利用者数は、開業から増加しており、コ
ロナ禍でもあまり減ることはなかった。
安心して利用できる場所として、なるべ
く開けるようにしていた。

• 写真コレクションや家具デザインアーカ
イブス等、まちのコレクションを展示し
ているため、観光施設のような機能も果
たしている。海外からの視察もある。

• 町民からの要望として、「様々な人が集ま
り、活動するための場」や「図書館」の整
備が求められていた。

• 1つ1つの要望に対してそれぞれ施設を整備
するのではなく、住民や留学生等多様な
人々が一体的に活動することが可能な複合
的な場がなかった。

配置図

• 本事業は事業手法にこだわらず、解決した
い課題と住民の求めるものに答えながら進
めたものです。必要な制度の知識について
は専門家に聞きながら、事業ごとに適切な
制度や手法を選ぶことが重要です。

• 事業の実施により、様々な人と仲良くなり、
まちづくりにつなげることができました。
外国人の方々も含めて人との関係性ができ
たことがこの事業の大きな成果です。

せんとぴゅあⅡ 内観

2018 79,862

2019 190,830

2020 147,143

2021 169,033

東川町
定住人口の推移

せんとぴゅあⅡ
入館者数(人)
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施設管理の効率化

●事業スキーム

●概要●目的

指定管理者のアドバイザーとなるパートナー企業
を導入し、施設管理の効率化や魅力向上を実現

No.34
福岡県
宗像市
（人口9.7万人）

宗像ユリックス指定管理業務

事業概要

●事業データ

●事業検討スケジュール

市がパートナー企業の募集・選定を行い、選
定されたパートナー企業が、指定管理者に対
し、管理運営業務全般の支援を行う事業。宗
像市、公益財団法人宗像ユリックス（指定管
理者。非公募）、パートナー企業が三者協定
を締結する。

宗像ユリックスの指定管理において、施設管
理の効率化や、魅力を向上させる事業（イベ
ントやコンテンツ等）等を実現させるため、
指定管理事業者を支援する「パートナー企
業」を導入し、長く市民に愛される施設とし
ての存続を図る。

令和元年当時、宗像ユリックス（ホール、スポーツ施設等を含む総合公園）は既に築30年を
超え、老朽化が顕著となり、施設の魅力も低下していた。そのため、財政状況を踏まえた保
全工事とともに、施設管理の効率化による管理費削減や、魅力の向上が必要となっていたが、
市や指定管理者の公益財団法人には、ノウハウやアイデアが不足していた。

施設の魅力向上

利用者増加 省エネルギー

年月 事項

取組経緯

2020.7
2020.10～11
2021.1～3
2021.3～4

国土交通省の「専門家派遣によるハンズオン支援」の活用
民間プレサウンディングの実施
公募型サウンディングの実施
最終事業スキームの決定

公募
スケジュール

2021.6
2021.7
2021.7

パートナー企業の公募
パートナー企業の提案
パートナー企業の決定

2021.8̃2022.3
2022.4

事業開始に向けた協議
パートナー企業を活用
した指定管理の開始

事業手法 指定管理者制度（非公募）、パートナー
企業によるパートナーシップ

施設概要

面積：約251,000㎡
本館：ホール（最大2309人収容、最大
622人収容のホール２つ）、展示室、図
書館、プラネタリウム等
アクアドーム：温水プール、ダンススタ
ジオ、トレーニングジム
屋外施設：プール、広場、パットゴルフ
場、テニスコート等

事業期間 指定管理期間：2022年4月から4年間
（パートナーシップ期間は2年間）

事業費
指定管理料：4年計14.7億円（うち1,000
万円/年がパートナー企業への委託料）
保全工事等の費用は都度予算化

●背景

指定管
理料

委託料の支払い

事業（イベント）に関し、収益性の向上や新規事業等
に関するアドバイス・支援
施設維持管理に関し、コスト削減等のアドバイス・支援

パートナー
企業

公益財
団法人
宗像ユ
リックス

三者協定

パートナーシップ契約

宗像市指定管理
協定

管理費の削減
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事業化ポイント

当初抱えていた課題

• 施設の老朽化が進んでおり運営費も増加、
今後の改修費や修繕費の増加を抑えつつ、
改修後の管理コストを抑える工法・手法を
導入する必要があった。

• 公益財団法人の実施する文化事業もクラ
シック鑑賞等に固定化（マンネリ化）の傾
向があり利用者も減少。

• これら課題に関して、市や指定管理者のノ
ウハウやアイデアが不足。

• 当初は、アセットマネジメントの担当課が
プレサウンディング等を実施。

• その後は、文化担当課が推進。担当は文化
担当課長及び市民文化係長の２人で、いず
れもPPPの実績は特になし。

• 担当係長は地元テレビ局への出向経験があ
り、経験やネットワークを活かしたイベン
ト企画が可能。ただし人手は不足。

• 国土交通省のハンズオン支援制度を活用し、
ここでのアドバイスが事業構築に役立った。

• 新型コロナ等の状況下において、現指定管
理者を前提としながら、外部の民間ノウハ
ウを活用するためのパートナー企業の活用。

• 市が目指す方向・ビジョンをしっかり事業
者に示し、それを達成する手段は事業者に
任せることが成功のポイント。仕様書至上
主義ではなくビジョン主義。

• 目標については、数字で示すことにより明
確化し、市と事業者とで共有。

• 民間事業者の実力は、想像以上のものがあ
ります。

• 民間事業者は、地域をよくするためのモチ
ベーションや方策、地域との連携など、本
来行政が持つべきものを持っていることも
あります。

• 行政の物差し以上のことを提案し、実現し
てくれる可能性があるので、まずは民間の
ポテンシャルを信じて、取り組みを始めて
みてほしいと思います。

推進体制（庁内の体制等）

事業化による効果

• パートナー企業の協力事業者として地元大手
ガス会社及び子会社が参入し、管理費の削減、
省エネを実現。

• パートナー企業の持つ植栽管理のノウハウに
より、植栽の見栄えを維持向上させつつ管理
費を抑制。

• パートナー企業は、市や公益財団法人の知見
を上回るコンテンツを提案・実現。プールの
清掃イベントなど、体験型のイベントの実施
により、利用者に宗像ユリックスへの施設愛
が芽生える二次的効果が発生。

• 市主催の定期開催のギャラリーは、展示物を
アーティストや鉄道愛好家、学校等から無償
で借り受け、予算0円で実施。入場料無料が
可能となることで、より多くの集客を実現。
イベントの継続的な開催により、特別な理由
なく日常的に来場する利用者が増加。

• 20～30代の若い利用者が増加。
• 多様なイベントに積極的に参加する参加者が

増加。
• 来年度（2023年度）の宗像ユリックス35周

年を見据え、市も密に連携し、市主催の日常
的なイベントの充実や図書館との連携を実現。

担当部局 宗像市市民協働部文化スポーツ課市民文化係
TEL：0940-36-1540
Email：bunka-sports@city.munakata.lg.jp

施設の配置図

プール清掃イベント（2022年5月実施）
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にぎわい創出

●事業スキーム

●概要●目的

子育て支援サービスを中心とした施設を集約・
複合化し、官庁街に新たなにぎわいを創出

No.35
埼玉県
和光市
（人口8.4万人）

和光市広沢複合施設整備・運営事業
[広沢複合施設 わぴあ]

事業概要

●事業データ

●事業検討スケジュール

北、南、東の3つのエリアにおいて、 PFI-
BTOまたはBT方式等を採用し、既存施設の
解体、公共施設及び民間収益施設を整備の上、
一部の公共施設及び民間収益施設を一体的に
運営する。

基本理念を「市民・行政・民間事業者 みん
なでつくる 交流拠点」として、４つの基本
コンセプト※を軸に、将来にわたり適切な公
共サービスの提供と持続可能な財政運営を両
立させつつ、一体的に地域の価値を向上させ
ることを目的としている。

多様化する保育ニーズやプール等の施設老朽化、「和光市PFI基本方針」「和光市公共施設等
総合管理計画」策定を受け、総合児童センター本館及びプール棟の建替、認定こども園の新
設を主軸に、周辺公共施設の集約化も視野に入れ、防災機能を付加した上で全ての施設の一
体的な再整備を検討。

市民生活向上 国有地等利活用

公共サービスの質の向上 エリア全体の活性化

財政負担の軽減

地元企業及び人材の育成

年月 事項

取組経緯
2017.4
2017.7/11
2018.1

基本計画策定委員会設置
民間事業者対話
和光市広沢複合施設基本計画策定に対する提言

公募
スケジュール

2018.3
2018.6
2018.10
2018.12

実施方針等の公表
募集要項等の公表
提案書類の受付
優先交渉権者の決定

2019.1
2019.3
2019.4
2021.12

基本協定の締結
債務負担行為の設定
本契約の締結
開業

事業手法
北エリア：PFI-BTO、指定管理
南・東エリア：BT、指定管理
（民間収益施設は定期借地）

施設概要

北エリア：公共施設（総合児童セン
ター、市民プール）、民間収益施設
（温浴施設／駐車場／診療所等）
南エリア：公共施設（保健センター ）、
民間施設（認定こども園、児童発達支
援センター） 東エリア：公共施設
（学童クラブ、防災備蓄倉庫）

事業期間 2019年3月～2041年3月末（22年間）

事業費 整備費：約31.4億円（税込）
運営費：約26.0億円（税込）

事業費
調達方法

整備費：次世代育成支援対策施設整備
交付金 約0.2億円、学校施設環境改善交
付金 約2.2億円、子ども・子育て支援整
備交付金 約0.7億円、市債 約12.8億円、
SPCによる金融機関からの借入 約29.0
億円、一般財源 約15.4億円 運営費：
一般財源 約26.0億円（約20年均等払）

VFM 8.80％（特定事業選定時）
8.20％（事業契約後）

●背景
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※①「和光市公共施設等総合管理計画」の基本理念に
基づき、施設の集約化を図る ②PPPのモデルとなる
計画とする ③多世代の快適な生活及び健康を支える
場づくりを行う ④地域のにぎわいを創出する市の新
たなシンボルをつくる

定
期
借
地
契
約

民間収益
事業者

SPC代表企業：ユニ・アジ
アキャピタルジャパン㈱
構成員：㈱ティップネス、㈱
スーツ、パートナーズ・ワン㈱
協力企業：㈱淺沼組さい
たま支店、㈱綜企画設計
埼玉支店
民間収益事業者：
東京建物リゾート㈱

運営事業者
(別途募集)

東エリア北エリア

連携
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和光市

PFI和光市広沢株式会社（SPC）
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事業化ポイント

当初抱えていた課題

担当部局 和光市企画部資産戦略課計画推進担当
TEL：048-424-9081 Email：b0100@city.wako.lg.jp

• 総合児童センター本館及びプール棟の老朽
化（大規模な漏水発生）。

• 子育て世代の流入が進んだことによる、子
育てに関する市民ニーズの増加（認定こど
も園、児童施設等）。

• 公共施設の集約化及び持続可能な財政運営。

• 担当部署が多い複合施設であったため、庁内全体への早期情報提供や意見募集を実施。
• プロジェクトチームの活用により関係課の迅速な意思疎通を図った。
• 広く市民の意見を聞くためワークショップを実施し、そこで出された意見を基にアンケートを作

成。市民への無作為抽出や学校配布によりサイレントマジョリティの声を広く集めた。
• 民間事業者等の強みやノウハウの活用を目的とし、本事業の基本理念に賛同し、参加を検討して

いる地元企業、NPO、ソーシャルビジネス事業者等を「コレクティブインパクト・リスト」と
して募集しリスト化。また、事業者選定の審査基準として、当該リストの活用を評価。これらに
より、代表企業がリスト掲載者と連絡をとり、課題解決に最適な地元企業・団体を優先的に活用。

• 関東／北陸ブロックにおける官民連携事業の推進のための地域協議会支援等業務において、産官
学金による意見交換会を実施、多くのヒントを得た。

• 官民連携事業の担当者として突然抜擢され、全く経験の無い
中で、異動当初は暗中模索の日々でした。

• そんな中で、国の支援事業等を活用したり、類似事業の視察
に行き、実物を見て話を聞き、事業をイメージすることで少
しずつ光明が見えてきました。

• また住民の皆さんや様々な民間事業者と個別具体的に意見交
換することで、より実現性の高い事業へ繋げることが出来た
と思います。

• 官民連携事業は通常の公共事業と異なり、事業者が決定して
終わりではありません。より良い事業にするために、建設中
も建設後の運営についても、事業者と協議を続けていくこと
が大切です。

• 時には立場の違いから意見が対立しタフな交渉にもなりまし
たが、どうしたら住民の皆さんのためになるのか考えながら
進めました。

推進体制（庁内の体制等）

事業化による効果

• PFIによる性能発注により、適切で質の高
い施設や設備が提供された。

• 公共施設しか無かった官庁街に、子育て支
援サービスを中心とした、新たな市民利活
用拠点が生まれ、にぎわいを創出。

• 保有総量抑制、複合化・多機能化の推進に
関し、今後のモデル事業となった。

• 「コレクティブインパクト・リスト」（※
下記「事業化ポイント」参照）の活用によ
り、地元の事業者・担い手を育成

• VFM創出による財政負担の軽減
• 公共施設の指定避難所機能に加え、民間収

益施設における帰宅困難者の受入れを事業
者と連携することにより防災対応力が向上

• 政策課を中心として企画し、PPP/PFIの外
部経験者（任期付き職員）を加えたプロ
ジェクトチームを設立。

• 事業に関連する政策課、プロジェクトチー
ム、財政課、福祉政策課、こども福祉課、
都市整備課、建築課、教育総務課、スポー
ツ青少年課による庁内検討委員会を設置。

• 外部有識者、公募市民、近隣自治会、近隣
学校、関連部署による基本計画策定委員会
を設置。

配置図
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●事業スキーム

●概要●目的

No.36

事業概要

●事業データ

●事業検討スケジュール

京成大久保駅周辺1km圏内にある4つの施設
（公民館、生涯学習地区センター、図書館、
児童館）と、同駅前に立地する3つの同種の施
設の機能を統合し、PFI事業により、中央公園
内に2つの新たな生涯学習施設を整備する。

①将来世代に過度な負担をさせることなく、
時代の変化に対応した公共サービスを継続的
に提供する。 ②多世代が交流し、地域コ
ミュニティが活性化する場をつくる。 ③市
民協働・官民連携で賑わいを創出する。

習志野市は、厳しい財政状況下で公共施設の老朽化に対応するため※、
2005年から再編の検討に取り組み、2014年に「公共施設再生計画」を
策定。当計画のモデル事業として、「大久保地区公共施設再生事業」
が位置づけられた。※現状予算継続の場合、既存公共施設の40％しか更新でき
ないとの試算結果

集約・複合化

財政削減

余剰地活用

事業手法
PFI-BTO（北館＜図書館棟・公民館棟＞
等）、PFI-RO（北館＜別棟＞及び南館）、
指定管理、民間付帯（定借）事業。PFIは
混合型、定借事業は独立採算

施設概要

面積：PFI事業45,583.50㎡
定借事業用地面積：1,337.01㎡
施設：図書館・公民館・ホール・体育館・
公園・パークゴルフ場・野球場・テニス
コート、学生向け賃貸住宅・カフェ・スー
パーマーケット（定借事業）等

事業期間 2017年3月～2039年8月（約22.5年）

事業費 整備費：約44億円
運営費：約28億円（税込）

事業費
調達方法

整備費：市債 約34億円、SPCによる金融機
関からの借入 約7.5億円、一般財源 約2.5億
円 運営費：一般財源（約20年均等払）

VFM 約4.4％（特定事業選定時）
約2.7％（事業契約後）

●背景
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SPC〈習志野大久保未来プロジェクト㈱〉
代表：スターツコーポレーション㈱

指定管理
協定

発注

年月 事項

取組経緯

2012.5

2015.5
2016.1

公共施設再生計画基本方針策定
(本事業をモデル事業として位置付け)
大久保地区公共施設再生基本構想策定
大久保地区公共施設再生基本計画

公募スケ
ジュール

2016.3
2016.3

2016.6

債務負担行為の設定
実施方針及び要求
水準書（案）を公表
募集要項等の公表

2016.12
2017.3
2019.11

優先交渉権者の決定
事業契約の締結
開業（3期にわたり
段階的に供用開始）

民間付帯施設（手前）
と北館（奥）

習志野市大久保地区公共施設再生事業
[習志野市生涯学習複合施設 プラッツ習志野]

千葉県
習志野市
（人口17.6万人）

所管課の壁を乗り越え、７つの公共施設を集約・
複合化し、地域交流拠点を形成

市民生活向上交流活動・市民活動活性化

一部増築しリノベー
ションした南館
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事業化ポイント

当初抱えていた課題

担当部局 習志野市政策経営部資産管理室資産管理課
TEL：047-453-9308 Email：shikan@city.narashino.lg.jp

• 公共施設の老朽化（耐震性の確保、設備の
機能維持、バリアフリーへの対応等）

• 将来に向けた新たな利用者の確保
• 京成大久保駅北側（商店街、大学等）と南

側（従前の公民館等）とのつながりが希薄
• 図書館機能の不足（学習スペース、蔵書等）
• 所管課ごとによる施設管理（各施設の連携

不足、施設毎の駐車場の設置等）

• 公共施設マネジメントの担当である市長部
局の資産管理課が、PPP/PFIの学習により
知見を積み重ね、各所管課と連携しながら
事業を推進

事業推進の要因は、以下の通り。
• 公共施設マネジメントを推進する資産管理

課が先導役となって各課と調整。
• 早い段階からアンケートやワークショップ

を経て市民の声を聴取し、事業に反映。
• 募集要項の公表前に、複数回にわたり事業

者への説明会や対話、
現場見学会等を行う
ことにより、事業者
の参画を促進。

• 再び大地震が来たと
きの建物崩壊の危機
感

• 本事業実施により苦労もしましたが、得られ
るものも大きかったです。知識や経験、まち
(に関わる人)への愛着、仕事の仕方等、本事
業をやり遂げたことで、今の自分があります。

• 当時、施設集約の説明会をすると本当に大変
でしたが、情熱とパワーで乗り越えました。
責任を持って取り組む大切さを学びました。
担当者は「アヒルの水かき」をしているよう
なもの。表面上は何事もなく見えますが、裏
では汗をかいています。

• 他事例視察など現場を見ることが重要です。
• また、遊び心を持つことや、前例に捕らわれ

ないことも大切です。

推進体制（庁内の体制等）

事業化による効果

• 親子連れ等、新たな利用者の確保
• 京成大久保駅北側（商店街、大学等）と南側

（プラッツ習志野等）とのつながりの確保
（駅からの動線確保、商店街との連携等）

• 床面積の削減による整備費の削減効果
• 施設全体の一括管理や、適切なタイミングで

の修繕・更新による維持管理の効率化
• 施設集約による効率化や、人員のマルチタス

ク化による運営費の削減効果
（整備費～運営費削減効果 計約106百万円）
• 余剰地活用（定借事業）による財源創出
• 駐車場の有料化等、受益者負担の適正化
• フューチャーセンター※、プレーパーク、住宅、

カフェ、広場等、新たな機能導入によるサー
ビス拡大
※「自分たちの暮らしを自らの手でもっと楽しくしたい」と

いう想いを応援するコミュニティスペース
• 図書館での蔵書の充実化等、各施設における

新規・拡充サービス
• まとまった広場の確保や機能横断的なイベン

ト企画等、複数施設連携サービスの展開

整備前の外観（北館） 整備後の外観（北館）

施設等 当時の所管課 運営手法
大久保公民館 大久保公民館 直営
市民会館 市民会館 直営
大久保図書館 大久保図書館 直営
勤労会館(体育館、
諸室、テニスコー
ト)

産業振興課 直営

中央公園(多目的広
場、児童公園)

公園緑地課 直営

パークゴルフ場 生涯スポーツ課 指定管理者
野球場 生涯スポーツ課 委託
駐輪場(年間利用) 防犯安全課 委託
水路(雨水) 下水道課 －
市道 道路課 －
－ 社会教育課(社会教

育の総合調整)
－

検討～
工事

従
前

フューチャーセンターに
おける市民活動の様子

同上の施
設一体

資産管理課が先導役と
なって、各課と調整

PFI、指定管
理、定借事業

同上の施
設一体

教育委員会がPFI事業者
(指定管理者)と連携し、
維持管理運営を実施。定
借事業は資産管理課

同上
オープン

～

出会いのひろば イベント 南館こどもスペース
オープニングイベント
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●事業スキーム

●概要●目的

都市基盤整備及び公有地活用業務をPFI手法に
より包括的に実施し、市民参加によるまちづく
りと行政の財政負担軽減を実現

No.37
兵庫県
川西市
（人口15.2万人）

川西市中央北(キセラ川西)地区
PFI事業

事業概要

●事業データ

●事業検討スケジュール

本PFI事業の特徴は、整備する施設をいわゆ
るハコモノではなく都市基盤としていること、
ハード業務(都市基盤整備)と並行してソフト
業務(市民参加のまちづくり)を推進すること、
市関連用地の売却をマンションの誘致で担保
していること、低炭素まちづくり計画を実現
する業務を含んでいることである。

本事業にPFI事業を導入した目的は3つ。
1つ目は、公園及び遊歩道の設計、施工、維
持管理を一元化して取り扱うため、2つ目は、
設計、施工、維持管理の各ステージでのシー
ムレスな市民ワークショップを実施するため、
3つ目は、キセラ川西地区におけるエリアマ
ネジメントの導入するためである。

キセラ川西地区は、中心市街地から北へ約1㎞圏内に位置する、面積約22.9haのエリアである。
かつて、この地区には皮革工場群が存在していたが、輸出環境の変化や後継者不足等により
衰退期を迎え、土地利用の転換を目指す再開発が求められていた。工場跡地からの土地利用
転換において、民間ノウハウや資金力などを最大限に活用することが不可欠であった。

市民参加のまちづくり

公有地活用低炭素社会の構築

年月 事項

取組経緯

2008.3
2011.6
2012.3
2013.3

「中央北地区土地利用基本構想｣策定
「中央北地区のまちづくり方針｣策定
「中央北地区まちづくり指針｣策定
「川西市中央北地区低炭素まちづくり計画｣(エコまち計画)策定

公募
スケジュール

2012.11.22
2013.2.26
2013.5.31

実施方針の公表
募集要項等の公表
事業提案の受付

2013.7.11
2013.9
2017.7

優先交渉権者の決定
事業契約締結
キセラ川西せせらぎ公園 開園

●背景
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事業手法 PFI-BTO方式

施設概要
施行面積：約22.9ha
整備施設：都市計画道路、区画道路、
遊歩道、水路、都市公園、整地

事業期間 2013年9月26日～2023年3月31日
(約10年)

事業費 整備費 約21.7億円
維持管理費 約1.8億円

事業費
調達方法

国費(社会資本整備総合交付金等)
約5.7億円
起債等 約7億円
一般財源 約10.8億円

VFM 3.0％(特定事業選定時)



〇
〇
〇
〇

事業推進のポイント

当初抱えていた課題

担当部局 川西市都市政策部都市政策課
TEL：072-740-1201 Email：kawa0183@city.kawanishi.lg.jp

推進体制（庁内の体制等）

事業化による効果

• 庁内において、室長級と課長級の会議体を立
ち上げ、庁内での意思決定や市議会特別委員
会での情報共有を図った。

• 本PFI事業のような新しいまちづくり推進手法で
は、各段階において調整･時間･労力が必要とな
ることを、発注者・受注者とも互いに理解しあ
い、協力して取り組む必要があります。

• 本PFI事業期間は10年間であり、その10年間を
通してワークショップに参加される市民の方も
おられる一方、最初から最後まで携わった職員
は一人もいません。異動が伴う行政職員にとっ
ては、SPC事業者の方が詳しく、市民との関係
性が築けている場合がありました。
SPCを味方に付け、行政の役割を考え、協力し
て取り組んでいくことが大切だと思います。

キセラ川西地区

事業化前

事業化後

本事業における取組の様子

●コラム・実務担当者の生の声

連絡先
（Address）
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• 財政負担を抑えた良質な公共サービスの提供、
新しい官民パートナーシップの形成や財政負
担の平準化による事業促進が求められた。

• 都市基盤整備にあたっては、出来上がった施
設を単に利用する形ではなく、市民が愛着を
持ち、整備後のまちづくりにおいても、行政
のみならず市民の主体的な関与が得られる体
制及び関係性の構築が必要であった。

• 工場跡地からの土地利用転換において、皮革
工場に関連した環境に関する課題を払拭すべ
く、低炭素に配慮したまちづくりを目指した。

せせらぎ遊歩道北線

豊川橋山手線

せせらぎ遊歩道南線

住宅施設

キセラ川西
せせらぎ公園

キセラ川西
オリヴィエ

• 市関連用地の売却価格が、不動産鑑定価格に
よる最低価格に対して、1.64倍の提案価格が
示された。これは、PFI事業として公園整備
業務や地区全体の付加価値向上を目指したま
ちづくりコーディネート業務を併せて実施す
ることが評価されたからと考えられる。

• 都市基盤整備が設計、施工、維持管理を一括
して発注できたことで、通常はセクション毎
に行うワークショップをシームレス化でき、
市民意見が都市基盤整備のセクションを貫く
形で反映することができた。

• 特に公園整備においては、横断的なワーク
ショップを通じて設計、施工、維持管理の各
段階に市民が参加したことで、市民に｢わた
したちの公園｣意識が芽生えるとともに、エ
リアマネジメントに反映させる仕組みとなり、
公園を中心に市民参加のまちづくりイベント
が実施される等、にぎわいが創出されている。

• 民間マンションは、低炭素建築物及び集約型
都市開発事業の認定を受け、地区において
低炭素化をリードする存在となった。

• 要求水準書において必要に応じて設計変更を可能とすることで、施工範囲の広い面的な都市基盤
整備における土木工事特有の設計変更要素へ対応するとともに、施設整備への積極的な市民参加
と可能な限りの市民意見の反映による設計変更に対応している。

• 地区計画において、マンション敷地の基準容積率(300%)を抑制(200%)した上で、住宅施設に併
設する生活利便施設の床面積に応じて、容積率を緩和するインセンティブを組み込んだことで、
民間マンションに生活利便施設(小児科と調剤薬局及び地域開放型集会室)が併設され、地区全体
の価値向上に寄与する民間住宅開発の誘導が実現している。

• 自立した市民主体のエリアマネジメント組織の設立には明確な手順はなく、ワークショップやイ
ベント等の試行的活動を通じ、人材発掘、組織体制･運営の在り方等を模索する必要がある。



若年人口流出の抑制

●事業スキーム

●概要●目的

民間資金による駅前再生と、若者世代による賑わい
及び周辺への波及効果の創出

No.38
石川県
小松市
（人口10.6万人）

小松駅南ブロック複合施設建設事業
[Komatsu A×Z Square（こまつアズスクエア）]

事業概要

●事業データ

●事業検討スケジュール

特別目的会社を活用した不動産特定共同事業
による駅前再整備事業。不動産特定共同事業
法に基づく特例事業者となる特別目的会社が、
小松市と50年間の定期借地契約を結び、建物
の建設、保有、賃貸と管理を行う。

小松市が取得したJR小松駅前の百貨店跡地
において、宿泊、子育て支援、商業機能を含
む複合施設を建設することにより、都市機能
の向上や駅を核としたまちづくりを推進する
ことを目的とする。

JR小松駅前西側の百貨店撤退や工場撤退により、駅前の都市機能が失われ、まちづくりが岐
路に立たされていた。同時に、北陸新幹線延伸（当時2022年度末を想定）が予定される駅前
にふさわしい基盤整備や交流空間の整備が必要であった。

市民生活向上

跡地利活用

交流人口増加

職員能力向上周辺波及効果

年月 事項

取組経緯 2013.2
2013

旧大和小松店跡地（百貨店跡地）の買取
旧大和小松店跡地活用検討委員会の実施

公募
スケジュール

2014.6
2014.8
2014.10

事業者の公募
審査委員会の実施
優先交渉権者の選定

2016.6

2017.12

基本協定、定期借地契約、定
期建物賃貸借契約の締結
開業

事業手法 特別目的会社（SPC）を活用した不動
産特定共同事業

施設概要

敷地/延床面積：約3,940㎡/約9,422㎡
階数：地上8階
施設：ホテル（4～8階）、大学（公立
小松大学）（2～3階）、子育て支援施
設（1階）、飲食・物販施設

事業期間 2016年6月～50年間（建物譲渡特約付
き定期借地）

事業費 約45億円（民間負担）

事業費
調達方法

融資 全事業費の 1/2（みずほ銀行、
北國銀行）
国・市からの補助金 全事業費の 1/4
（都市機能立地支援事業5.2億円。さ
らに同額を市が負担）
匿名組合出資 全事業費の1/4（投資
家。含む民間都市開発推進機構）

●背景

賃料債
権流動
化、シニ
アローン

小松市

資産保有SPC
（合同会社青山ライ

フプロモーション）

金
融
機
関

清水建設
（建設）

基
本
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定 発注

借
地
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約
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資
家

匿名組
合出資
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定期建
物賃貸
借契約

AM契約
私募取扱契約

コンサルタント会社
青山財産ネットワークス

国
・
市

補助金
こ
ま
つ
賑
わ
い
セ
ン
タ
ー(
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定期建
物賃貸
借契約

※大学、子育て支援施設は、市が定
期建物賃貸借契約の承継賃借人
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事業化ポイント

当初抱えていた課題

担当部局 小松市都市創造部特定プロジェクト推進室
TEL：0761-24-8100 Email：toshikei@city.komatsu.lg.jp

• 商業施設が撤退したことによる駅前の都市
機能の補填が必要だった。

• 小松駅東側の小松製作所の工場撤退も重な
り、駅両側の空洞化が進行していた。将来
のまちづくりを考える上で岐路に立った。

• 土地を市が取得するタイミングで旧大和小
松店跡地活用検討委員会を開催したところ、
宿泊機能、子育て支援、賑わいを呼ぶ商業
機能が必要といった意見が出た。これらの
機能を導入するにあたっては、民間の力が
必要という結論になった。

• 担当課のまちデザイン第2課で推進。当時の
部長がキーマンとなり、部長以下３人の体
制で事業を実施。

• PPPに詳しい担当はおらず、不足する事業
契約書等の知見に関しては、外部コンサル
タントを活用。

• 担当者は、専門知識を活かし、建設費や施
設維持管理費の精査を行うことで、民間側
との賃料等のディスカウント交渉を実施。

• パブリックコメントで「財政負担になる公
共施設は不要」との意見が大半となり、単
なる公共施設整備ではなく、民間の資金と
ノウハウを活かす官民連携スキームとした。

• 本事業は、規模や金額を定めず事業者の関
心表明というゆるやかな条件で募集したた
め、提案事業者は自由な発想で提案できた。

• 行政側からは、本事業に対する補助金供与
の意思決定を早急に実施し、民間事業者の
迅速な意思決定に貢献した。

• ハード整備は、100％公共でやる方が楽で
はあるが、スキームの一部に民間が参入す
ることにより、行政側も経営感覚を持つこ
とができます。

• その感覚を十分に働かせ、民間のノウハウ
を最大限に活かすことによって、財政負担
を軽減することが求められます。

• 今後、地方の自治体でも、こうした官民連
携事業を通じて、経営感覚を磨き、事業者
と対等に交渉できる人材を育成していくこ
とが重要ではないかと思います。

推進体制（庁内の体制等）

事業化による効果

• 事業開始後は、駅前の歩行者の数が２倍以
上になり、賑わいが生まれた。

• 若い学生に加えて、こどもを連れた若い親
子も来場。若者が増えたことにより、まち
の雰囲気が変わった。

• 大学のキャンパス内に学食を設けておらず、
学生は周りの飲食店等に出て飲食するため、
街の中に人やお金が流れる仕組みができた。

• 学生には、地元の祭りや行事に積極的に参
加してもらっている。若者のエネルギーが
エリア全体の活気につながった。

• 地方都市では大学進学のタイミングで若者
が流出してしまうが、公立小松大学の学生
の半数は県内の学生である。また卒業生の
半数が県内企業にとどまっており、人口流
出の抑制に対して効果が出ている。

若者による賑わい
（学園祭）

子育て支援施設カブッキーラ
ンド（クッキングスタジオ）

各階施設配置

施設位置図

カブッキーランド
（すくすく広場） 大学生等の祭り参加

●コラム・実務担当者の生の声

連絡先
（Address）
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市が公有地を現物出資し民間が資金出資した事業体
が、公有地及び民有地を連鎖的に利活用する国内初
の官民連携まちづくり事業

ブランド構築

●事業スキーム

●概要●目的

No.39
山口県
山陽小野田市
（人口6.0万人）

山陽小野田市LABVプロジェクト

事業概要

●事業データ

●事業検討スケジュール

山陽小野田市、山口銀行、小野田商工会議所、
民間事業者が出融資（市は土地を現物出資）
し、まちづくり共同事業体を設立。共同事業
体は、公共施設と民間施設（小野田商工会議
所、山口銀行小野田支店等）を整備・管理運
営し、まちづくりプラットフォームも運営。

地元の産官学金及び公募した事業パートナー
との新たな官民連携事業の構築により、複数
の事業地における連鎖的な施設整備や利活用
の実施と、地域のニーズを踏まえ民間の技術
やノウハウを生かしたソフト事業を組み合わ
せることで、エリアの価値向上を目指す。

商工センターの老朽化により適切な対応が求められる中、周辺市街地の人口密度の高さや
一部地域の高齢化率の高まりを踏まえ、市、山口銀行、商工会議所、事業者が、本事業の検
討及び推進に向けたプラットフォームを形成し、商工センター単体の検討ではなく、エリア
のポテンシャルを引き出す面的な活性化に資する取組について検討。

市民生活向上

跡地利活用

財政負担縮減

地域活性化

年月 事項
取組経緯 2021.4 山陽小野田市LABVプロジェクト事業構想

公募
スケジュール

2021.6

2022.2

実施方針の公表
募集要項等の公表
優先交渉権者決定

2022.6

2023.1
2024.4

LABVに関する共同開発協定の締結
LABV共同事業体の設立
リーディング施設①着工
リーディング施設①開業（予定）

事業手法 LABV

施設概要

リーディングプロジェクト
市有地:5,484.64㎡
山口銀行敷地:1,384.77㎡

連鎖的事業
市所有:4,757㎡（高砂用地）
2,869.79㎡（中央福祉センター）

事業期間 2022年6月～2059年3月31日
（施設整備期間を含み37年間）

事業費 31億2千万円（税抜）

事業費
調達方法

◆行政負担額
市の現物出資(評価額)：112百万円
公共施設賃料：月額3.5百万円
◆民間調達額
事業者の出資額：20百万円
共同事業体の借入額：1,630百万円

●背景

公有地現物出資

エリアマネジメント 産官金連携

金融機関
融資

その他
連鎖的
事業
未定

リーディング
施設①

公共施設
交流広場
商工会議所
大学学生寮

銀行
民間テナント

施設整備、
維持管理・運営

.

山陽小野田市

小野田
商工会議所
山口銀行

配当

資金出資

土地現物
出資

配当

資金
出資

LABV
共同事業体

（合同会社）

土地・建物所有
返済

事業パートナー
（構成企業）

リーディング
施設②

大学連携
施設

インキュベート
施設

DX関連施設
等

高砂用地

事業パー
トナーから
の提案を
踏まえて
検討

中央福祉
センター

事業パー
トナーから
の提案を
踏まえて
検討

家賃・事業収入家賃・事業収入

山陽小野田市 小野田商工会議所
山口東京理科大学 学生 山口銀行

利用者利用料等利用料等
家賃家賃

固定資産税

※市の負担は土地の現物出資のみ。各事業の収入の一部は、次の事業
に再投資される。※事業費は施設整備費及び35年間の管理運営費用の総額である。
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事業化ポイント

当初抱えていた課題

担当部局 企画部企画課PPP/PFI推進室
TEL：0836-82-1130 Email：kikaku@city.sanyo-onoda.lg.jp

• 企画部企画課のPPP/PFI推進室が所管。
• 令和元年度の導入可能性調査後、庁内におけ

る官民連携の取組を推進するため、令和2年4
月に推進室を整備した。

• 商工労働課、社会福祉課、市民活動推進課の
３課と情報共有しながら推進。

• 首長の「民間の手を借りない限りまちづくりはこれから先進まない」という熱意とリーダーシッ
プの下、産官学金による事業推進に向けたプラットフォームが形成されている。

• また、事業検討にあたり公益性と公共性の両立を目指し、民間の力を最大限に活かすことを優先
するとともに、合同会社設立にあたっては、市が経営に関与しないように、市は業務執行社員に
ならず、利益の配当も受け取らないスキームを構築している。

• こうした取り組みを通じて、行政側の思いだけでなく、産官学金が一緒のベクトルを向いて事業
に取り組むことができる、LABVという手法を用いた持続可能な事業の構築に繋がっている。

• 今後は、市民等の意見も踏まえて地域課題の解決に資する事業を行うべく、産官学金が一層、目
標・目的を共有して事業を進めるとともに、にぎわい再創出の場作りを担っていくキーマンを確
立していくことが重要な課題となっている。

• 本当に良いタイミングで民間と関わらせていただき、
頭の中身を変えざるを得ないなというところに気づか
せてくれました。また、民間の方々の力を入れないと
まちづくりは進まないといわれていますが、民間の力
を頂くには、官側が従来思考から脱却して、広い度量
を持って、お付き合いを行い、プラットフォームを形
成できるかどうか、公務員のコーディネート能力が問
われるのではないかと気づかせてくれました。

• この思いを庁内に広めていき、LABVだけでなく、こ
れからのまちづくりに挑む公務員のマインドと頭脳の
思考チェンジをしっかりと伝えていきたい。PPPは職
員が変わり、まちの未来が変わる可能性を秘めている
と思います。

推進体制（庁内の体制等）

事業化による効果

• 老朽化した施設を更新し、複合的な機能
を持つ施設を整備することができた。

• 市の負担は公有地の現物出資のみであり、
財政負担を大幅に減らしながら確実に開
発を進められた。

• 市立山口東京理科大学の学生寮（66室）
が整備されることで、地域住民と学生の
世代を超えたつながりや産官学金連携で
の起業等により地域活性化が期待される。

• 商工センターは築40年が経過し、老朽化して
いた。また、旧耐震基準の建物であったため、
継続利用には耐震化工事も含めた適切な維持
管理を行う必要があった。

• 商工センター周辺の市街地は人口密度が高い
一方、一部では高齢化率が高く、エリアのポ
テンシャルを引き出す面的な活性化に資する
取組が必要であり、地域のにぎわい創出拠点
としたい思いがあった。

配置図

旧商工センター 旧小野田支店

山陽小野田LABVプロジェクト合同会社
設立記者会見
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●コラム・実務担当者の生の声
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●事業スキーム

●概要●目的

民間資金による新たな交流拠点の形成と周辺へ
の波及効果の創出

No.40
福井県
敦賀市

（人口6.4万人）

敦賀駅西地区土地活用事業
[TSURUGA POLT SQUARE“otta”]

事業概要

●事業データ

●事業検討スケジュール

敦賀駅前の市有地を民間（SPC）が定期借地
し、ホテル、知育・啓発施設、飲食・物販施
設等を、不動産特定共同事業により整備（宿
泊・商業は民間提案必須事業、知育・啓発施
設は市が施設の一部を借り受け、指定管理者
制度を導入し実施）。駅西地区中心に位置す
る「駅西広場公園」（芝生等）は市が整備。

官民が連携して敦賀駅西地区を整備・運営
することにより、来訪者にとっては氣比神
宮、金ヶ崎エリアにいざなう「玄関口」、
市民にとっては「普段使いの拠点」となり、
結果として敦賀駅前に交流と日常的なにぎ
わいを生みだすことを目指す。

本事業は、2006年の「駅周辺整備構想」の策定以来、長年にわたり検討に付されてきたが、
2015年に入り、国の北陸新幹線敦賀開業３年前倒し決定等を受けて、その受け皿作りが喫緊
の課題となったことにより事業化されたものである。

市民生活向上 跡地利活用交流人口増加

利用者増加

年月 事項

取組経緯

2006.10
2013.2
2016.3
2016.11
2018.5

「駅周辺整備構想」策定
「敦賀駅西地区土地活用事業計画中間とりまとめ」見直し
「駅西地区土地活用に係る整備の方向性について」策定
「駅西地区土地活用に係るサウンディング型市場調査」実施
「市民フォーラム・子育て世代との意見交換会」開催

公募
スケジュール

2018.8
2018.11
2018.12

募集要項等の公表
提案書受付締切
応募者プレゼンテーション

2019.1
2019.8
2022.9

優先交渉権者の選定
基本契約の締結
開業

事業手法

事業者公募時：定期借地
民間提案により、(定期借地＋)不動産
特定共同事業(FTK：SPC型特例事業)
として実施

施設概要
敷地/延床面積：約8,000㎡/約6,000
㎡施設：ホテル、知育･啓発施設、飲
食･物販施設、広場公園等

事業期間
知育・啓発施設及び飲食・物販施設
の敷地25年、ホテル棟等の敷地50年
で特別目的会社(SPC)が定期借地

事業費
（税抜）

事業者負担：約28億円
市負担：約8,594万円（半分は国庫）

主な事業費
調達方法
（事業者負
担分）

融資(地域金融機関) 15.2億円
都市構造再編集中支援事業費補助金
等(国・市) 約3.4億円
匿名組合出資(投資家) 8.1億円

●背景

融資

敦賀市

特別目的会社
（不動産特定共同
事業特例事業者）

金
融
機
関

建
設
企
業
等

基
本
契
約

工事
請負
契約等

定
期
建
物
賃
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借
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約

借
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約
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組合
出資
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定期建
物賃貸
借契約

AM契約
コンサル会社

不動産特定共同事
業者（3号・4号）

国
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市

補助金

周辺波及効果

職員能力向上
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連絡先
（Address）

事業化ポイント

当初抱えていた課題

担当部局 敦賀市都市整備部都市政策課
TEL：0770-22‐8137（直通）Email：toshisei@ton21.ne.jp

• 当初、国鉄から購入した土地の活用方法とし
て、原子力関連施設の整備を検討していたが、
福島の原発事故の影響による国の原子力政策
が不透明になる中で、計画が白紙となり、新
たな活用法の検討が必要となった。

• 北陸新幹線敦賀開業の前倒し決定等を受けて、
駅前にふさわしい賑わい創出が必要となった。

• 従来より、こどもや若者の受け皿となる公共
機能が駅前に不足していた。

• 民間事業者からも公共機能導入の意見があっ
たが、整備するための財源が課題だった。

推進体制（庁内の体制等）

事業化による効果

• 洗練された施設が整備されたことで、若
者や子連れファミリーが駅前に集まるよ
うになった。

• 駅前の来場者増加に伴い、既存の近隣店
舗に人が流れていく効果も生まれている。

• 当初、観光客には玄関口、市民には普段
使いという形で整理していたが、大手旅
行会社の観光ルートに組み込まれるなど
“otta”自体への訪問が目的化されるよう
になった。

• 知育・啓発施設「ちえなみき」(公共施設)
の来場者は３ヶ月（9月1日開業～12月2
日）で10万人を達成。施設全体では20～
25万人来場。ホテルは稼働率90％以上。

• 本事業は、ボトムアップで遂行したため、現場職員等で洗い
出した駅前での必要機能を事業者に提示することができた。

• 公共施設は「ハコ」を整備し、後から中身を考えがちだが、
それでは最適な事業はできない。今回は、募集前に民間事業
者にヒアリングや営業活動をしたことで、テナント先付けの
想定ができ、施設全体の機能の提示や条件設定が可能となっ
た。また、募集前の段階で、参加企業が想定できた。

• 募集前に資金スキームを確立したことにより、市内部や議会
等外部への円滑な説明と、事業への理解促進に繋がった。

• 公共負担の賃料や指定管理料は、民間からの借地料や立駐納
付金と相殺されるようにするなど、エリアで生まれた資金で
事業を回すエリアマネジメント的発想が、財政負担軽減のた
めの資金スキームとして非常に有効だった。

• 資金のバランスが取れることを議会で説明できたため、公共
機能の導入の議論を推進できた。

• 2016年、内閣府専門家派遣制度を活用。
マーケットサウンディングに関する様々なア
ドバイスを得た。

• 2017年からは主担当の2人で推進。PPP・
PFIは未経験だったため、書籍や事例から学
び、参考となる自治体等の視察を重ねた。

• 官民連携は、官側の意見を一方的に伝えるのではなく、民間事業者の意見
をよく聞き、既存の制度・条件等に対していかに自由度を高められるかが
カギとなります。そのために、逆に条例や背景を勉強することにもなりま
したが、慣例にとらわれない思考を学ぶことができました。

• また、今後も一緒に仕事をしたいと思える同志もできました。
• 新たな価値を生むためには、事業構築の都度、議会にかける必要があり、

また様々な意見を頂くことになります。これらを乗り越えるためには、自
分が事業を好きになることは重要だと思います。また、自分の信念を持つ
ことで、事業構築の際にブレが生じなくなります。

• 官民連携事業を通して、自分のやりたいことをぜひ追求し、市の行政課題
の解決に繋げてください。

ストリートスポーツ大会

ハンモック読書

配置図

知育・啓発施設
「ちえなみき」

整備前 整備後

●コラム・実務担当者の生の声
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索引

No 事業名称［施設名］ キーワード

1 愛知県有料道路運営等事業
愛知県道路公社が管理する有料道路における国内初のコンセッション事業

2 三条市社会資本に係る包括的
維持管理業務委託

市内３地区において、市道、橋梁、公園、水路等の異なるインフラの維持管理を包括的に委託

3 盛岡バスセンター整備事業
PPPエージェント方式により、民間収益施設を併設したバスターミナルを整備し、中心市街地の回遊性向上とにぎわい創出を実
現

4 府中市道路等包括管理事業
（東地区,南西地区,北西地区）

国内初の道路管理業務の包括委託。市内３地区の施設の維持管理と窓口業務を民間委託

5
音更町道の駅整備事業
[道の駅おとふけ

「なつぞらのふる里」]

「魅力発信エリア」となる道の駅の移転・建替と公園を一体的に整備

6
函南「道の駅・川の駅」PFI事業
[道の駅・川の駅

伊豆ゲートウェイ函南]

町の情報発信と防災拠点の確立を目的として、道の駅を整備

7 むつざわスマートウェルネスタウン
拠点形成事業

道の駅と地域優良賃貸住宅を一体的に整備し、運営するまちづくり事業

8 佐原広域交流拠点PFI事業
[道の駅・川の駅 水の郷さわら]

国、県、市が共同で、従来手法とPFI手法を組み合わせて河川整備及び活用を行い、水辺の広域交流拠点を創出

9 水道施設管理運営業務
（水みらい広島）

県内の水道事業の維持管理運営等業務受託のために、県と民間事業者が官民出資会社を設立

10 浜松市公共下水道終末処理場
（西遠処理区）運営事業

下水道事業初のコンセッション事業。改築業務を含めた民間ノウハウの最大活用を目指す

11 宮城県上工下水一体官民連携
運営事業

水道、工業用水道、下水道の3水事業をバンドリング。水道事業のコンセッション第1号案件

12 かほく市上下水道施設維持管理
業務(第３期包括的民間委託)

水道事業・下水道事業・農業集落排水事業の3事業の維持管理業務を一体で委託

13 大磯港賑わい交流施設整備事業
[OISO CONNECT]

港への賑わい交流施設整備により、交流人口の増加や農水産物等の販路拡大を実現するとともに、エリア全体の集客力を向
上

14 天保山客船ターミナル整備等PFI
事業

課題を持つ客船ターミナルを、クルーズ客船の母港化に対応した受け入れ施設として整備

15
酒田港整備事業費東ふ頭交流
施設改修・運営業務委託
［SAKATANTO］

ふ頭の上屋を交流施設へ改修し、新たな集客と交流を生み出すことで、港全体の交流を活性化

16
(仮称)泉南市営りんくう公園整備

等事業 泉南りんくう公園
［SENNAN LONG PARK］

新たなランドマークの創出により、市内外からの賑わいと市民の憩いの場を実現

17 木伏緑地公衆用トイレ整備事業
公園での店舗及びトイレ整備により、地元企業参入や地元雇用拡大によるエリア活性化、地域経済の循環を実現

18 中央公園Park-PFI事業
暮らしをアップデートする新しい公園としてリニューアルし、エリア価値を向上

19 長井海の手公園（ソレイユの丘）
等交流拠点機能拡充事業

公園全体のリニューアルと園内国有地拡張工事の同時推進により、公園の魅力向上を実現

20 大東市北条まちづくりプロジェクト
（morinekiプロジェクト）

PPPエージェント方式によって新たな市営住宅と商業施設等の整備・運営を実施し、交流人口増加と地域の担い手創出を実
現

河川活用市民生活向上交流人口増加地域活性化 利用者増加交流拠点整備

利用者増加地域活性化 交流人口増加 市民生活向上

担い手の育成財政削減 職員不足解消市民生活向上

職員不足解消財政削減 担い手の育成市民生活向上

利用者増加地域活性化 交流人口増加 市民生活向上 跡地利活用財政削減

交流人口増加 利用者増加地域活性化 防災機能向上 地元雇用

利用者増加地域活性化 交流人口増加ブランド構築 施設の魅力向上

交流人口増加 定住人口増加 利用者増加地域活性化 防災機能向上

交流人口増加 市民生活向上 歳入増加農産物等の販路拡大エリアの集客向上

利用者増加交流人口増加 市民生活向上 現施設の利活用財政負担軽減エリア全体の活性化

ブランド構築 交流人口増加 市民生活向上 利用者増加 職員能力向上税収増収 公園利活用

治安向上 市民生活向上 利用者増大 職員能力向上 地元企業参入財政削減 地元雇用拡大

市民生活向上 エリア価値向上 遊休不動産活用交流人口増加 財政削減

市民生活向上 利用者数増加 利用者層拡大収益増加交流人口増加 財政削減ブランド向上

跡地利活用ブランド構築 市民生活向上 担い手創出財政削減

経済波及効果

エリア全体の魅力向上

交流人口増加地域活性化

担い手の育成財政削減 職員不足解消 地元雇用民間事業者による投資促進

利用者増加 低廉で良質なサービス民間事業者による投資促進地域活性化 地元雇用

利用者増加

地域への効果 行政テーマの改善 事業手法 地域の担い手キーワードの
分類

担い手の育成財政削減 職員不足解消 地元雇用民間事業者による投資促進

担い手の育成財政削減 職員不足解消 地元雇用民間事業者による投資促進

担い手の育成財政削減 職員不足解消 地元雇用民間事業者による投資促進



施設分類 先導的官民連
携事業 事業手法

人口規模

1万人
未満

5万人
未満

10万
人未
満

10-
20万
人

20万
人以
上

道路 ● コンセッション ●

道路 ● 包括管理委託 ●

道路 ● PPPエージェント方式 ●

道路 ● 包括管理委託 ●

道の駅 DBO ●

道の駅 ● PFI-BTO ●

道の駅 ● PFI-BTO ●

河川 PFI-BTO ●

上下水道施設 官民共同出資による企業体の設立
指定管理者制度 ●

上下水道施設 ● コンセッション ●

上下水道施設 ● コンセッション ●

上下水道施設 ● 包括管理委託 ●

港湾 ● 指定管理者制度 ●

港湾 PFI-BTO ●

港湾 PFI-RO、指定管理者制度 ●

公園 PFI-BTO ●

公園 Park-PFI ●

公園 Park-PFI ●

公園 ● DB、指定管理者制度、Park-PFI ●

公営住宅 ● PPPエージェント方式
定期借地権方式 ●



No 事業名称［施設名］ キーワード

21 津野町定住促進住宅整備事業
人口約5千人の小規模自治体において、地域企業とともに地域優良賃貸住宅をPFI手法により整備することで、移住・定住を
促進

22 貝塚市営住宅の有効活用による
官民連携事業

民間住宅を活用した転居支援、木造市営住宅の解体撤去及び跡地活用、RC造市営住宅の改修・維持管理をPPP/PFIに
より包括的に実施

23 境地区定住促進住宅整備事業
「地域優良賃貸住宅制度」を活用した魅力的な住宅を、PFI手法で5期に渡り継続して整備し、子育て世帯の移住・定住者
の増加に繋げた事業

24 桑名駅西土地区画整理事業
中断移転住宅整備業務

土地区画整理事業の移転対象者が一時的に居住する住宅の供給を、同市独自の民間提案募集制度を用いて実現した事
業

25 南紀白浜空港民間活力導入
事業

包括的な混合型コンセッション契約により空港を核とした地方創生を実現

26 富士山静岡空港特定運営
事業等

観光資源が豊富な静岡県で、首都圏需要の取り込も可能な立地を生かしたコンセッション事業

27 旧苅田家付属町家群を活用した
施設の管理運営事業

町家4棟を改修・整備し、公共施設等運営権を設定して付加価値の高い宿泊施設として運営

28
弘前市吉野町緑地周辺整備等
PFI事業
[弘前れんが倉庫美術館]

明治・大正期のれんが倉庫を芸術文化施設としてリニューアルし、賑わいの創出を目指す

29 八木駅南市有地活用事業
[ミグランス]

駅前に分庁舎とホテル等の複合施設を整備し、市民利便性の向上とにぎわい創出を実現

30
南池袋二丁目A地区第一種
市街地再開発事業
[としまエコミューゼタウン]

市街地再開発事業を活用した区庁舎と民間分譲住宅等の複合的な整備により、にぎわいを創出

31 座間味村新庁舎整備事業
村の庁舎をリース方式により民間事業者が整備及び管理運営。初期投資を抑え費用の平準化を実現

32 FLAT HACHINOHE整備プロ
ジェクト

民間企業が整備・管理・運営する施設を、市が必要部分のみ利活用する新たな形の官民連携モデル事業

33 東川町複合交流施設
せんとぴゅあ

旧小学校校舎を改修し、町内外の人々が集い、憩いの場とする新たな交流拠点を創出

34 宗像ユリックス指定管理業務
指定管理者のアドバイザーとなるパートナー企業を導入し、施設管理の効率化や魅力向上を実現

35 和光市広沢複合施設整備・運営
事業[広沢複合施設 わぴあ]

子育て支援サービスを中心とした施設を集約・複合化し、官庁街に新たなにぎわいを創出

36
習志野市大久保地区公共施設
再生事業[習志野市生涯学習
複合施設 プラッツ習志野]

所管課の壁を乗り越え、７つの公共施設を集約・複合化し、地域交流拠点を形成

37 川西市中央北(キセラ川西)地区
PFI事業

都市基盤整備及び公有地活用業務をPFI手法により包括的に実施し、市民参加によるまちづくりと行政の財政負担軽減を実
現

38
小松駅南ブロック複合施設建設
事業[Komatsu A×Z Square
（こまつアズスクエア）]

民間資金による駅前再生と、若者世代による賑わい及び周辺への波及効果の創出

39 山陽小野田市LABVプロジェクト
市が公有地を現物出資し民間が資金出資した事業体が、公有地及び民有地を連鎖的に利活用する国内初の官民連携まち
づくり事業

40
敦賀駅西地区土地活用事業
[TSURUGA POLT

SQUARE“otta”]

民間資金による新たな交流拠点の形成と周辺への波及効果の創出

市民活動活性化交流人口増加地域活性化 利用者増加

利用者増加地域活性化 交流人口増加

地元企業参画子育て支援 定住人口増加市民生活向上

職員能力向上財政削減 担い手創出定住促進

民間住宅活用老朽市営住宅対応市民生活向上 跡地利活用財政削減

交流人口増加 利用者増加

交流人口増加 利用者増加地域活性化

土地区画整理事業民間提案制度 中断移転住宅

移住者増加 遊休地活用

財政負担軽減

財政削減

民間事業者による投資促進

民間事業者による投資促進 財政削減

交流人口増加市民生活向上 市有地利活用エリア全体の賑わい創出

交流人口増加 財政削減 跡地利活用職員能力向上地域活性化

財政負担の平準化 応募事業者の確保一括発注による事務負担の軽減

市有地活用交流人口増加 市民生活向上ブランド構築

利用者増加 省エネルギー管理費削減 施設の魅力向上 施設管理の効率化

交流人口増加 市民生活向上 跡施設利活用住民交流向上

市民生活向上

国有地等利活用エリア全体の活性化

にぎわい創出

市民生活向上 利用者増加 集約・複合化交流活動・市民活動活性化 余剰地活用

跡地利活用市民生活向上交流人口増加 職員能力向上若年人口流出抑制周辺波及効果

エリアマネジメント 産官金連携 財政負担軽減 公有地現物出資

市民生活向上 利用者数増加 跡地利活用交流人口増加 周辺波及効果 職員能力向上

市民生活向上 利用者増加

公共サービスの質の向上 地元企業および人材育成

受益者負担適正化財政削減

跡地利活用

都市基盤整備 公有地活用低炭素社会の構築 市民参加のまちづくり

地域活性化 交流人口増加

市民生活向上

財政負担の軽減

地域活性化 ブランド構築

地域活性化

地域への効果 行政テーマの改善 事業手法 地域の担い手キーワードの
分類

市民生活向上

地域活性化

索引



施設分類 先導的官民連
携事業 事業手法

人口規模

1万人
未満

5万人
未満

10万
人未
満

10-
20万
人

20万
人以
上

公営住宅 PFI-BTO ●

公営住宅 ● PFI-RO、定期借地権、売却方式 ●

公営住宅 PFI-BTO ●

公営住宅 DBO ●

空港 コンセッション ●

空港 ● コンセッション ●

観光施設 コンセッション ●

観光施設 ● PFI-RO、指定管理者制度 ●

庁舎 PFI-BTO、指定管理者制度 ●

庁舎 市街地再開発 ●

庁舎 リース契約 ●

スポーツ施設 民設民営 ●

複合公共施設 ● 指定管理者制度、公有地活用 ●

複合公共施設 指定管理者制度 ●

複合公共施設 PFI-BTO、定期借地契約
指定管理者制度 ●

複合公共施設 PFI-BTO、PFI-RO
定期借地契約、指定管理者制度 ●

複合公共施設 PFI-BTO ●

公有地活用 定期借地契約、公有地活用
不動産特定共同事業 ●

公有地活用 LABV ●

公有地活用 定期借地契約、公有地活用
不動産特定共同事業 ●


